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　平成 30 年７月豪雨災害は、岡山県がこれまでにほとんど経験
したことのない規模の災害になりました。７月５日から７日にかけ
て本県を襲った記録的な大雨は、堤防の決壊や越水、内水氾
濫など甚大な浸水被害、土砂災害を引き起こしました。
　86 人もの方々のかけがえのない命が失われ、今なお３人の方
が行方不明となっており、４千人を超える方々が不自由な避難生
活を余儀なくされております。
　改めてお亡くなりになられた方々に謹んで哀悼の意を表しますとともに、被災されました皆様
方に心からお見舞い申し上げます。
　浸水等による建物被害は県内全域に及び、全壊した住家が約 4,800 棟、非住家も含め全
壊、半壊、一部損壊など何らかの被害を受けた建物は 19,000 棟を超えるなど甚大なものとなり、
道路や電気、水道、通信網などのライフラインも大きな被害が発生し、農林水産業や商工業、
観光業等は深刻な打撃を受けました。さらに、大量に発生した災害廃棄物は、復旧・復興へ
の大きな課題となりました。
　県では、発災直後には、極めて厳しい状況となった倉敷市真備町など県内各地で、自衛隊、
警察、消防、医療関係者等と懸命の救助活動や捜索活動を実施するとともに、被災者の避難
所における生活支援や、河川等の応急復旧、災害廃棄物処理等に、国や市町村、関係機関な
どと連携して取り組みました。
　発災からほぼ２か月が経過した後は、応急復旧期から本格的な復旧・復興期への移行を見
据え、新たに復旧・復興推進本部を設置するとともに、「平成 30 年７月豪雨災害からの復旧・
復興ロードマップ」を策定し、被災者の生活やくらしの再建、公共施設等の復旧、地域経済
の再生など、県の総力を挙げて取組を進めてきたところであります。
　この間、自衛隊や県内外の警察、消防、医療関係者、国の関係省庁や全国の自治体、ラ
イフラインなどの関係機関、県内はもとより全国から駆けつけてくださったボランティアの皆さ
ん、そして自身が被災しながらも救助等に当たられた地域の皆さん、さらには、義援金等を
お寄せいただきました方 な々ど、実に多くの皆様方に多大なお力添えを賜りました。ここに改め
て心からお礼を申し上げます。誠にありがとうございました。
　復旧・復興は未だ道半ばでありますが、私は、被災された皆さんが一日も早く穏やかな日常
を取り戻すことができるよう、引き続き全力を傾注する決意です。
　この記録誌は、この災害を記録と記憶にとどめ、その教訓を風化させることなく次代に伝え
ることを目的に取りまとめました。
　本誌の発刊が、自助、共助、公助にわたる取組をさらに推し進める契機となり、より災害に
強い岡山を実現する一助となることを祈念いたします。
　最後に、編集にご協力いただきました関係各位に深く感謝申し上げます。
 
　　令和２（2020）年３月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山県知事

は じ め に
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平成30年
７月豪雨災害記録誌

令和２年３月　岡山県

平成 30 年７月豪雨災害記録誌の発刊に当たって
 

 

１　この記録誌では、本文中の語句の意味などについては、原則として、次のとおりとし

　　ています。

　　□「県」：「岡山県」の略

　　□「知事」：「岡山県知事」の略

　　□「県庁」：「岡山県庁」の略

　　□「県災害対策本部」：「岡山県災害対策本部」の略

　　□ 年の表記：年が省略されているものは、原則として平成 30 年の事象とします。

　　□ 時刻の表記：24 時制とします。

　　□ 組織や役職の名称：豪雨災害時又は災害対応時の名称とします。

　　□ 数値：数値は四捨五入されている場合があります。

 

２　「映像で見る平成 30 年７月豪雨災害」

　　　本誌に関連する動画をまとめたポータルサイトを公開しています。

　　　県消防防災航空隊の活動映像や、県民の方から提供いただいた被災現場の映像など、山陽

　　新聞社の公開している映像と合わせてご覧ください。

  U R L　　http://kikikanri.pref.okayama.jp/saigai2018/

 

 



倉敷市真備町有井上空から西を望む。水は引きつつ
あるも、依然として広範囲が冠水している。写真左を
流れているのが小田川。手前に末政川の決壊した部
分が見える（７月９日10時 19分）

76



末政川の決壊した付近。濁流が本来は道路であると
ころを流れ、水位はピークを過ぎているものの依然と
して家屋の１階を超えている（７月７日15時 36分、倉
敷市真備町有井）

98



家屋の２階まで浸水した倉敷市真備町。手前左のオレ
ンジ色の屋根はまきびの里保育園、右奥が高梁川下
流倉敷方面（７月７日午後、倉敷市真備町有井）

1110



岡山鉄工センター（岡山市北区久米、今保）の組合会
館前の冠水した道路。一時は同センター敷地約13万
㎡の大半が浸水した（７月７日正午ごろ）

総社市に大雨特別警報が出されていた7月６日23時 35分ごろ、同市下原のアルミリサイ
クル工場が爆発。冠水により溶解炉に水が流れ込んで水蒸気爆発などを起こしたとみられ、
周辺の民家など３棟が全焼したほか、爆風で周辺の複数の民家や店舗で屋根がはがれたり、
窓ガラスが割れたりした。けが人は20人。22日からはアルミ工場の爆発で被害を受けた
下原の30世帯に「みなし仮設住宅」の提供が始まった（７月７日１時４分）

旭川の濁流にのみ込まれるように流失した歩行者専用
の「幸福橋」（長さ約 169m、幅 1.5m）（７月６日13
時 46分、岡山市北区建部町福渡）

工場爆発と浸水による二重の被害が重なった総社市下原
（７月７日16時 49分）

1312



７月７日未明発生した土砂崩れにより倒壊した家屋で、
行方不明の女性の捜索に当たる消防団員ら。後に無
事に発見された（７月７日12時 50分ごろ、高梁市落合町近似）

道路標識が傾き、道路が破壊された国道180号。こ
の先は冠水により通行止めに。写真右側の山裾を走る
ＪＲ伯備線も豪雨被害により寸断された（７月７日16時
22分、高梁市松山）

胸の辺りまで道路が冠水し、動けなくなった車
（７月７日０時34分、美作市湯郷）

尾坂川の水が流れ出て冠水した笠岡市北川。右は北
川公民館、その奥は小北中学校。笠岡市では金浦や
生江浜、白石島などでも浸水被害が起きた（７月７日、
笠岡市北川）

1514



県北部では土砂崩れの復旧作業が手付かずの地域も
あった。ＪＲ因美線三浦駅近くでは線路を大量の土砂
が覆ったままの状態が続いた（７月21日、津山市妙原）

国史跡・津山城跡（津山市山下、鶴山公園）では、津
山文化センター南側にある厩堀池の法面の一部が崩
落（７月６日10時 57分）

砂川の決壊で浸水した岡山市東区南古都。冠水によ
り道路が至るところで寸断された（７月７日）

土砂崩れで事業所の従業員が生き埋
めとなり、４人は救助されたが、２人
が亡くなった（７月７日13時、笠岡市茂平）

1716



大規模な土砂崩れにより診療所や民家など４棟が倒壊
した新見市足立。近所の人の声掛けで間一髪避難し、
人的被害はなかった（７月12日）

毛布や水、非常食、衣類などの支援物資が全国から
続々と寄せられた真備総合公園体育館（倉敷市真備町
箭田）（７月10日17時 33分）

７月７日２時20分ごろ、倉敷市広江の団地（約230世
帯）で裏山が崩れ土石流が発生。大量の土砂や木など
が住宅を壊しながら流れ抜け、近くの旧鷲羽山スカイ
ライン（県道鷲羽山公園線）まで達した（７月12日）

1918
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第 1章

平成30年7月豪雨の概要

第１節　気象概要
第２節　観測状況

　　　　（２）Web 会議システムの導入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　（３）リエゾン派遣体制の確立・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　（４）防災航空物資センターの開設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　（５）新総合防災情報システムの開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　（６）各種訓練による対応力の向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　３　県民の防災意識の向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　（１）自助・共助の取組促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　（２）避難確保プロジェクト・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

復興に向けて⑤・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 
第 6章　インタビュー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

兵庫県立大学教授　木村玲欧さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

岩崎美佳子さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

黄ニラ、パクチー生産者　植田輝義さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ブドウ生産者　木村恭介さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

井倉洞社長　杉　一夫さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

協同組合岡山鉄工センター理事長　桑原正弘さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

倉敷市立箭田小学校校長　大﨑卓己さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

岡山県警察本部機動隊長　池田辰夫さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

岡山南警察署　板谷大輝さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

岡山市東消防署副署長　杉本博房さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

岡山県消防防災航空隊副隊長　名越康雄さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

美作市消防団　渡邊宏樹さん、江見耕志さん・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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第 1章　平成30年７月豪雨の概要

第１章　平成３０年７月豪雨の概要

　第 1 節　気象概要
 

１　気象概要

　平成 30 年７月豪雨は、西日本から東海地方
を中心に、広範囲の多くの観測点で観測史上
１位を更新する記録的な大雨となり、この期間

（７月上旬）の降水量は過去の豪雨災害と比べて、
極めて大きなものであった。
　その要因としては、以下のことが考えられる。
非常に発達したオホーツク海高気圧と日本の南
東に張り出した太平洋高気圧が形成され、その
気圧配置が維持されたため、梅雨前線が西日本
付近に停滞した。東シナ海付近において対流活

動が活発となり、水蒸気を多く含む空気が南西
風により西日本へ流れ込んだ。さらに、太平洋
高気圧の勢力が日本の南東側で強まったため、
日本の南海上で南風が強まり、水蒸気を多く含
む空気が太平洋高気圧の縁に沿って西日本へ多
量に流れ込んだ。これらの２つの気流が西日本
付近で合流し梅雨前線に向かって極めて多量の
水蒸気が流れ込み続けたため、前線の活動が非
常に活発となり、西日本を中心に長期間かつ広
範囲で記録的な大雨をもたらした（下図参照）。

地上天気図及び気象衛星赤外画像

平成 30年７月豪雨の気象概要図
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第 1章　平成30年７月豪雨の概要

地上天気図及び気象衛星赤外画像 レーダー画像
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第 1章　平成30年７月豪雨の概要

２　気象警報等

　岡山地方気象台は、７月４日から 13 日まで
の間、台風第７号から変わった低気圧や梅雨前
線に伴う大雨と洪水により警報、注意報を発表
し、６日 19 時 39 分、県内の 11 市町村に初め
て大雨特別警報を発表した。その後も大雨特別

警報の発表地域は拡大し、最終的には備前市、
赤磐市、和気町を除く県内 24 市町村に発表し
た。なお、小田川の堤防仮復旧までの間、倉敷
市と総社市には洪水警報を発表していた。

７月５日から６日

７月３日から５日
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第 1章　平成30年７月豪雨の概要

７月７日から９日 ３　土砂災害警戒情報

　県と岡山地方気象台が共同で発表する土砂災
害警戒情報については、７月５日 17 時に第１
号を真庭市、津山市、鏡野町に発表し、その後
県内各地で土砂災害の危険性が高まったことか

７月５日から８日 県・岡山地方気象台共同発表

ら、６日 23 時 15 分に県内全ての市町村に発表
した。発表した情報は、８日 13 時 50 分までに
全て解除した。
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号数 発表日時 概　要

１
７月４日 

16 時 40 分

５日から７日頃にかけて、 梅雨前線が日本付近に停滞し、 この前線に向かって南から暖かく湿った空気が流れ込むため、
前線の活動が活発となる見込み。 ５日朝から局地的に雷を伴った激しい雨が降り、 ７日頃にかけて大雨となるおそれ。
土砂災害、 低い土地の浸水、 河川の増水に注意 
５日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 40 ミリ 
４日18 時から５日18 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 80 ミリ、 北部 100 ミリ、 その後も、 降水量は増える見
込み

２
７月５日 

5 時 53 分

梅雨前線が日本付近に停滞し、 この前線に向かって南から暖かく湿った空気が流れ込むため、 前線の活動が活発とな
る見込み。 ５日朝から局地的に雷を伴った激しい雨が降り、 ７日頃にかけて大雨となるおそれ。 土砂災害、 低い土地の
浸水、 河川の増水に注意 
５日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 40 ミリ 
６日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 40 ミリ 
５日６時から６日６時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 150 ミリ、 北部 150 ミリ、 その後も、 降水量は増える見
込み

３
７月５日 

14 時 45 分

梅雨前線が日本付近に停滞し、 この前線に向かって南から暖かく湿った空気が流れ込んでいるため、 前線の活動が活
発。 ６日昼前にかけて局地的に雷を伴った激しい雨の降るおそれ。 ６日明け方にかけて土砂災害に警戒。 浸水害や河
川の増水にも注意 
５日から６日にかけて予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 40 ミリ 
５日12 時から６日12 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 150 ミリ、 北部 150 ミリ、 その後も、 降水量は増える
見込み

４
７月５日 

17 時 16 分

梅雨前線が日本付近に停滞し、 この前線に向かって南から暖かく湿った空気が流れ込んでいるため、 前線の活動が活
発。 ６日昼前にかけて局地的に雷を伴った激しい雨の降るおそれ。 土砂災害警戒情報が発表されている市町村がある。
土砂災害に厳重に警戒。 また、 浸水害、 河川の増水や氾濫に警戒 
５日から６日にかけて予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 40 ミリ 
５日18 時から６日18 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 150 ミリ、 その後、 ６日18 時から７日18 時
までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 100 から150 ミリ

５
７月５日 

23 時 45 分

梅雨前線が日本付近に停滞し、 この前線に向かって南から暖かく湿った空気が流れ込んでいるため、 前線の活動が活
発。 ６日昼前にかけて局地的に雷を伴った激しい雨の降るおそれ。 土砂災害に厳重に警戒。 浸水害、 河川の増水や氾
濫に警戒。 現在、 土砂災害警戒情報が発表されている市町村や指定河川洪水予報が発表されている河川がある 
６日にかけて予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 40 ミリ 
６日０時から７日０時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 180 ミリ、 その後、 ７日０時から８日０時までの
24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 100 から150 ミリ

第 1章　平成30年７月豪雨の概要

４　府県気象情報

　岡山地方気象台は、台風第７号及び梅雨前線に伴う大雨等の注意喚起を行うとともに、警報、注
意報を補完するため岡山県気象情報を発表した。台風第７号に関する岡山県気象情報は７月２日の
第１号から４日の第６号まで、梅雨前線に関する岡山県気象情報は７月４日の第１号から９日の第
21 号まで（記録的な大雨に関する岡山県気象情報を含む）発表し、刻一刻と変わる気象状況を伝えた。

号数 発表日時 概　要

１
７月２日 

17 時 00 分
台風第７号は４日未明から明け方に岡山県に最も接近する見込み

２
７月３日 

6 時 05 分

３日６時から４日６時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 80 ミリ、 北部 100 ミリ、 その後４日６時から５日６時までの
24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 から100 ミリ 
３日から４日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 30 ミリ

３
７月３日 

11 時 30 分

３日夜から４日朝にかけて激しい雨が降り、 大雨となるおそれ。 土砂災害や浸水害、 河川の増水に注意 
３日12 時から４日12 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 80 ミリ、 北部 100 ミリ、 その後４日12 時から５日12 時
までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともおよそ 50 ミリ 
３日から４日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 30 ミリ

４
７月３日 

16 時 45 分

３日夜遅くから４日朝にかけて激しい雨が降り、 大雨となるおそれ。 土砂災害や浸水害、 河川の増水に注意 
３日18 時から４日18 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 80 ミリ、 北部 100 ミリ、 その後４日18 時から５日18 時
までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともおよそ 50 ミリ 
３日から４日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 30 ミリ

５
７月４日 

5 時 35 分

台風は、 現在岡山県に最も接近している。 ４日朝にかけて激しい雨が降り、 大雨となるおそれ。 土砂災害や浸水害、 河
川の増水に注意 
４日６時から５日６時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 ミリ 
４日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 30 ミリ

６
７月４日 

11 時 25 分
台風第７号は、今後、 勢力を弱めながら日本海を北東進し、 温帯低気圧に変わる見込み。 台風は、 岡山県から遠ざかっ
たが、 大気の状態が不安定

平成 30年　台風第７号に関する岡山県気象情報

大雨に関する岡山県気象情報

号数 発表日時 概　要

６
７月６日 

6 時 15 分

西日本に停滞する梅雨前線に向かって、 南から暖かく湿った空気が流れ込んでいるため、 ７日にかけて大気の状態が
非常に不安定。６日夕方から７日朝にかけて局地的に雷を伴った非常に激しい雨が降り続き、記録的な大雨となるおそれ。
土砂災害に厳重に警戒。 浸水害、 河川の増水や氾濫に警戒。 現在、 土砂災害警戒情報が発表されている市町村や指
定河川洪水予報が発表されている河川がある 
６日から７日にかけて予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 ミリ 
６日６時から７日６時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 200 ミリ、 その後、 ７日６時から８日６時までの
24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 100 から150 ミリ

７
７月６日 

11 時 15 分

西日本に停滞する梅雨前線に向かって、 南から暖かく湿った空気が流れ込んでいるため、 ７日にかけて大気の状態が
非常に不安定。 ６日夕方から７日朝にかけて局地的に雷を伴った非常に激しい雨が降り、 記録的な大雨となるおそれ。
土砂災害に厳重に警戒。 浸水害、 河川の増水や氾濫に警戒。 現在、 土砂災害警戒情報を発表している市町村がある 
６日から７日にかけて予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 ミリ 
６日12 時から７日12 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 200 ミリ、 その後、 ７日12 時から８日12 時
までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 から100 ミリ

８
７月６日 

16 時 40 分

西日本に停滞する梅雨前線に向かって、南から暖かく湿った空気が流れ込み、大気の状態が非常に不安定。 このため、
７日朝にかけて局地的に雷を伴った非常に激しい雨が降り、 記録的な大雨となるおそれ。 現在、 土砂災害警戒情報を
発表している市町村や指定河川洪水予報を発表している河川がある。 土砂災害、 河川の増水や氾濫に厳重に警戒。 浸
水害にも警戒 
６日から７日にかけて予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 ミリ　 
６日18 時から７日18 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 200 ミリ、 その後、 ７日18 時から８日18 時
までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 から100 ミリ

号数 発表日時 概　要

10
７月６日 

20 時 56 分

現在、 岡山県に大雨特別警報を発表。 これまでに経験したことのないような大雨となっているところがある。 今後も大気
の状態が非常に不安定となるため、 ７日朝にかけて局地的に雷を伴った非常に激しい雨の降るおそれ。 土砂災害、 浸
水害、 河川の増水や氾濫に最大級の警戒を 
６日から７日にかけて予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 ミリ 
６日 21時から７日 21時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 150 ミリ

11
７月６日 

23 時 32 分

現在、 岡山県に大雨特別警報を発表。 これまでに経験したことのないような大雨となっているところがある。 今後も大気
の状態が非常に不安定となるため、 ７日朝にかけて局地的に雷を伴った非常に激しい雨の降るおそれ。 土砂災害、 浸
水害、 河川の増水や氾濫に最大級の警戒を 
７日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 50 ミリ 
７日０時から８日０時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部とも 150 ミリ

12
７月７日 

6 時 10 分

現在、 岡山県に大雨特別警報を発表。 これまでに経験したことのないような大雨となっているところがある。 今後も大
気の状態が非常に不安定となるため、 ７日昼前にかけて局地的に雷を伴った非常に激しい雨の降るおそれ。 土砂災害、
浸水害、 河川の増水や氾濫に最大級の警戒を 
７日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部 40 ミリ、 北部 50 ミリ 
７日６時から８日６時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 150 ミリ、 北部 200 ミリ

13
７月７日 

11 時 18 分

現在、 岡山県に大雨特別警報を発表。 これまでに経験したことのないような大雨となっているところがある。 大気の状
態が非常に不安定なため、 ７日昼過ぎにかけて局地的に雷を伴った激しい雨の降るおそれ。 土砂災害、 浸水害、 河川
の増水や氾濫に最大級の警戒を 
７日に予想される１時間降水量は、 多い所で南部 30 ミリ、 北部 30 ミリ 
７日12 時から８日12 時までの 24 時間降水量は、 多い所で南部 60 ミリ、 北部 80 ミリ

号数 発表日時 概　要

９
７月６日 

19 時 42 分
大雨特別警報を発表。 岡山県では、 これまでに経験したことのないような大雨となっている。 最大級の警戒を

記録的な大雨に関する岡山県気象情報

大雨と突風及び落雷に関する岡山県気象情報

大雨と突風及び落雷に関する岡山県気象情報
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号数 発表日時 概　要

14
７月７日 

15 時 30 分

15 時 10 分に大雨特別警報を解除 
７月５日２時からの総降水量が 400 ミリを超え、 記録的な大雨。 激しい雨の降るおそれはなくなったが、 これまでの大雨
により地盤の緩んだ状態が続く見込み。 ８日昼前にかけて土砂災害に厳重に警戒。 また、 河川の水位も高い状態が続
いている。 ７日夜遅くにかけて河川の増水や氾濫にも厳重に警戒 
７日18 時から８日18 時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともに 50 ミリ

15
７月７日 

23 時 25 分

７月５日２時からの総降水量が 400 ミリを超える記録的な大雨となっている所がある。 これまでの大雨により地盤の緩ん
だ状態が続く見込み。 ８日昼前にかけて土砂災害に厳重に警戒。 また、 河川の水位も高い状態が続いている。 ８日に
かけて河川の増水や氾濫にも厳重に警戒 
８日０時から９日０時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともに 50 ミリ

16
７月８日 

5 時 55 分

西日本付近に停滞する梅雨前線の影響で、 ７月５日２時からの総降水量が 450 ミリを超える記録的な大雨となっている
所がある。 このため、 地盤がかなり緩んでいる所がある。 ８日昼前にかけて土砂災害に厳重に警戒。 また、 氾濫が発
生している河川がある。 ９日にかけて河川の増水や氾濫にも厳重に警戒 
８日６時から９日６時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともに 40 ミリ

17
７月８日 

11 時 30 分

梅雨前線の影響で、 ７月５日２時からの総降水量が 450 ミリを超える記録的な大雨となっている所がある。 このため、
地盤がかなり緩んでいる所がある。 ８日夕方にかけて土砂災害に厳重に警戒。 また、 氾濫が発生している河川がある。
９日にかけて河川の増水や氾濫にも厳重に警戒 
８日12 時から９日12 時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともに 40 ミリ

18
７月８日 

16 時 50 分

西日本付近に停滞する梅雨前線は、 日本海に北上し活動が弱まる見込み。 今までに降った雨により地盤の緩んでいる
所があるため、 ８日夜遅くにかけて土砂災害に警戒。 また、 氾濫が発生している河川がある。 10 日にかけて河川の増
水や氾濫にも厳重に警戒 
８日18 時から９日18 時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともに 20 ミリ

19
７月８日 

23 時 21分

西日本付近に停滞する梅雨前線は、 日本海に北上し活動が弱まる見込み。 ７月５日２時からの総降水量が 450 ミリを超
える記録的な大雨となっている所がある。 引き続き、 河川の増水や氾濫に厳重に警戒。 また、９日明け方まで土砂災害
に警戒 
９日０時から10 日０時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部、 北部ともに 20 ミリ

20
７月９日 

5 時 38 分

日本海まで北上した梅雨前線は、 今後活動が弱まる見込み。 ７月５日２時からの総降水量が 450 ミリを超える記録的な
大雨となっている所がある。 引き続き、 河川の増水や氾濫に厳重に警戒。 また、 ９日昼前まで土砂災害に注意 
９日６時から10 日６時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部５ミリ、 北部 10 ミリ

21
７月９日 

11 時 18 分

７月５日２時からの総降水量が 450 ミリを超える記録的な大雨となっている所がある。 引き続き、 河川の増水や氾濫に厳
重に警戒 
９日12 時から10 日12 時までに予想される 24 時間降水量は、 多い所で南部 30 ミリ、 北部 30 ミリ

第 1章　平成30年７月豪雨の概要

大雨に関する岡山県気象情報 　第２節　観測状況

１　降雨の状況（７月５日から７日）

　７月５日は、梅雨前線が中国地方を南下し、
県内では７月の日降水量の極値を観測するアメ
ダス地点があるなど大雨となった。５日夜には
前線は瀬戸内付近まで南下し、県内の雨は小康
状態となったが、６日は再び前線が北上し、中
国地方に停滞したため朝から雨が降り続き、６
日後半から７日前半にかけ顕著な上空の気圧の
谷の接近により、前線活動が活発化して、県内
では記録的な大雨となった。６日夜には、岡山

地方気象台は県内 24 市町村に大雨特別警報を
発表した。上空の気圧の谷が東に進むとともに、
雨域も東へ移動し、７日昼前には県内から強い
雨の領域は抜けた。 
  ７月５日から７日までの３日間の降水量は、
鏡野町富で 453.0 ミリ、同じく鏡野町恩原で
443.5 ミリを観測したほか、県内の多くのアメ
ダス地点で 300 ミリを超えた。また、48 時間
降水量では統計期間が 10 年以上の県内アメダ
ス 24 地点のうち、19 地点で極値を観測した。

２　観測記録（降水量）

（1）各日の最大１時間降水量（７月５日から７日） 単位：mm
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第 1章　平成30年７月豪雨の概要

（2）期間降水量（７月５日から７日） 単位：mm 期間降水量（７月５日から７日）単位：mm
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第 1章　平成30年７月豪雨の概要

※ ）：統計を行う対象資料が許容範囲内で欠けていますが、上位の統計に用いる際は一部の例外を除いて原則として正常値と同等に扱います（準正常値）。

※ ）：統計を行う対象資料が許容範囲内で欠けていますが、上位の統計に用いる際は一部の例外を除いて原則として正常値と同等に扱います（準正常値）。 
　 ］：統計を行う対象資料が許容範囲を超えて欠けています（資料不足値）。     

（3）極値更新（統計期間：６月 28 日から７月８日）
 ※「これまでの最大値」に記す降水量は、2008 年３月 25 日までは最小単位が１mmで、小数点以下の統計値は本来ありませんが、本項では便宜上小数点を付しています。

３時間降水量

６時間降水量

12 時間降水量

24 時間降水量

48 時間降水量
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第 1章　平成30年７月豪雨の概要

※ ］：統計を行う対象資料が許容範囲を超えて欠けています（資料不足値）。

（4）降水量グラフ

降水量グラフ（新見）

降水量グラフ （高梁）

降水量グラフ（倉敷）

降水量グラフ（岡山）

72 時間降水量

日降水量
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（5）アメダス配置図

（1）水位観測所配置図
 　７月５日時点で県内に設置されていた水位観測所は、次のとおりである。
　「おかやま防災ポータル」等で水位の提供を行うとともに、県災害対策本部、水防本部等で水位情
報を収集した。
　今回の豪雨で、多くの箇所で氾濫危険水位を超える水位を観測した。

３　河川の水位状況等

第 1章　平成30年７月豪雨の概要
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（2）氾濫危険水位を超えた水位観測所
ア　県管理河川
　県管理河川においては、吉井川水系６河川７観測所、旭川水系２河川６観測所、高梁川水系３
河川９観測所、笹ヶ瀬川水系２河川３観測所、倉敷川水系１河川１観測所、里見川水系１河川１
観測所、合わせて６水系 15 河川 27 観測所で氾濫危険水位を超過した。

（3）河川の水位状況
ア　県管理河川
　県管理河川の水位は、降雨の状況を反映し、７月５日から６日と６日から７日の２つの山がで
きる箇所が多く、ほとんどの箇所で６日から７日の間にピークを迎えた。

イ　国管理河川
　国管理河川においては、３水系６河川８観測所で氾濫危険水位を超過した。

ピーク時水位は 10 分水位での観測値としている。
ピーク時水位（　）の数値は氾濫危険水位との差分を示している。
※広瀬水位観測所では、河川の氾濫により水位計が流失し、12.89 ｍとなったところで欠測となった。実際の最高水位はさらに高いと推測される。

ピーク時水位は 10 分水位での観測値としている。
ピーク時水位（　）の数値は氾濫危険水位との差分を示している。

県管理河川

下牧水位観測所　　　　　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面

国管理河川

笹ヶ瀬水位観測所　　　　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面

第 1章　平成30年７月豪雨の概要
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イ　国管理河川
　国管理河川の水位は、県管理河川と同様に、降雨の状況を反映し、７月５日から６日と６日か
ら７日の２つの山ができる箇所が多く、ほとんどの箇所で６日から７日の間にピークを迎えた。

ア　陸閘

※国土交通省中国地方整備局
　「中国地方整備局管内の出水概況」より
　（http://www.cgr.mlit.go.jp/emergency/syussui.htm）

彦崎水位観測所　　　　　　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面

吉井川津瀬水位観測所　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面 旭川下牧水位観測所　　　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面

小田川矢掛水位観測所　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面

金光水位観測所　　　　　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面

塚角水位観測所　　　　　　　　　　　　TP ： 東京湾平均海面

（4）陸閘・水門等の操作状況
　道路などによる堤防の開口部を出水時に閉鎖するための陸閘や、河川からの逆流防止などの目的
で設置されている水門等の操作状況は次のとおりであった。

（例）道路横断陸閘 （例）道路横断陸閘

（例）小規模な陸閘（例）小規模な陸閘

第 1章　平成30年７月豪雨の概要

（国・市町村管理河川にある陸閘）

（県管理河川にある陸閘）
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（例）小規模水門・樋門

（例）排水機場

（例）防潮水門

（1）ダム位置図
 　県には三大水系として、東から吉井川・旭川・高梁川があり、土木部では 12 ダムを管理している。
ゲート操作が必要な４ダムについては、ダム名を赤囲いしている。
※千屋ダムは、「異常洪水時防災操作」の放流時のみゲート操作を行う。

４　ダムの状況

位置図

第 1章　平成30年７月豪雨の概要

イ　水門等

（河川管理施設）
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平成 30年７月豪雨におけるダムの洪水調節

河本ダム上流域での降雨状況

旭川ダム上流域での降雨状況 旭川ダム流入状況及び放流状況

河本ダム流入状況及び放流状況

河本ダム下流水位低減効果（川合橋水位観測所） 河本ダム下流水位低減効果（川合橋水位観測所）

第 1章　平成30年７月豪雨の概要

（2）ダムの洪水調節
　河本ダムは、最大流入時 877㎥ /s に対し、
253㎥ /s をダムに貯留し、全体で約 563 万㎥を
ダムに貯留する洪水調節を行った。旭川ダムは、
最大流入時 2,974㎥ /s に対し、571㎥ /s をダム
に貯留し、全体で約 2,266 万㎥をダムに貯留す

る洪水調節を行った。
　なお、河本ダムでは洪水調節容量を使い切り、
ダムへの流入量と同程度までダム放流量を合わ
せていく異常洪水時防災操作に移行した。これ
は、土木部管理開始以来、初めてのことである。
　詳細は次のとおりである。

流域平均雨量

千屋ダム、高瀬川ダム、
河本ダム、湯原ダム、
旭川ダム、八塔寺川ダム

ダム地点雨量

三室川ダム、鳴滝ダム、
竹谷ダム、河平ダム、
津川ダム、楢井ダム
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（3）水位低減効果
ア　新見４ダム（河本ダム、高瀬川ダム、三室川ダム、千屋ダム）の長屋地点水位低減効果
　68cm（推定：流量にして 424㎥ /s）の水位低減効果があった。

イ　旭川ダム・湯原ダムの下牧地点水位低減効果
　123cm（推定：流量にして 1,092㎥ /s）の水位低減効果があった。

新見４ダム長屋地点水位低減効果

旭川ダム・湯原ダムの下牧地点水位低減効果

新見４ダム長屋地点水位低減効果

旭川ダム・湯原ダムの下牧地点水位低減効果

旭川ダム下流水位低減効果（牧山水位観測所） 旭川ダム下流水位低減効果（牧山水位観測所）

湯原ダム上流域での降雨状況 湯原ダム流入状況及び放流状況

湯原ダム下流水位低減効果（湯原大橋） 湯原ダム下流水位低減効果（湯原大橋）

第 1章　平成30年７月豪雨の概要
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第２章

被害概要

第１節　被害概要
第２節　住家等の被害
第３節　公共土木施設の被害
第４節　ライフラインの被害
第５節　公共交通機関の被害
第６節　医療・福祉施設の被害
第７節　農林水産業の被害
第８節　商工観光業の被害
第９節　文教施設の被害

復興が進む倉敷市真備町（令和元年11月21日）

復興に向けて ①
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第２章　被害概要

第２章　被害概要

　第 1 節　被害概要

１　県内の被害状況

　県内の主な被害状況は次のとおりである。

２　人的被害

　平成 30 年７月豪雨災害は、過去 50 年の中では最悪の死者数となった。小田川などの氾濫により、
被害は倉敷市に集中している。

　倉敷市真備町の死者（災害関連死を除く）51 人の
うち、88.2％に当たる 45 人が 65 歳以上であり、
高齢者の割合が非常に高くなっている。

　倉敷市真備町の死者（災害関連死を除く）51 人の
うち、86.3％に当たる44人が自宅で亡くなっている。

県内の主な被害状況（令和元年７月５日現在）

人的被害の状況（令和２年２月13日現在）

人的被害の市町村別内訳

年齢階層別死者数

年齢階層の内訳

死亡場所別死者数

死亡場所別死者数の内訳

※（　）内は災害関連死を除いた人数
※ 死者・行方不明者は被災地別、重傷・軽傷は住所地別 
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倉敷市の要介護度別死者数 倉敷市の要介護度別死者数の内訳

住家被害の状況（令和元年７月５日時点）　（単位：棟） 非住家被害の状況（令和元年７月５日時点）　（単位：棟）

倉敷市の身体障害の程度別死者数の内訳倉敷市の身体障害の程度別死者数

　第２節　住家等の被害

１　住家被害の状況

　令和元年７月５日時点の住家（現実に居住の

ため使用している建物）被害の状況は、次のとお
りである。

３　倉敷市の死者における要介護度及び身体障害の程度

　倉敷市の死者（災害関連死を除く）52 人のうち、要介護・要支援者が３分の１強（36.5％）を占めた。
「平成 29 年度　介護保険事業状況報告（年報）」（厚生労働省）によると、平成 29 年度末現在における
要介護（要支援）認定者数は 641 万人で全人口（126,502 千人、平成 30 年４月１日現在 = 確定値）に占め
る割合は 5.1％であり、これに比べ非常に高い数値となっている。
　また、身体障害者が約４分の１（23.1％）を占めた。「平成 30 年版　障害者白書」（内閣府）による
と、身体障害者（身体障害児を含む）は 436 万人で全人口（126,529 千人、平成 30 年７月１日現在 = 確定値）

に占める割合は 3.4％であり、この場合も、数値が非常に高くなっている。

第２章　被害概要

２　非住家被害の状況

　令和元年７月５日時点の非住家（住家以外の

建物）被害の状況は、次のとおりである。
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公共土木施設被害額

河川の被害状況

　第 3 節　公共土木施設の被害

　公共土木施設の被害件数は、県管理分で 1,362
件、約 207 億 100 万円、指定都市の岡山市管理
分を除く市町村管理分で1,461件、約138億5,300
万円、計 2,823 件、約 345 億 5,400 万円となった。

１　河川の被害状況

（1）概要
　平成 30 年７月豪雨により、岡山県全域で記
録的な雨量が観測され、県南部で堤防の決壊（県

管理 10 河川 16 箇所）等による甚大な浸水被害
が生じたほか、越水や護岸の崩壊が発生した。
　河川に係る被害状況は、県管理 801 件、市町
村管理 393 件、約 150 億 700 万円となり、県内
の被害額の約４割以上を占めた。

（2）堤防の決壊等の状況
　砂川、末政川など、県が管理する河川の 10 河川 16 箇所で堤防が決壊した。このうち重要水防箇
所となっていたのは３箇所であった。

第２章　被害概要

（単位 : 千円）（※岡山市を除く）

県内の主な決壊箇所図

凡例
●決壊箇所（主に越水）
●決壊箇所（主に越水以外）
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（3）浸水被害状況図
ア　倉敷市真備町
　高梁川と小田川の水位上昇に伴い、倉敷市真備町において小田川で２箇所、その支川で６箇所の堤防
が決壊し、広い範囲で浸水被害が発生した。浸水面積は約1,200ha、全壊棟数約 4,600 棟に上った。
　また、浸水深が５ｍを超えるところもあった。

ア　主に越水で決壊した河川
　主に越水で決壊した河川の状況は次のとお
りとなっている。

イ　主に侵食・洗掘で決壊した河川
　主に侵食・洗掘で決壊した河川の状況は次
のとおりとなっている。

イ　岡山市東区
　砂川では、岡山市東区沼において堤防が決壊し、広い範囲で浸水被害が発生した。浸水面積は
約 750ha、浸水棟数 2,200 棟以上に上った。

浸水被害状況図（倉敷市真備町）

第２章　被害概要

主に越水で決壊した河川 主に侵食・洗掘で決壊した河川

出典：国土交通省国土地理院ウェブサイト
http://www.gsi.go.jp/BOUSAI/H30.taihuu7gou.html

浸水被害状況図（岡山市東区） 

浸水推定段彩図
（倉敷市真備町）
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２　土砂災害及び砂防施設
　　被害の状況

（1）土砂災害の状況
　平成 30 年７月豪雨では、土砂災害（土石流、

地すべり、がけ崩れ）が 56 箇所発生し、これに
より死者３人の人的被害が発生した。
　土砂災害の内訳は土石流 11 箇所、がけ崩れ
35 箇所、地すべり 10 箇所であった。特にがけ
崩れでは、笠岡市茂平で死者２人、井原市西江
原町で死者１人の被害が発生した。
　また、高梁市落合町近似の陰

おん

地
じ

川では土石流
により、負傷者１人、全壊１戸、一部損壊２戸
の被害が発生し、土石流の一部が、避難所となっ
ている高梁中学校や高梁小学校の敷地に流れ込
んだ。

３　道路の被害状況

（1）概要
　平成 30 年７月豪雨では、県内の高速道路、国
道、県道が同時多発的に被災し、通行止めとなっ
た。このことにより迂回機能を発揮できず、道路
ネットワークが寸断され、救助・救援活動車両や
一般車両の通行が著しく制限されることとなった。
　道路施設被害は、県全体で 1,333 箇所、被害
金額は約 143 億 9,500 万円となった。

（2）通行規制の状況
ア　高速道路の状況
　高速道路では、７月６日 19 時に中国自動
車道（北房 IC から東城 IC）等が雨量基準値の
超過による全面通行止めとなったことをはじ
めに、順次通行止めとなり、７月７日５時
30 分の瀬戸中央自動車道（児島 IC から坂出

IC）の通行止めにより、県内全ての高速道路
が通行止めとなった。
　全線の通行止めは７月７日 16 時まで継続し
たが、その後順次解除され、崩土により全面
通行止めとなっていた岡山自動車道（賀陽 IC

から有漢 IC）が７月９日 12 時 32 分に片側交互
通行となり、これにより、全線の通行が可能
となった。

イ　国管理道路の状況
　国道 180 号では、高梁川の増水により最大
水深約４ｍの道路冠水が発生し、７月６日
19 時 10 分より総社市宍粟から総社市種井に
おいて全面通行止めとなった。
　また、国道 53 号でも、旭川の増水により
道路冠水が発生し、７月６日 21 時 10 分より
岡山市北区御津草生から美咲町打穴中北にお
いて全面通行止めとなった。

【土石流】陰地川・高梁市落合町近似

【土石流】陰地川・高梁市落合町近似

【がけ崩れ】笠岡市茂平

【がけ崩れ】井原市西江原町

道路の被害状況（※岡山市を除く）

岡山県道路規制情報提供システム専用 WEB サイト

　この他、国道２号の備前市伊里中から東片
上において、連続雨量が基準に達したため、
事前通行規制による全面通行止めなどが発生
したが、７月 11 日 17 時までに全ての全面通
行止めが解除された。

ウ　県管理道路の状況
　県管理道路では、７月５日午後から崩土や
雨量基準の超過が発生しており、６日０時の時
点で 42 箇所の全面通行止め等を行っていた。
　これらの通行規制の多くは６日の午前中に
一旦解除されたものの、６日午後から再び冠
水等による通行止め等が増加し、７日０時時
点で規制箇所は 100 箇所以上となっていた。
　さらに夜が明けるにつれ被害が多数報告さ
れ、７日 17 時に最大の 231 箇所（うち全面通

行止め 204 箇所）となった。
　応急復旧作業に向かう職員や土木業者が目
的地到達までに時間を要するケースもあった
が、懸命な作業により、1 週間後の 14 日 20
時には全面通行止めは 96 箇所まで減少した。
　県では、道路規制情報提供システムにより
規制情報を専用 WEB サイトで提供したほか、
道路整備課ホームページにおいても主要道路
の通行可否や規制解除の情報を随時提供した。

第２章　被害概要

（2）砂防施設被害の状況
　砂防施設被害は県全体で 257 箇所、被害金額
は約 22 億 1,700 万円となった。
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第２章　被害概要

（3）主な箇所の被害状況
ア　国道 430 号（玉野市日比）
　車道及び歩道が約 40 ｍにわたって崩壊し、
全面通行止めとなった。

イ　県道鷲羽山公園線（倉敷市児島宇野津）
　道路全体が約 40 ｍにわたって谷側へ崩壊
し、全面通行止めとなった。

国道430 号（玉野市日比）

県道鷲羽山公園線（倉敷市児島宇野津）

県道倉敷美袋線（倉敷市真備町服部）

国道429 号（美咲町里）

浸水した真備浄化センター

芝の大部分が流失した高梁川河川敷グラウンド

国道486 号（矢掛町小田）

国道180 号（高梁市津川町今津）

ウ　県道倉敷美袋線（倉敷市真備町服部）
　小田川周辺の広い範囲が水没し、舗装の破
損や土砂の堆積が発生した。

カ　国道 429 号（美咲町里）
　高さ約 60 ｍの斜面崩壊が発生した。

エ　国道 486 号（矢掛町小田）
　小田川の増水等により冠水し、通行止めと
なった。

オ　国道 180 号（高梁市津川町今津）
　谷部からの土砂流出により、道路全体が埋
塞した。

４　港湾の被害状況

　県管理港湾では、水島港など３箇所で河川か
らの土砂流入による航路の埋没や流木の漂着な
どの被害が発生し、その被害額の合計は約４億
500 万円となった。

５　下水の被害状況

　下水道は、倉敷市真備町の真備浄化センター
の浸水や中継ポンプの制御盤冠水、管路の閉塞
破損など、県内 18 箇所において被害が発生し、
被害額の合計は約 21 億 4,500 万円となった。

６　公園の被害状況

　公園は、高梁川河川敷グラウンドなど、県内
18 箇所において被害が発生し、被害額の合計
は約３億 8,400 万円となった。
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１　電気

　７月６日夜間から県内で停電が発生し、ピー
ク時には約 7,400 戸、延べ約 51,200 戸（農事用電
灯や公衆街路灯等を含んだ契約戸数であるため、停

電した世帯数とは異なる）が停電した。
　高梁市に位置する成羽変電所が河川の増水に
より浸水し停電が発生したが、近隣変電所の配
電線からの送電により解消した。
　配電設備は、土砂崩落、樹木倒壊及び河川氾
濫等により広範囲にわたり被害を受け、65 本
の電柱が倒壊や折損、流出し、高圧配電線が
30 箇所で断線するなどした。

２　通信

　固定通信における県内の被災状況としては、
NTT 西日本における真備電話交換所の水没や
地下通信ケーブルの被害等により、7,560 回線が
被災した。
　主な被災エリアは倉敷市真備町、真庭市北房
町、玉野市日比・渋川地区の一部であった。
　通信回線は、専用線が７月 26 日、フレッツ

３　水道

　水道施設の被害により、約 20,000 戸（８市町）
の断水が発生した。そのほとんどは、被害が大
きかった高梁川水系の沿川市町であり、被害額
は約９億 5,000 万円であった。
　また、被害のほとんどが取水施設及び浄水施
設の浸水によるものであった。

　第４節　ライフラインの被害

停電戸数

市町村別
各ピーク時停電戸数

真備電話交換所の水没被害

玉野市内の地下通信ケーブルの被害

高梁市備中町での電柱被害

矢掛町での電柱被害

第２章　被害概要

光が８月１日、加入電話が８月３日に回復する
まで、不通が続いた。
　移動通信については、大雨による基地局設備へ
の浸水、停電、光回線断などにより、NTTドコモ、
KDDI、ソフトバンクの 3 社全てで携帯電話サー
ビスの中断が発生し、７月７日以降、特に浸水
被害が甚大であった倉敷市真備町や総社市、高
梁市などにある基地局を中心に、携帯電話サー
ビスが利用しづらい状況が続いた。

水道施設（送水設備）の被害状況

水に浸かりながらの作業

４　ガス

　浸水により、約 2,000 本を超えるＬＰガス容
器が川岸や海域などに流出するなどの被害が発
生した。ガス充填所などへの被害も非常に大き
かった。

水道施設の断水戸数

水道施設の主な被害額（平成30年8月現在）
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１　鉄道

（1）ＪＲ西日本
　記録的な雨量が観測される中、県内全ての在
来線で、法面崩壊、土砂流入、道床流出、変電
所冠水、電柱倒壊、倒木など、大小合わせて約
230 箇所の被害が発生した。
　７月６日には、高梁川の氾濫により、伯備線
の備中広瀬駅構内（高梁市）が冠水し、また、
氾濫した水流により付近のトラックが押し流さ
れ、上下線をまたぐ形で線路内に流入した。特
に備中広瀬駅から備中高梁駅までの区間は、線
路と並行する高梁川の氾濫による被害の影響が
大きく、線路の道床や枕木の流出が相次いだ。
　県北部の山間部を走る姫新線では、新見市の
丹治部駅から岩山駅までの区間において、線路
と並行している中国自動車道の盛土が崩壊し、
線路内へ流入した。
　７月６日夜遅くには、県内全線で運転見合わ
せとなり、特に大きな被害を受けた路線では、
ＪＲや沿線市町村において、バスによる代行輸
送が行われた。

（2）井原鉄道
　集中的な被害を受けた倉敷市真備町を横断す
る井原鉄道では、吉備真備駅など３駅が浸水し
たことから７月６日から９日まで全線で運転見
合わせとなった。10 日からは神辺駅から三谷
駅間で折り返しにより運転を再開し、18 日か
ら、総社駅から三谷駅間でバスによる代行輸送
が行われた。

　第５節　公共交通機関の被害

水没した備中広瀬駅付近

タンクローリーが線路内に流入した備中広瀬駅付近

JRによるバスの代行輸送

※ＪＲが代行バスを運行するまでの間、６市３町（津山市、総社市、高
　梁市、新見市、真庭市、美作市、鏡野町、勝央町、久米南町）におい
　て、学生を対象にバスによる代行輸送が行われた。

第２章　被害概要

周辺が水没した川辺宿駅（県民等からの提供写真）

（3）智頭急行
　特急「スーパーはくと」「スーパーいなば」
は、７月６日から全線で運転見合わせとなった
が、特急「スーパーはくと」は、７月 14 日か
ら、京都駅から智頭駅までの区間で運転が再開
され、復旧が遅れた智頭駅から鳥取駅までの区
間では、バスによる代行輸送が行われた。

２　路線バス

　各路線バスでは、一部路線で運行見合わせが
行われた。
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１　医療施設

　特に浸水被害が甚大であった倉敷市真備町で
は、まび記念病院に、一時的に患者や病院関係
者、避難してきた周辺住民が取り残され、ボー
トによる救助が行われるなど、大きな被害が
あった。
　また、真備町内のほぼ全ての医療機関が浸水
被害に遭い、患者データが喪失するなど、医療
機能に甚大な影響があったが、仮設診療所を設
置するなど、まもなく診療を再開した医療機関
もあった。

２　保育関係施設

　備前、備中地域を中心に、10 市２町の広範
な地域で、保育所や認定こども園、放課後児童
クラブなど 53 施設が、浸水や土砂流入等の被
害を受けた。

３　障害者関係施設

　備前、備中地域を中心に、３市の広範な地域
で、障害福祉サービス事業所、児童発達支援事
業所など 19 事業所が、浸水や土砂流入等の被
害を受けた。

　第６節　医療・福祉施設の被害

浸水したまび記念病院

浸水した矢掛町立中川保育園

障害者関係事業所の被災状況

被災した障害者関係事業所

保育関係施設の被災状況

第２章　被害概要

４　高齢者関係施設

　県は、災害発生以降の情報収集や関係団体等
からの情報提供に基づき、高齢者施設の被災状
況の把握を行うとともに、職員を現地に派遣し、
被災状況の確認を行い、厚生労働省との被災情
報の共有を図った。
　総社市内の特別養護老人ホームでは、全居室

高齢者関係施設の被災状況

注１：短期入所・地域密着型を含む。
注２：地域密着型・総合事業を含む。

の床上浸水、停電等の状況を受け、関係団体等
の全面的な協力により、全入所者 101 人を他の
特別養護老人ホーム、医療機関等へ移送した。
　県が把握した床下浸水以上の被災施設数は、
８月20日時点で、特別養護老人ホーム、有料老人
ホーム等の居住施設が 16 施設、通所介護・訪問
介護等の事業所が44施設、合計 60施設であった。
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　大雨による河川の氾濫や土砂崩れ等により、
倉敷市真備町を中心に県内全域で被害が発生
し、農林水産業関係の被害総額は約 266 億 4,600
万円に上った。

１　農作物・農業施設・農業用機械

　農作物では、県内 21 市町村で土砂流入や冠
水による水稲への被害が最も大きかった。特
に、倉敷市真備町、笠岡市、矢掛町、岡山市
などで被害規模が大きく、植え付け後の土砂
流入により収穫が皆無となった地域があった。
　また、果樹は、冠水、土砂流入、園地崩落
等により、ぶどうが約９ha で約１億 2,000 万
円（10 市町）、ももが約５ha で約 3,000 万円（５

市）の被害となった。野菜は、青ねぎが約６ha
で約 3,000 万円、トマトが約３ha で約 1,600 万
円、黄ニラとパクチーが約３ha で約 1,700 万
円など、主に冠水による被害となった。花き
は、バラ、リンドウなどが冠水し、シクラメン、
花壇苗は鉢が流されるなどの被害があった。
　また、農業施設では、倉庫等の冠水で約７億
4,000 万円、ハウスや果樹棚の倒壊等で約３億
8,000 万円の被害となったほか、最も被害が大
きかった農業用機械は、トラクター等が冠水
で約 47 億 1,300 万円の被害となった。

２　農地・農業用施設

　農地・農業用施設関係は、県内全域にわたり
6,580箇所で約151億4,400万円の被害となった。
　その内訳は、農地が 23 市町村 3,856 箇所で
約 45 億 2,300 万円、ため池、頭首工、揚水機、
水路、農道、橋梁の農業用施設が 26 市町村 2,656
箇所で約 101 億 800 万円、地すべり防止施設・
農業集落排水施設等が６市町 16 箇所で約５億
900 万円、鳥獣被害防止施設については 17 市
町 52 箇所で約 400 万円であった。
　県中北部の中山間地域では、階段状の小さ
な水田が多く、畦畔も比較的高く崩れやすい
花崗岩風化土のため、異常な出水や湧水によ
り畦畔が崩壊した。また、県南部では、小田
川及びその支川や、砂川の堤防が決壊し、水
田に堆砂や耕土流出が生じたほか、低平地の
湛水を防ぐ排水機が浸水による被害を受けた。

　第７節　農林水産業の被害

農林水産業関係被害額

水田への冠水被害（倉敷市真備町）

農作物・農業施設・農業用機械の被害状況

第２章　被害概要

水田の畦畔崩壊（美咲町）

山腹の崩壊 （井原市上出部町）

治山・林道関係の被害状況

山腹の崩壊（新見市足立）

路体が崩壊した林道（真庭市）

農地・農業用施設の被害状況

３　治山・林道関係

　治山・林道関係については、林地の崩壊等
が 21 市町村、286 箇所で約 31 億 7,800 万円、
林道が 18 市町村、241 箇所で約６億 8,900 万円、
造林地は 17 市町村、498 箇所で約１億 9,100 万
円の被害となった。
　特に林地の崩壊等は備中地域、林道及び造
林地の被害は美作地域に集中した。
　なお、林地の崩壊などは、尾根付近からの
崩壊と風化した花崗岩（マサ土）地帯での被害
発生が数多く見られた。

さらに、ため池では、４箇所で堤防が決壊し
たが、その多くは、堤体裏法面のすべり破壊
による被災であった。
　また、県特産の白桃やピオーネ等を栽培し
ている急勾配な果樹園の被災もあった。
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浸水した選果場（倉敷市真備町）

浸水した木材加工施設（矢掛町）

被災したアユ種苗生産施設（総社市下原）

その他農林水産被害

４　その他農林水産業の被害

（1）共同利用施設
　河川の決壊、氾濫などにより、県南部から中
部にかけて農業協同組合等が所有する共同利用
施設が被災した。県内の被災施設数は 24 施設、
被害総額は約１億 1,600 万円となった。主な被
災施設は、選果場、加工場、農産物倉庫、種苗
生産施設であり、浸水、土砂流入などにより外
壁や設備類が損壊、流出した。

（2）畜産関係
　畜舎浸水などにより、14 農場で、家畜の死亡
や生産物が廃棄されるなど、畜産関係での被害額
は約 500 万円となった。また、畜舎等への土砂
流入などにより、４農場の鶏舎と11 農場の牛舎
が損壊し、施設関連の被害額は約２億 1,700 万
円となったほか、飼料畑への冠水や土砂流入によ
り、飼料作物の被害額は約 1,700 万円に上った。

（3）林産関係
ア　木材加工施設
　県内 10 市町村、19 箇所において、製材施
設及び製材品の水没や土砂流入など約２億
5,200 万円の被害となった。

イ　資材倉庫
　県内１市、１箇所において、倉庫等の浸水
によりチェーンソー等の資材が水没し、約
600 万円の被害となった。

ウ　特用林産施設
　県内２市、２箇所において、倉庫の浸水に
より、しいたけ菌床が流出したほか、竹加工
機や製品が水没するなど約 400 万円の被害と
なった。

（4）水産関係
　水産関係は、５市、11 箇所において、約
３億 1,200 万円の被害となった。
　特に、高梁川の支流である新本川の氾濫に
よって、高梁川漁業協同組合のアユ種苗生産施
設が水没、破損するなど、甚大な被害を受けた。
　また、沿岸域の漁港施設には土砂の流入等の被
害が 10 箇所で発生し、漁業活動に支障が生じた。

第２章　被害概要

１　観光業の被害

　平成 30 年７月豪雨による観光地自体の直接
的被害は少なく、井倉洞など一部被害を受けた
観光地を除き、倉敷美観地区や岡山後楽園は、
豪雨直後からほぼ平常どおり営業していた。
　また、ＪＲ在来線や井原鉄道の一部区間が運
休したものの、岡山桃太郎空港や新幹線、高速
道路に大きな被害はなく、観光地へのアクセス
の問題も早期に解決された。
　県では、災害による観光面での影響を最小
限に食い止めるため、発災直後から、観光施
設等の営業状況や公共交通機関の運行状況等
に関する正確な情報を、ホームページやＳＮ
Ｓ等を通じて、国内外に向けて積極的に発信
し続けた。
　しかしながら、７月６日から 18 日までの宿
泊キャンセル数は約 10 万人で、これにより喪
失した観光消費額は約 24 億円に上り、観光関
連産業にとって大きな打撃となった。（県調査）

　災害後の観光自粛ムードはすぐに解消される
ことなく、主要観光施設 30 施設の利用者数は、
７月が対前年比△ 31.3%、８月が△ 9.9% と、トッ
プシーズンにおける客足は大きく落ち込んだ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （県調査）

　観光消費額を左右する宿泊施設への影響は更
に深刻であり、延べ宿泊者数については、７月
が対前年比△ 8.6%、８月が△ 6.3％で、これま
で右肩上がりであった訪日外国人延べ宿泊者数
についても、７月が対前年比△ 10.3%、８月が
△ 10.5% と大幅なマイナスとなった。
　　　 （観光庁平成 30 年宿泊旅行統計調査確報値）

２　商工関係被害

　商工会・商工会議所・中小企業団体中央会を
通じて調査・把握した被災事業所の数は、県全
体で 1,866 件、そのうち倉敷市真備町は 523 件
であった（令和元年 12 月 31 日現在）。被災事業
所では、事務所、店舗、工場、設備機器、商品
等への浸水被害があった。

　第８節　商工観光業の被害

被災した井倉洞

天井まで浸水したスーパー（倉敷市真備町）
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県立学校施設被害状況

事務室（県立倉敷まきび支援学校）

市町村立学校施設被害状況

水没した校舎(県立倉敷まきび支援学校。県民等からの提供写真)

　平成 30 年７月豪雨災害により、児童生徒の
学校生活も大きな影響を受けた。児童生徒及び
教職員に死者・行方不明者はいなかったものの、
多くの児童生徒が被災するとともに、文教施設
に甚大な被害をもたらした。

１　学校施設の被害

　学校施設については、次のとおり県立学校施
設 17 件、市町村立学校施設 58 件が被災した。
　特に甚大な被害を受けた倉敷市真備町に所在
する学校園については、長期間にわたって臨
時休業を余儀なくされるとともに、再開後も他
校やプレハブ校舎での授業を強いられることと
なった。

　第 9 節　文教施設の被害

第２章　被害概要
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災害廃棄物集積場となったグラウンド
（倉敷市立真備東中学校。県民等からの提供写真）

社会教育施設被害状況

被災した体育館（倉敷市立真備東中学校）

２　社会教育施設の被害

　社会教育施設については、倉敷市に所在する図書館や公民館をはじめとして、次のとおり11件が被災した。

水没した公民館（矢掛町立中川公民館）

浸水により土砂等が堆積した玄関
（矢掛町立中川公民館）

第２章　被害概要

文化財被害状況

被災した津山城跡

３　文化財の被害

　文化財については、国指定の史跡である造山古墳をはじめとして、次のとおり 29 件が被災した。
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第３章

応急対応

第１節　県災害対策本部の活動
第２節　避難情報の発令状況等
第３節　救助・救援活動
第４節　公共土木施設の応急復旧
第５節　災害時のボランティア活動
第６節　ライフラインの応急復旧
第７節　公共交通機関の応急復旧等
第８節　学校教育の再開
第９節　県議会の活動
第10節　天皇皇后両陛下からのお見舞い
第11節　首相の被災地視察
第12節　国への要望等
第13節　国の対応
第14節　国・都道府県・市町村からの支援

岡山市東区平島地区。写真右下が砂川の決壊箇所（平成 30年７月18日）

決壊箇所の改良復旧工事が完了した砂川（令和元年11月21日）

復興に向けて ②
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第３章　応急対応

第３章　応急対応

　第 1 節　県災害対策本部の活動

１　県の初動対応

（1）県の体制等
　集中配備室の勤務時間外における防災体制
は、防災当直員（１人）と危機管理要員（１人）

の常時２人配置となっている。
　７月５日７時 12 分に県内（西粟倉村）に大雨注意
報が発表されたことから、注意体制として職員２
人を追加配備した。10 時 33 分に大雨注意報の範
囲が県内全域に広がり、その後、14 時 19 分に県
北部に大雨警報が発表されたことから、警戒体制
に引き上げ、新たに職員８人を配備した。
　岡山地方気象台から、和気町を除く県内全域
に大雨警報を発表する見込みとの連絡を受け、
19 時に体制を特別警戒体制に引き上げ、職員
40 人を配備した。
　７月６日も雨が降り続き、県内で初めての大
雨特別警報の発表も視野に入ったことから、16
時 30 分に体制を非常体制に引き上げ、災害対
策本部を設置し、併せて集中配備室を職員 50
人体制とした。

（2）主な対応状況
　配備に就いた職員は、気象情報や災害情報の
収集・伝達、防災関係機関等との連絡調整、応
急対応に係る業務を行ったが、発災当初におい
ては、次々と入る被災情報や救助要請を受け、
消防や警察、自衛隊等救助機関と連携しながら
救助に取り組んだ。

（3）行方不明者の氏名公表
　本県においては、鬼怒川氾濫（平成 27 年）の際、
行方不明者の氏名非公表を問題視する報道に接し
た知事から、人命救助に当たっては限られた要員

発災当初における災害対策本部の対応状況等

や機材等を有効に投入するため氏名公表が必要と
の方針で検討するよう指示があり、災害時に必要
な場合は、県の責任において行方不明者の氏名
公表を実施することとしていた。
　７月10 日20 時現在で５人であった行方不明者
が、大幅に増える状況となった 11日、知事の最
終判断で 11 時現在の被害状況の発表に合わせて
行方不明者 32 人全員の氏名を公表した。以後も、
公表を継続したが、早期に安否が確認されるケー
スが多かった。最終的に行方不明者として氏名を
公表した 79人中 58 人が翌日までに生存が確認さ
れるなど、捜索活動に大きな効果があった。
　亡くなられた方の氏名公表については、行政
情報は原則公開であること、また、家族等への
配慮も必要との観点から、家族等の同意を得た
方について７月 13 日から実施した。

２　県災害対策本部

（1）災害対策本部会議
　非常体制への移行に伴い、災害対策本部会
議を適宜開催したが、本部会議は、知事を本
部長に、被害状況の確認及びその対応方針の
指示が行われるとともに、共通課題の認識や
応急対応、復旧・復興に係る取組など、多岐
にわたる災害対応についての協議が行われた。
会議は全て公開で行われ、パブリシティを活
用した県民への情報発信に努めた。また、会
議資料や議事録の提供などを通じ、庁内関係
部局との情報共有も図った。
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災害対策本部会議開催状況

※時刻の記載のないものは、県集中配備室のホワイトボードへの記載事案で、明確な時刻が特定できないもの
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災害対策本部会議（７月６日）

集中配備室の状況（７月10日）

（2）各県民局の活動
ア　備前県民局

（ア）　初動対応
　管内に大雨注意報が発表されたことから、
７月５日 10 時 33 分に注意体制として職員２
人を配備した。
　15 時 39 分に警戒体制に移行して職員４人
の体制とし、勤務時間が終了となる 17 時 15
分からは水防防災配備室に８人を配備した。
　19 時には特別警戒体制に移行し、特別警
戒室に 16 人を配備するとともに、各部所に
職員 18 人を配備した。
　７月６日 16 時 30 分に非常体制に移行し、
地方災害対策本部を設置、水防防災配備室等
に 37人を配備するとともに、各部所に職員を
配備した。
　古京庁舎（健康福祉部）では、特別警戒体
制で職員２人を配備、非常体制で職員７人を

配備した。
　東備地域事務所では、注意体制で職員３人
を配備した。特別警戒体制では 17 人、非常
体制では、状況に応じて配備人数を調整し、
最大で 24 人の職員を各部所に配備した。
　配備後は、管内市町村の被害状況や避難状
況等の情報収集・連絡活動、河川水位情報の
関係市町村や機関への提供、県管理道路・河
川の見回りなど災害応急対策に係る業務を
行った。古京庁舎では、地方災害対策本部及
び県災害医療本部との連絡調整、広域災害救
急医療情報システムの代行入力、難病患者の
安否確認等を行った。
　また、県庁の災害対策本部会議に引き続き
地方災害対策本部会議を開催し、東備地域事
務所とはテレビ会議システムにより情報共有
を図った。

（イ）　リエゾン派遣
　砂川の決壊による岡山市東区平島地区の浸
水被害を確認した７月７日９時から、岡山市
災害対策本部にリエゾン派遣を開始した。７
月８日には砂川決壊に係る災害情報を早期に
把握するため、併せて岡山市東区災害対策本
部（岡山市東区役所内）へリエゾン２人を派
遣した。
　以降、岡山市における被害情報の把握及び
県民局への報告、岡山市と県民局との情報連
絡業務に従事した。

【派遣実績】
・派遣期間：７／７ から ７／ 20（14 日間）
・派遣人数：延べ 16 人
 

（ウ）　市町村支援
　７月６日４時 30 分に赤磐市から、赤磐市
徳富へのポンプ車両の派遣要請が入り、中国
地方整備局に対する支援要請フローに基づ
き、直ちに県災害対策本部へ派遣要請の依頼
の連絡を行った。

第３章　応急対応
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（エ）　管内市町村の被災状況の把握等　　
　管内市町村の被災状況の把握及び応急措
置、応援を行うため、県民局長による市町村
訪問を、７月 11 日に玉野市、赤磐市、12 日
に和気町、13 日に岡山市、備前市、瀬戸内市、
吉備中央町で実施した。

イ　備中県民局
（ア）　初動対応
　７月５日 10 時 33 分、管内全域に大雨洪水
注意報が発表されたことから、注意体制とし
て職員３人を配備した。
　15 時 39 分、管内４市へ大雨（土砂災害）

警報が発表されたことから、警戒体制（職員
８人配備）に移行した。19 時には土砂災害
の危険度が高まったとして県内全域で特別警
戒体制に移行し、特別警戒室に 16 人を配備
するとともに、各部所に職員 18 人を配備し、
被害状況等の把握に努めた。
　７月６日 16 時 30 分、非常に激しい降雨に
より記録的な大雨となるおそれがあるとして
非常体制に移行し、地方災害対策本部に 16
人、特別警戒室に 20 人配備するとともに、
各部所に職員を配備した。
　井笠地域事務所では、注意体制下で３人、
警戒体制下で７人、特別警戒体制下で 17 人、
非常体制下で 20 人の職員を配備した。
　高梁地域事務所では、注意体制下で３人、
警戒体制下で７人、特別警戒体制下で 23 人、
非常体制下で 27 人の職員を配備した。
　新見地域事務所では、注意体制下で３人、
警戒体制下で６人、特別警戒体制下及び非常
体制下で 22 人の職員を配備した。
　配備後は、管内市町の被害状況や防災体制
整備状況等の情報収集・連絡活動、河川水位
情報の関係市町・機関への提供、県管理道路・
河川の見回りなど災害応急対策に係る業務を
行った。また、県庁の災害対策本部会議前に

地方災害対策本部会議を開催し、局内の情報
共有を図った。

（イ）　リエゾン派遣
　小田川等の決壊による倉敷市真備町の浸水
被害を確認した７月７日午前、倉敷市役所に
リエゾン２人を派遣した。以降、１か月以上
にわたり、被害状況の把握とともに、市の対
応状況や物資支援ニーズの確認・伝達、県災
害対策本部からの問合せ対応など県市間の円
滑な連絡調整を行った。

【派遣実績】
・派遣期間：7 ／ 7 から 8 ／ 10（35 日間）

・派遣人数：延べ 65 人

（ウ）　市町村支援
　局独自で３トントラックをレンタルし、倉敷市
内の避難所へ局備蓄品や支援品等の物資支援
を行うとともに、被災地において、支援制度等
周知のため、市職員とともに広報車による巡回
を実施した。

（エ）　高梁地域事務所の対応
　土砂崩れの危険性を感じ避難してきた近隣
住民（１世帯６人）と事務所近くの浸水した
ビジネスホテルから救出された宿泊客（25 人

程度）に事務所会議室を開放し、一時的に受
入れを行った。いずれも後に高梁市により避

備中地方災害対策本部 難所へ送迎が行われた。また、高梁市で支援
作業を行う自衛隊から宿営場所の提供依頼を
受け、約 2 週間事務所会議室を提供した。

ウ　美作県民局
　管内に大雨注意報が発表されたことから、
７月５日７時 12 分に注意体制として県民局
に職員２人を配備し、14 時 19 分に警戒体制
に移行して職員６人を配備した。19 時には
特別警戒体制に移行し、水防防災配備室に職
員 10 人を配備するとともに、各部所に職員
15 人を配備した。７月６日 16 時 30 分に非
常体制に移行し、地方災害対策本部に 14 人、
水防防災配備室に 10 人、併せて各部所に職
員を配備した。
　真庭地域事務所では、注意体制下で２人、
警戒体制下で３人、特別警戒体制下及び非常
体制下で 14 人の職員を配備した。
　勝英地域事務所では、注意体制下で２人、
警戒体制下で３人、特別警戒体制下及び非常
体制下で 15 人の職員を配備した。
　配備後は、管内市町村の被害状況や避難状
況等の情報収集・連絡活動、河川水位情報の
関係市町村、機関への提供、県管理道路・河
川の見回りなど災害応急対策に係る業務を
行った。また、県庁の災害対策本部会議に引
き続き、美作地方災害対策本部会議を開催し、
県民局内の情報共有を図った。

（3）水防本部の活動
ア　体制等
　水防本部では、７月５日７時 12 分に県内
に大雨注意報が発表されたことから、配備職
員３人により注意体制をとり、水防本部指示
を発令した。14 時 19 分に県北部に大雨警報
が発表されたことから、警戒体制に移行し、
配備職員を８人とした。19 時には特別警戒
体制に移行し、配備職員を 11 人とした。
　７月６日 16 時 30 分には非常体制に移行し

たことから、配備職員を 16 人とするととも
に、水防本部は災害対策本部の一部として全
庁的な防災体制に組み込まれた。
　配備後は、水防テレメータシステムや岡山
県総合防災情報システムにより、気象情報や
雨量・水位等観測情報の監視、洪水予報や水
防警報等の受理及び伝達を行うとともに、災
害情報の収集及び取りまとめ等を行った。

イ　洪水予報等
（ア）　国発表洪水予報
　国土交通省中国地方整備局岡山河川事務所
と岡山地方気象台が共同発表した洪水予報
は、次のとおりである。

国発表洪水予報（７月５日から13日）

第３章　応急対応
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 （イ）　国発表水防警報
　国土交通省中国地方整備局岡山河川事務所
が発表した水防警報は、次のとおりである。

 （ウ）　県発表洪水予報　
　県と岡山地方気象台が共同発表した洪水予
報は、次のとおりである。

 （エ）　県発表氾濫警戒情報・氾濫危険情報
　県が発表した水位周知河川の氾濫警戒情報
及び氾濫危険情報は、次のとおりである。

 （オ）　県発表水防警報
　県が発表した水防警報は、次のとおりである。

国発表水防警報（７月５日から８日）

県発表洪水予報（７月６日から８日）

県発表氾濫警戒情報・氾濫危険情報（７月５日から７日）

県発表水防警報（７月５日から９日）

第３章　応急対応
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３　受援調整部の活動

（1）受援調整部の設置
　平成 30 年７月豪雨災害では、他の自治体、
団体から多くの職員が派遣された。
　こうした派遣職員の調整は、「受援調整部」に
おいて実施した。受援調整部は、平成 28 年に発
生した熊本地震の教訓を踏まえ、平成 29 年度末
に策定した「岡山県災害時広域受援・市町村支援
計画」に基づき、７月９日に設置された。
　受援調整部には、総括・部局調整班、市町村
支援班、受入班などを置き、計画に基づいて各
部局から招集された要員が被災市町村のニーズ
を把握しながら、人的支援の調整等を行った。
　また、国や、応援自治体のリエゾン等を交え
た会議を定期的に開催し、受援調整部内の各班
や関係機関との情報共有を図ることにより、円
滑な支援体制の構築に努めた。

（2）総括・部局調整班の活動
　総括・部局調整班は、県内市町村からの職員
派遣要請に伴う庁内及び県内市町村の派遣人員
の調整や、特に被害の大きかった倉敷市に派遣
した職員との連絡調整、総務省及び全国知事会
への中長期派遣を含む職員派遣要請、受援調整
部内の経理事務などを行った。
　総括・部局調整班では、避難所運営業務や罹
災証明・住家被害認定調査業務に係る県内被災
市町村への職員派遣の調整を行った。支援が長
期化する中、交代要員の確保も含め、的確な調
整を行うことで、被災市町村は全国から多くの
人的支援を受けることが可能となり、被災地の
応急対応、復旧体制をいち早く整えることがで
きた。
　中長期の職員派遣については、県関係部局及
び被災市町村の要望を取りまとめ、まずは県職
員及び県内市町村職員での支援を検討し、それ
でも対応できないものについて、全国知事会等
を通じて全国の自治体へ、事務職（被災者生活
支援事務等）、土木職、農業土木職及び林業職
の派遣を要請した。
　また、倉敷市に派遣した職員との連絡調整に
関しては、変化する支援ニーズについて、適切
な部局への振り分けを行うことで、県の支援体
制をより迅速かつ的確なものとした。

（3）市町村支援班の活動
　市町村支援班は、市町村からの被災に伴う
様々な要請に対する総合的な調整を行った。
　被災市町村に対して人的支援の要望調査を行
い、県職員の派遣調整を行うとともに、県内の
被災していない市町村に派遣可能な人員調査を
行い、被災市町村のニーズにマッチした支援体
制を整えた。また、国の「被災市区町村応援職
員確保システム」を活用した他県からの人的支
援も受け入れた。これにより、被災市町村だけ
では負担が大きかった長期間に及ぶ避難所の安
定的な運営の支援をはじめ、様々な人的支援に

　平成 30 年７月豪雨災害は広域かつ甚大な被
害をもたらした災害であり、全国各地からの支
援を受けなければ、県が災害時に担うべき市町
村支援の役割を果たすことは難しく、多くの支
援を速やかに受け入れ、円滑に活動するため、
受援調整部が重要であることが改めて認識され
ることとなった。

受援調整部執務室

つなげることができた。併せて、膨大な量のご
み収集作業を支援するため、人的支援とともに
ごみ収集車等の派遣調整も行った。
　また、避難所ごとに派遣する県職員にスマー
トフォンを配付し、市町村支援班と派遣職員の
情報伝達をスムーズに行えるようにした。これ
により、避難所に派遣した職員から直接情報を
吸い上げ、必要に応じて物資支援班へも迅速に
情報が提供できるとともに、避難所へ一斉に情
報伝達することも可能となり、日々状況が変化
する避難所の円滑な運営の支援につなげること
ができた。
　その他、市町村支援の窓口として、消費者庁
による弁護士等が行う被災者相談会の開催要望
の取りまとめなどの業務も行った。

（4）受入班の活動
　受入班では、受援調整部全般に関する庶務的
業務を中心に行った。
　受入班では、各関係機関から多数派遣された
リエゾンの名簿作成及びその更新や、各関係機
関からの災害対策本部に対する資料提供の要請
への対応、リエゾン派遣関係機関による連絡調
整会議開催の調整など、災害対策本部及び受援
調整部、リエゾン派遣関係機関間での緊密な連
携体制の確保と円滑な情報共有に取り組んだ。
　また、高速道路会社等と綿密な調整を行った
結果、県内外から訪れる多数の関係機関、ボラ
ンティアの高速道路等利用に係る無料措置が７
月 10 日から実施されるなど、支援の円滑な受
入れを進めた。
　その他、事務用品の確保、調達や執務環境の
整備など、関係機関の活動を支えた。

（5）物資支援班の活動
　７月７日から、市町村の要請に応じて、保健福
祉部で県備蓄品のアルファ米と毛布を避難所に直
接配送するとともに、産業労働部で下着や肌着な
ど生活必需品の手配・配送を災害時協力協定締

第３章　応急対応

受援調整部組織図
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結企業に依頼していたが、被災地の実態は、全
庁的な物資支援体制が必要な状況となっていた。
　このため、７月９日からは、災害対策本部内
に設置した受援調整部の物資支援班において、
市町村と連携を図りながら、必要物資を把握し
供給するとともに、国からプッシュ型支援で送
られてくる食料等について調整を行った。
　７月 10 日には、あらかじめ指定していたコ
ンベックス岡山を一次物資拠点として開設する
ため職員を派遣するとともに、関係団体の協力
を得て、フォークリフトの借り上げや運営準備
に当たった。
　７月 12 日から 14 日にかけては、国からの第
１次プッシュ型支援として食料・飲料をコン
ベックス岡山で受け入れたが、被災市町村が発
災直後で混乱していたことから、自衛隊の協力
を得て、同所で避難所ごとの仕分け作業を行い、
直接配送するとともに、被災市町村の物資拠点

（倉敷市真備総合公園体育館）に職員を派遣し、
情報共有を図りながら、支援物資の受入れ・管
理等を支援した。
　以後、国からのプッシュ型支援は第５次まで
実施され、７月 30 日の供給をもって終了した。
コンベックス岡山は、県トラック協会や県倉庫
協会の協力のもと、物流専門家やフォークリフ
トオペレーターの派遣を得て、８月 10 日まで
一次物資拠点として運営した。
　また、国からのプッシュ型支援は、発災時期
が夏場であったこともあり、食料・飲料以外に
避難所の良好な生活環境を確保するため、業務
用クーラー、スポットクーラー、段ボールベッ
ド等の支援も行われ、物資支援班では、これら
の設置・撤去等についても、国や市町村と連絡
調整を実施するとともに、飲料等を冷やすため
に必要な氷の製氷会社への手配・配送を依頼し
た。
　物資支援班では、主として国、災害時協力協
定締結企業、その他民間団体と連携しながら、
被災市町村の要請に応じ、支援物資の調達及び

配分を決定するとともに、被災市町村の物資拠
点や避難所への支援物資の配送については、中
国運輸局岡山運輸支局や県トラック協会の協力
を得て行った。
　時間の経過とともに、被災市町村（主に倉敷

市）からの物資要請が食料・飲料、ブルーシー
ト、土のう袋といった応急対応に必要な物資か
ら、ごみ袋、トイレットペーパーなどの日用品
へと変化してきたことから、8月10日をもって、
県での物資要請の受付・供給を終了した。

調達物資の状況

市町村別の災害救助法適用状況

救助の実施に関する事務委任

情報発信件数

物資支援班の活動状況

一次物資拠点の活動状況（コンベックス岡山）

４　災害救助法の適用

　県は７月７日に、多数の方が生命又は身体に
危害を受け、又は受けるおそれが生じており、
避難して継続的に救助を必要としていると判断
し、11 市３町１村に対し、災害救助法施行令
第１条第１項４号に基づいて、災害救助法の適
用を決定した。その後、１市１町にも同法同条
第 4 号を適用、１町に同法同条第１号を適用、
２市１町に同法同条第３号を適用し、合計 21
市町村に災害救助法を適用した。

※災害救助法施行令第 1条第 1項第 1号、第 3号及び第 4号の概要

１号：当該市町村区域内の人口に応じた住家滅失世帯数があること（矢

　　　掛町は 40世帯が基準）

３号：当該市町村区域を包括する都道府県の区域内の被害世帯数が、そ

　　　の人口に応じた住家滅失世帯数であって、当該市町村の区域内の

　　　被害世帯数が多数であること（岡山県は 7,000 世帯が基準）

４号：多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受ける恐れが生じた場

　　　合であって、内閣府令で定める基準に該当するとき

　　　（住家滅失世帯数は、平成 27年国勢調査 ( 確定値 ) の人口数値に

　　　基づく）

（1）事務委任
　県地域防災計画に基づき、救助の実施に関す
る事務の一部を市町村長に委任した。県地域防
災計画では、応急仮設住宅の供与、医療及び助
産、生業に必要な資金、器具又は資料の給与又
は貸与を知事が行い、それ以外の救助について
は市町村長に委任することとしている。
　平成 30 年 7 月豪雨災害においては、応急仮
設住宅の供与についても、倉敷市長へは一部委
任し、総社市長へは全部委任を行った。

（2）災害救助費の精算
　県は、避難所や応急仮設住宅の設置等、災害
救助法に基づいて行う救助に要した費用で、市
町村が繰替支弁した費用や他の都道府県等の応
援による費用等を支弁した。その後、法の定める
ところにより、県から国へ求償を行い、費用の約
２分の１が国庫負担金として県に交付された。

５　県民・報道機関等への情報発信

　平成 30 年７月豪雨災害発生時から、県の広
報紙、テレビ・ラジオ番組やインターネットと
いった様々な媒体で情報発信するとともに、報
道機関への記者発表や資料提供を通じて幅広く
広報活動を行った。

※県地域防災計画（平成 30年２月版）の抜粋

第３章　応急対応



107106

（1）県民への情報発信
ア　広報紙
　８月 19 日に発行した特別号「平成 30 年７
月豪雨災害について」では、知事のメッセー
ジや主な被災状況、被災者向けの支援制度、
各種相談窓口について掲載した。さらに、10
月号以降も、「平成 30 年７月豪雨災害からの
復旧・復興に向けて」のコーナーで、被災者
の生活支援など、緊急に対応しなければなら
ない事業についての補正予算の内容や、グ
ループ補助金、子ども災害見舞金などの支援
情報を掲載した。

イ　テレビ
　RSK 山陽放送の県政広報番組『晴れの国
生き活きテレビ』で、被災者や支援者に役立
ててもらおうと、各種相談窓口や支援制度等
を紹介した。
　また、９月１日に放送した岡山放送の企画
番組『知っておきたい災害への「備え」～防災
対策の基本～』では、避難経路における注意
点や備えておきたい非常持ち出し品について
確認することなど、自分や家族の身を守るため

（2）報道機関等への情報発信
　知事は、発災直後から、災害対策本部会議終
了後の囲み取材等に応じながら、災害対応の現
状を伝えた。
　その他、災害復旧に関する予算や施策など
が決定するごとに、臨時記者会見を開催した。
　最初の臨時記者会見は、７月 19 日 14 時 30
分から、災害復旧等に関する補正予算の専決処
分に伴い開催した。８月末までに通常の記者会
見とは別に、６回開催した。
　また、県の記者クラブへの資料提供は、７月
５日 19 時から８月 30 日の「第 36 回災害対策
本部会議」終了までの間、132 回行った。

県広報紙特別号「平成 30年 7月豪雨災害について」（８月19日発行）

知事臨時記者会見（７月19日）

県職員の短期派遣状況（全庁対応）

６　被災市町村への県職員派遣

（1）短期の派遣
　発災直後から、避難所の状況把握や物資搬入、
公衆衛生活動のため、保健師等の要員を派遣し
たのに続き、被災市町村からの受援調整部への
要請に基づき、避難所の運営支援、住家被害認
定調査、みなし仮設住宅申請受付などの業務の
要員を派遣するなど、順次職員を派遣した。主
な職員派遣の状況は次のとおりである。

第３章　応急対応

に日頃からできる「備え」について紹介した。

ウ　ラジオ
　県からのお知らせを発信しているＲＳＫラ
ジオ「県民のみなさんへ」やＦＭ岡山「ＯＫ
ＡＹＡＭＡ晴れの国ポケット」で、被災者の
支援情報や災害ボランティア活動、災害義援
金の募集等についてのお知らせを順次放送し
た。
　また、７月 19 日に放送したＲＳＫラジオ
と 24 日に放送したＦＭ岡山の番組には知事
が出演し、復旧に向けた取組や補正予算の編
成について説明した。
　
エ　インターネット
　県ホームページのトップページに「平成
30 年７月豪雨被災者の皆様への情報」を掲
載し、被災者生活再建支援制度、県災害見舞
金、民間賃貸住宅借上げ制度、災害ごみの処
理、各種相談窓口等の情報を発信した。
※「平成 30 年７月豪雨被災者の皆様への情報」のトップページ閲覧数
　 ７月 26,303 回、８月 31,820 回、９月 11,577 回、10 月 7,196 回

県職員の短期派遣状況（総務部）

県職員の短期派遣状況（農林水産部）

県職員の短期派遣状況（保健福祉部）

県職員の短期派遣状況（産業労働部）
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県職員の短期派遣状況（県民局）

県職員の中・長期派遣状況

７　豪雨災害関係の県予算

　迅速な復旧・復興のために必要な予算措置を
行っており、発災以降、令和元年度 11 月補正
予算までの豪雨災害関係予算の総額は約 1,289
億円となっている。

（1）平成 30 年度
ア　７月補正予算【専決】  　 約 147 億円
　土木施設の応急復旧、応急仮設住宅の提供、
避難所設置運営など
イ　８月補正予算【専決】　 　約 95 億円
　グループ補助金、観光風評被害対策、災害
見舞金など
ウ　８月補正予算【専決】 　　約 34 億円

（2）中長期の派遣
　被災市からの要請に応じ、地方自治法に基づ
く派遣として次のとおり職員を派遣した。

第３章　応急対応

　第 2 節　避難情報の発令状況等

１　避難情報の発令

　７月５日には、梅雨前線の影響により大雨と
なり、大雨警報・洪水警報、土砂災害警戒情報
が県内の広範囲に発表されると、これに合わせ
て多くの市町村において避難準備・高齢者等避
難開始や避難勧告が発令されることとなった。
　７月６日には前線活動が活発化し、記録的
な大雨をもたらすこととなり、夜には岡山地
方気象台から県内 24 市町村に大雨特別警報が
発表された。
　こうした状況の中、各市町村においては、相
次いで避難勧告や避難指示（緊急）を発令する

こととなり、県内 27 全ての市町村において避
難勧告若しくは避難指示（緊急）が発令された。
　この後７日にかけて、県内各地の河川で水位
が上昇し、堤防決壊等により浸水被害が広が
り始めると、避難指示（緊急）、避難勧告の対
象地域は拡大し、８日朝にかけて避難対象者は
ピークを迎えることとなった。
　その後、降り続いた雨も徐々に弱まり、大雨
警報や土砂災害警戒情報の解除を受け、避難指
示（緊急）や避難勧告も解除されていった。
　各市町村における避難情報の発令状況は次の
とおりである。

避難勧告・避難指示（緊急）の発令状況（７月５日から８日まで）

　災害廃棄物処理受託
エ　９月補正予算 　　　　　約 507 億円
　土木施設 ･ 農林水産施設災害復旧､ グルー
プ補助金など
オ　11 月補正予算　 　　　  約 226 億円
　グループ補助金、営農支援、子ども災害見
舞金など
カ　２月補正予算（通常）  　△約 76 億円
　事業費の確定など
キ　２月補正予算（緊急） 　 　約 16 億円
　河川激甚災害対策特別緊急事業など

（2）令和元年度
ア　当初予算 　　　　　　　約 312 億円
　（主な内訳）

　　 土木施設災害復旧　　　　 約 104 億円
　　 グループ補助金　　　　　　約 51 億円
　　 災害廃棄物処理受託　　　　約 36 億円
　　 応急仮設住宅借上　　　　　約 26 億円  
イ　６月補正予算 　　　 　   約 0.4 億円
　 住宅建設資金利子補給
ウ　９月補正予算 　　　 　　約 19 億円
　 社会福祉施設等の復旧補助など
エ　11 月補正予算　　　　　    約９億円
　 応急仮設住宅入居者の転居等への助成など

８　高速道路等の無料措置等

　被災した市町村へ向かう災害救助車両やボラ
ンティア車両について、高速道路等の無料措置
を行うため、各高速道路管理会社等と料金の免
除について、協議・調整を行い、平成 30 年７
月 10 日から令和元年６月 30 日まで無料措置が
実施された。
　岡山道では、国道 180 号の通行止めへの対応
として、岡山総社ＩＣから賀陽ＩＣ間において、
代替路無料措置が西日本高速道路により、７月
９日３時から国道 180 号の通行止めが解除され
た 11 日 20 時まで実施された。
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２　避難所開設状況

　避難所は、７月５日から開設され、７月７日
時点で 446 箇所に上ったが、発災当初は市町村
からの報告がなく、７月９日までの避難者数は
把握できなかった。避難者数の把握は７月 10
日以降となり、この日が、数値として記録でき
た最も多い人数となったが、その内訳は次のと
おりである。

避難所状況（7月10日）

避難所・避難者数の推移

倉敷市の避難所の様子（県民等からの提供写真）

※発災後 4日間は、避難者数が把握できなかった。
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　第 3 節　救助・救援活動

１　自衛隊の活動

（1）自衛隊派遣要請
　７月６日 22 時 19 分、高梁市から、備中広瀬
駅周辺及び高梁川対岸で河川の増水により孤立
しているとの情報が寄せられ、併せて自衛隊災
害派遣の要請が行われた。
　県では、直ちに自衛隊派遣が必要であると
判断し、県災害対策本部内に派遣されている
自衛隊リエゾンを通じて、口頭で派遣を要請、
23 時 11 分、陸上自衛隊第 13 特科隊長（日本原

駐屯地司令）に対して派遣要請の手続きを完了
した。
　既に日本原駐屯地及び三軒屋駐屯地内で救助
活動準備を整えていた陸上自衛隊第 13 特科隊
及び第 305 施設隊は、この要請に即応し、先遣

隊等が現場へ急行した。
　その後、総社市の日羽駅周辺での住民孤立、
倉敷市真備町における住家流出など、次々と入
る重大な被害報告を受け、自衛隊の派遣要請を
再度実施した。

（2）救助活動
　７月７日の早朝から三軒屋、日本原の部隊が
倉敷市真備町での救助活動などに迅速に取り組
み、７月８日からは豊川（愛知県）の部隊も加
わった。
　特に、倉敷市真備町では、河川の破堤、越水
による浸水のため救助は難しい状況にあった
が、ヘリコプターやボートを活用し、救助活動
を展開した。

ボートによる救助
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自衛隊の支援活動状況

第３章　応急対応

被災地における捜索

被災者の避難所への送迎

災害廃棄物撤去

（3）災害廃棄物の撤去
　倉敷市真備町では、水が引いた後、多量の
災害廃棄物が発生した。災害廃棄物の多くは、
道路の路肩へ廃棄されており、真備町内では
幹線道路である国道 486 号をはじめ、各所に
おいて大渋滞が発生した。
　こうした渋滞の発生により、住民の復旧・復
興活動や、避難所運営支援などに伴う車両の通
行に大きな支障が生じたため、自衛隊により、
災害廃棄物の撤去が実施された。
　災害廃棄物の処理が膨大な量であったため、
大久保・福知山（京都府）、豊川（愛知県）、姫路（兵

庫県）、小郡（福岡県）等、各地からの応援を得
て、多くの人員と車両、重機が投入され、猛暑
の中、撤去作業が実施された。
　また、学校施設の再開に向けた施設内の災害
廃棄物の撤去も実施され、これらに大方の目処
の立った８月１日に自衛隊は作業を終えた。

（4）入浴・宿泊支援
　７月 11 日から倉敷市、新見市において、被
災者のための入浴支援が実施された。
　倉敷市の真備総合公園や第二福田小学校、新
見市の草間市民センターに入浴施設が設置され、
当初、１日当たり約 600人もの被災者が利用した。
　また、防衛省が契約している民間船舶「はく
おう」による被災者を対象とした１泊２日の宿
泊、食事及び入浴等のサービスが無償で提供さ
れ、８月４日から 18 日まで宇野港及び水島港
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はくおうによる宿泊支援

（5）給水支援
　災害の影響により、各地で断水が発生した。高
梁市では水道施設の復旧の見通しがつかない状
況であったことから、自衛隊に給水支援の要請が
あり、７月７日から給水車両による給水支援を開
始した。
　その後、倉敷市、新見市からも要請があり、
７月９日からは豊川（愛知県）の部隊も加わり、
３市に対して給水支援を実施した。

活動を終えた自衛隊の見送り

２　警察の活動

（1）人命救助活動等
ア　災害警備本部等の設置
　県警察本部では、７月５日、災害対策官を長と
する「岡山県警察災害警備連絡室」を設置した。
　また、翌６日には、警察本部長を長とする

「岡山県警察災害警備本部」を設置して、災
害警備活動に対する指揮体制を構築した。

イ　警察署における災害警備活動
　警察署では、警察署長を長とする「署災害
警備本部」を設置して、挙署一体で災害警備
活動に従事した。
　管内で土砂崩れや道路冠水など多数の被害
が発生する中、救出・救助及び行方不明者の
捜索活動を行うとともに、住民の避難誘導及
び交通規制等を行った。

ウ　県内部隊の活動
（ｱ）　県警機動隊
　県警機動隊は、７月６日から総社市日羽や
高梁市落合町へ臨場し、救出・救助活動を実
施した。
　活動終了後、各部隊は、倉敷市真備町へ転
進し、救出・救助活動を実施した。

（ｲ）　管区機動隊
　管区機動隊は、７月６日から総社市日羽へ
臨場途中、倉敷市真備町へ転進し、救出・救
助活動を実施した。

第３章　応急対応

水没車両の捜索

被災地における捜索

瓦礫の中での捜索

被災地における捜索

（ｳ）　県外からの特別派遣部隊
　他都府県から派遣された特別派遣部隊は、
主に甚大な浸水被害を受けた倉敷市真備町に
おいて、災害警備活動に従事した。

ａ　広域緊急援助隊
　氾濫した河川の水が町中に残る中、生存者
の捜索や行方不明者の発見等に従事した。

ゴムボートによる救助

倉敷市真備町での入浴支援

に停泊した間、計 417 人の被災者が乗船し、支
援を受けた。
　避難所で長期間過ごしている被災者にリラッ
クスしてもらえるよう、プライベートな空間を
提供するとともに、洗濯・乾燥機の貸出しや飲
み物の提供、陸上自衛隊音楽隊による慰問演奏
等を実施した。
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ヘリによるホイスト救助

避難所への立ち寄り

サインカーによる交通整理

ｂ　広域警察航空隊
　災害発生直後から活動を開始し、ホイスト
救助により、被災者を救助した。
　また、被災状況の把握のため、上空からの
ヘリテレ映像を災害警備本部等へ送信しつ
つ、行方不明者の捜索や警戒活動に従事した。

ｃ　特別自動車警ら部隊
　警ら活動に従事し、不審者に対する職務質
問を行い、被疑者を検挙するなど、被災地の
治安維持に努めた。

ｄ　特別生活安全部隊
　避難所を巡回訪問し、同所の警戒や管理者
対策を行いつつ、被災者に対する防犯指導や、
被災者から聴取した要望事項の自治体への伝
達など、被災者に安心を与えるとともに、避
難所内の犯罪抑止に努めた。

ｅ　特別機動捜査部隊
　被災地及びその周辺において、流動警戒を
行い、不審者に対する職務質問をはじめ、発
生事件に対して初動捜査活動を実施するな
ど、被災地における不安感の解消に努めた。

ｆ　特別交通部隊

　自衛隊やボランティア等による復旧支援作業
がスムーズに行われるよう、被災地周辺の主要
交差点等にサインカーを配置し、一般車両の迂
回誘導や交通整理を行うなど、被災地及び周辺
道路の渋滞解消と円滑な交通の確保に努めた。

第３章　応急対応

どの被害情報が次々に入った。日付が変わる頃
には、倉敷市真備町の有井、箭田などから「１
階が浸水し、２階で救助を待っている」という
救助を求める電話や「知り合いと連絡が取れな
い。救助してほしい」というようなＳＮＳの投
稿が相次いだ。こうした連絡を受け、各消防本
部が救助に向かったが、その多くは浸水に阻ま
れる状況にあった。
　県は、倉敷市真備町の浸水被害が特に激しい
ことから、７月７日８時 30 分、消防庁に対し
て緊急消防援助隊の応援要請を行い、消防応援
活動調整本部を設置した。その後、緊急消防援
助隊の指揮支援隊、消防庁リエゾン等と連携し
て、消防応援活動の調整を行った。

消防調整本部での協議（７月10日）

（2）県内消防本部の活動状況
　県内 14 消防本部は、各地で発生した土砂崩れ
や浸水被害の対応に追われた。総社市消防本部
では、浸水から逃げ遅れた人の救助活動や工場
爆発の消火活動、救急搬送を行った。岡山市消
防局では、砂川の破堤や内水氾濫等による浸水
被害等の発生に伴い、避難誘導や救助活動を実
施した。笠岡地区消防組合、井原地区消防組合
では、土砂崩れ被害者の救助活動を行うなど、消
防による活動は全県に及んだ。特に、倉敷市真
備町においては、県下消防相互応援協定に基づ
き14 消防本部が一体となって、自衛隊、県警察、
緊急消防援助隊と連携した建物検索活動を行うと
ともに、救急業務の応援などを実施した。

ｇ　機動警察通信隊
　無人航空機（ドローン）を操作し、行方不
明者捜索活動及びアルミ工場爆発現場の検証
において、映像の撮影・配信に従事した。

（2）行方不明者捜索活動
　県警察では、高梁市、新見市及び鏡野町の
河川周辺等において、自治体、消防及び地元
住民等と連携して、行方不明者の捜索活動を
実施した。

行方不明者の捜索（鏡野町）

行方不明者の捜索（新見市）

３　消防の活動

（1）消防応援活動調整本部の活動
　県災害対策本部では、非常体制に移行して以
後、各消防本部からの被害の状況把握等を進め
ていたが、夜が更けるにつれて、高梁市で「浸
水が激しく屋根に避難している」、総社市で「救
助活動に向かっていた消防隊員が流された」な
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倉敷市真備町での救助（７月８日）

現地指揮所（７月12日）

消防団の活動

（3）県内消防団の活動状況
　県内 27 消防団は、避難誘導や水防活動、行方
不明者の捜索などに、延べ 34,781 人が従事した。

（4）緊急消防援助隊の活動
　初めての応援要請を行ったところ、広島県
に向かっていた名古屋市消防局指揮支援隊、
愛知県大隊が出動先を岡山県に変更し、愛知
県大隊は７月７日 11 時 28 分現地に到着し、
活動を開始した。18 時 45 分に滋賀県大隊が、
19 時に奈良県大隊が現地に到着し、活動を開
始した。浸水区域内の住宅・病院・福祉施設
等からの多数の要救助者の救助活動、浸水し
た住宅の検索活動を行うとともに、断水によ
り消火栓が使用できない地域で発生した建物
火災の消火活動も行った。　　　

第３章　応急対応

夜間のボートによる救助

緊急消防援助隊（陸上部隊）の活動状況
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海上漂流物の回収作業

第３章　応急対応

４　海上保安庁の活動

（1）活動概要
　第六管区海上保安本部に「平成 30 年 7 月 5
日からの大雨に関する第六管区海上保安本部災
害対策本部」が設置され、これに伴い、水島海
上保安部及び玉野海上保安部では、職員の増員
等の体制を整えた。
　また、自治体との連携を図るため、県庁に延
べ 22 人、倉敷市水島支所に延べ 3 人の職員を
派遣した。

（2）救助・捜索活動等
　７月７日未明から高梁川流域及び吉井川流域
における安否不明者情報が入り、水島海上保安
部及び玉野海上保安部から所属巡視船艇を、広

島航空基地及び関空航空基地から航空機をそれ
ぞれ投入し、行方不明者の捜索を行った。
　海上には漂流物が無数に浮遊し、海域は濁水
となっている中、捜索活動を行った。

（3）海上漂流物への対応
　豪雨後の漂流物について、海岸、河川域から
の根付き流木の海域への流入、係留船舶の流出
が多く発生し、また、ガスボンベ及びドラム缶
が河川を経由し、海域に流出していたことから、
一般船舶向け航行警報等の情報提供を実施する
とともに、水島海上保安部及び玉野海上保安部
所属巡視船艇による回収作業を実施した。
　作業の結果、漂流船７隻、漂流物（ドラム缶・

ガスボンベ等）54 点の回収を行った。

（5）消防防災ヘリの活動
　県消防防災航空隊は、7 月 7 日３時 25 分
に、総社市消防本部から救助出動の緊急要請
があったことを受け、日の出とともに離陸で
きるよう隊員を緊急招集した。５時 52 分に県
災害対策本部に航空運用調整グループが設置
され、自衛隊や警察等のヘリコプターと連携
して救助活動の実施に備えていたが、航空セ
ンターのある岡山桃太郎空港付近の天候が不
良で飛行できないため、11 時 15 分、ヘリベー
スを岡南飛行場に移動することを決定した。
12 時８分、天候の回復とともに消防防災ヘリ

「きび」は、総社市消防本部からの要請事案の
現場である倉敷市酒津に向かい、高梁川の中
州で救助を待つ消防隊員をピックアップし地

上部隊に引き継いだ。続いて総社市日羽の特
別養護老人ホームから１人を救助した。
　７月８日８時、まび記念病院から透析患者
９人の救助要請が航空運用調整グループに入
り、東京消防庁ヘリと「きび」でピックアッ
プし、地上部隊へ引き継ぎ、12 時 54 分に救
助を完了、その後、ヘリベースを岡南飛行場
から岡山桃太郎空港に戻した。「きび」は、10
日から 13 日の間は上空からの被害状況の確認
やヘリテレの電送を行い、16、17 日は災害ご
みの集積状況の確認を行った。
　緊急消防援助隊の航空部隊は、東京都、名
古屋市、奈良県、鳥取県、大分県、熊本県の
消防防災ヘリが派遣され、救助、救急、情報
収集活動を行った。

消防防災ヘリによる救助

緊急消防援助隊（航空部隊）の活動状況
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る支援活動がしっかり調和したものとなるよ
う、全てのチームにＤＭＡＴ県調整本部に登録
することと、活動に当たっては本部の指示に従
うことを求めた。
　また、ＤＭＡＴ県調整本部では、全体ミーティ
ングにより各機関が持ち寄った情報や課題を共
有し、避難所等のアセスメントや応急的な医療
の提供等に必要なチームの派遣、物資の確保・
調整等を行った。
※ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）、県こころのケアチーム、

災害拠点病院の医療救護班、日赤救護班・日赤こころのケアチーム、Ｊ
ＭＡＴ、ＡＭＡＴ、ＴＭＡＴ、ＪＲＡＴ（大規模災害リハビリテーション支
援関連団体協議会）、ＡＭＤＡ、ピースウィンズ・ジャパン、ＨｕＭＡ（災
害人道医療支援会）、セーブ・ザ・チルドレン、災害時小児周産期リエゾン、
ＪＤＡ－ＤＡＴ（日本栄養士会災害支援チーム）、ＤＨＥAT（災害時健康
危機管理支援チーム）、県薬剤師会、県看護協会等

【７月９日～】
　県南西部保健医療圏（備中保健所、倉敷市保健

所管内）にＫｕｒａＤＲＯ（クラドロ = 倉敷地域災害

保健復興連絡会議）が立ち上がった。情報の収集
や各チームの活動の報告、これらを踏まえた次の
活動の指示等は現場に近いクラドロが適している
ことと、県内の被災がこの地域に集中していたこ
とから、順次こちらに権限を移譲し、ＤＭＡＴ県
調整本部の活動は７月19 日をもって終了した。
※ KｕｒａＤＲＯの概要

備中保健所長及び倉敷市保健所長を本部長として、７月９日から 22 日ま
での間、保健医療支援関係機関・団体の情報集約、ＤＭＡＴ等の登録・
派遣、避難所等の医療ニーズの把握・整理、医療機関の復興支援などの
活動を行った。参加団体は次のとおり（ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、ＤＰＡＴ、Ｄ
ＨＥＡＴ、ＪＲＡＴ、ＪＤＡ－ＤＡＴ、ＡＭＤＡ、各種ＮＰＯ、日本赤十字社、
県医師会、災害派遣ナース、県薬剤師会、厚生労働省リエゾン　等）。

５　医療救護活動

（1）県災害医療本部及びＤＭＡＴの活動概要
【７月７日】
　11 時に、県災害医療本部とＤＭＡＴ（災害医

療支援チーム）県調整本部を設置した。そして、
７月 11 日まで、県庁に参集した統括ＤＭＡＴ
等の多大な支援を受け、さらに、厚生労働省Ｄ
ＭＡＴ事務局や隣県等からも多くの助言や人的
支援を得ながら、両本部を一体的に運営した。
　両本部を設置した当初は、県内ＤＭＡＴに対し
て、二次保健医療圏ごとの活動拠点本部を設置し、
圏域ごとに手分けをして、広域災害救急医療情報
システム（ＥＭＩＳ）による病院及び有床診療所の
被災状況や避難所の設置状況の確認を行った。
　発災直後、本部には、浸水や断水など様 な々情
報が寄せられつつも、県内全体の状況は不明で
あったが、次第に、まび記念病院や倉敷市真備
町の被害が特に甚大であることが明らかとなった。
　このため、入院患者の避難や真備町の住民が
集まった避難所のスクリーニング等を目的に、厚生
労働省ＤＭＡＴ事務局と調整し、香川県と兵庫県
にＤＭＡＴ派遣の要請を行った。

【７月８日】
　まび記念病院において、消防や自衛隊のボー
トによる病院からの患者の搬出と歩調を合わ
せ、ボート到着後、ＤＭＡＴによるトリアージ
と応急処置、消防による病院への搬送、加えて、
近隣の病院の自主活動による救急車での患者の
出迎えと収容、さらにはＮＰＯの自主的活動に
よるヘリコプターでの透析患者の病院への搬送
などが行われた。様々な官民の総力を挙げた病
院避難であった。
　その後、県内外からＪＭＡＴ（日本医師会災

害医療チーム）、ＡＭＡＴ（全日本病院協会災害時

医療支援活動班）、ＡＭＤＡ等から多くの医療救
護チームや災害医療コーディネーター等（※）

が応援に駆けつけた。これら多くのチームによ

巡回している薬剤師

第３章　応急対応

（2）県災害医療本部におけるDPAT の
　　活動概要
　７月７日県災害医療本部内に DPAT（災害派

遣精神医療チーム）県調整本部を設置し、災害
時精神科医療中核病院である県精神科医療セン
ターと連携して DPAT を派遣した。被災精神
科医療機関に対する水等の供給支援や業務支援
を実施するとともに、避難所等における被災者、
支援者等の心のケア支援に取り組んだ。

【DPAT及び県こころのケアチームの活動状況】
・活動期間　７月８日から 27 日
・派遣機関及び人員
　県精神科医療センター、県精神保健福祉セン
　ターから延べ 84 人
・避難所での対応件数
　診察 40 件、相談 54 件

（3）歯科医療救護活動
　被害が大きかった倉敷市、総社市に、歯科医
師・歯科衛生士で構成する歯科医療救護班を派
遣し、避難所において歯科治療、口腔ケア等の
歯科医療救護活動を行った。
・活動期間　７月 15 日から９月２日

（4）医薬品の供給、薬剤師の派遣
　県と県薬剤師会との協定により派遣された
薬剤師が、７月 11 日から 25 日まで設置した仮
設薬局やモバイルファーマシー（移動薬局車両）

において、ＤＭＡＴ等の医師が処方した災害処
方箋による調剤に対応した。
　７月 26 日以降は、開局している薬局で調剤
をする体制とし、一部は県薬剤師会で巡回して
いる薬剤師チームが個別に対応した。通院支援
バスにより被災者が受診した際の院外処方箋の
うち、薬局に持ち込めない場合は、県薬剤師会
が対応した。
　一般用医薬品について、発災直後は避難所に
配布し供給していたが、その後、巡回している

県薬剤師会の薬剤師チームが避難所で相談に応
じる等、専門家のもとで医薬品を使用する体制
とし、医薬品は避難所から引き上げた。

【医薬品の供給】
　倉敷市等からの要請を受け、避難所に必要
な医療用医薬品等を、県医薬品卸業協会及び
県薬剤師会に依頼し、仮設薬局や避難所等に
供給した。
・医療用医薬品・・・抗生物質、降圧薬等
　　　　　　　　　　90 品目　約 1,000 人分
・一般用医薬品・・・目薬、傷口消毒薬等
　　　　　　　　　　22 品目　約 3,500 個

【薬剤師の派遣】
　県と県薬剤師会との協定に基づき、県薬剤師
会に薬剤師の派遣を依頼し、派遣された薬剤師
が仮設薬局やモバイルファーマシーでの調剤、
避難所での服薬指導・巡回相談、薬事コーディ
ネート業務等を行った。
・派遣薬剤師数　・・・延べ 725 人  
・災害処方箋枚数・・・計 　780 枚

県災害医療本部・ＤＭＡＴ県調整本部の様子
（７月７日から８日：県医療推進課内）
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（5）保健師等の派遣・健康相談活動
　県内各地の被災地域において保健所と市町が
連携して、避難所の巡回相談及び在宅の被災者
への戸別訪問等の支援を行った。
　中でも被害の大きかった倉敷市と総社市で
は、両市からの保健師派遣要請を受け、7 月 8
日午後から県内保健師チームの派遣を始めると
同時に、厚生労働省へ県外保健師の派遣を依頼
し、7 月 10 日から県外保健師チームの応援活
動が開始された。
　併せて、「岡山県災害時公衆衛生活動への協
力に関する協定」に基づき、県内職能団体に協
力を依頼し、7 月 11 日から活動が開始された。
　また、全国初の DHEAT（災害時健康危機管

理支援チーム）の派遣要請を行い、7 月 11 日か
ら派遣された。

【保健師等の活動人数等】
・県及び市町村保健師チーム
　延べ 31 チーム　保健師等延べ 277 人が活動
・岡山市保健師チーム
　延べ 28 チーム　保健師等延べ 68 人が活動
・県外保健師チーム
　延べ 177 チーム
・県内職能団体
　県栄養士会：延べ 72 人
　県鍼灸師会：延べ 122 人
　県獣医師会：延べ 14 人
・DHEAT チーム
　長崎県・熊本県・和歌山県・大阪府の 4 チーム

【主な保健活動】
避難所を中心とした被災者等の健康管理
・熱中症、エコノミークラス症候群の予防啓発
・トイレの衛生管理等、感染症や食中毒の予防
　啓発
・他の専門職と連携した要医療者のスクリーニ
　ングや要支援者への対応
・食事指導（栄養士会）、はり・きゅうの施術（鍼

　灸師会）、ペットの治療（獣医師会）

・DHEAT チームによる保健医療行政の指揮調
　整機能等の応援

（6）こころのケア
　７月 10 日から県精神保健福祉センターにお
いて、被災者 ･ 支援者等からの電話相談対応を
開始した。また、DPAT 県調整本部及び県こ
ころのケアチームの活動終結後、７月 28 日か
ら県精神保健福祉センターが中心となり、県精
神科医会、臨床心理士会などと連携し、被災者
及び消防、行政職員等の支援者でメンタルヘル
スに課題のある方への対応を行った。
　9 月 10 日から県精神保健福祉センター内に

「おかやまこころのケア相談室」を開所し、電話、
面接、個別訪問に応じるとともに、被災市町や
関係機関との頻回な連携調整を図りながら、被
災者 ･ 支援者等の対応を実施した。
　　　　　　　　　　　　　 （延べ対応件数211件）

　平成 31 年 1 月から 2 月にかけ、こころのケ
ア相談室、備中保健所と協働で、仮設住宅入居
者約 3,200 世帯を対象に、「こころとからだの
健康調査」を実施した。

おかやまこころのケア相談室

（7）DWATの活動
　倉敷市真備町の岡田・薗・二万の３小学校に
設置された避難所に避難した要配慮者等に対す
る福祉支援を行うため、７月 10 日から９月２

日までの 55 日間、県及び他府県の DWAT（災

害派遣福祉チーム）を派遣した。

【DWAT の活動人数等】
・県 39 チーム 137 人（延べ 262 人）

・岩手県・京都府・静岡県・群馬県・青森県の
　各チーム計 15 チーム 66 人
　※各チーム員は、社会福祉施設等に勤務する
　　社会福祉士や介護福祉士、介護支援専門員
　　等の福祉専門職により構成

【避難所での主な活動】
・避難所内の要配慮者を中心に、心身の状態や
　生活環境の確認、声かけ
・要配慮者等の避難所から福祉施設等への引き
　継ぎ
・避難所内の公衆衛生の向上や福祉的な視点に
　立った環境整備
・避難者の困りごと等相談の傾聴（なんでも相談）

避難者なんでも相談

避難所での体操の様子

（8）ＪＲＡＴの活動
　倉敷市真備町の被災高齢者等の生活不活発病
を防ぐため、県災害対策本部の一員として参画
したＪＲＡＴ（大規模災害リハビリテーション支

援関連団体協議会）を現地に派遣した。

【活動期間】
・７月 11 日から８月 31 日　延べ 654 日　

第３章　応急対応

【活動概要】
避難所での被災高齢者等の生活不活発病予防の
支援活動

（9）在宅被災者の状況把握
　倉敷市真備町の在宅被災者の状況把握を行う
ため、県介護支援専門員協会及び県社会福祉士
会が倉敷市に協力し、次の期間において、真備
町全戸の個別訪問が行われた。

【活動期間】
・７月 13 日から８月 10 日　延べ 317 日
・９月１日から２日  　　　 延べ  33 日
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末政川の被災状況及び応急対策後（倉敷市真備町）

砂川の決壊状況（岡山市）

法面崩壊状況（真庭市神代）

砂川の応急対策後（岡山市）

　第４節　公共土木施設の応急復旧

１　河川の応急復旧

　県では、初動対応として、被害の大きかった
地域へ応援職員を派遣しながら、被災直後から
被災状況調査や応急復旧工事に着手した。県内
で最も甚大な被害があった倉敷市真備町の末政
川外２河川においては、決壊箇所と人家が近接
しているなど、応急復旧工事の難航が予想され
たため、県庁から県出先事務所と倉敷市にリエ
ゾンを派遣し、連絡調整を迅速かつ確実に行え
る体制を確保した。これらの取組の結果、７月
28 日に県管理河川の全ての決壊箇所において、
大型土のうなどによる仮締切工事が完了し、堤
防の機能を回復することができた。

２　道路の応急復旧

　無数に発生した小規模な崩土や路肩崩壊は、
土砂撤去や土のう設置、ブルーシートの被覆に
よる被害拡大の防止処置等を行い、安全確保す
ることで、随時、規制解除し、県ホームページ
の「岡山県道路規制情報」から情報発信した。
　被災規模が大きく、応急復旧に時間と労力を
要した箇所の主なものは、次のとおりである。

（1）国道 181 号（真庭市神代）
ア　被災直後
　大規模な落石や崩土が発生、既設の道路防
災施設により被害は最小限に抑えられたもの
の、二次災害防止のため７月６日より全面通
行止めを実施した。

落石状況（真庭市神代）

県道埋塞状況（玉野市滝）

応急復旧の状況（玉野市滝）

法面保護工破損状況（玉野市滝）

仮設防護柵設置作業（真庭市神代）

仮設防護柵設置作業（真庭市神代）

イ　応急復旧
　７月12 日に実施された国土交通省による災
害緊急調査により、本復旧への方向性を協議
するとともに、既設の道路防災施設で捕捉した
落石・崩土の撤去や破損した施設の修繕、仮
設防護柵を設置する作業を実施した。
　県内各地で仮設防護柵が必要な状況であ
り、資材や支柱の場所打ち杭工のための重機
の確保に苦慮しつつも作業を進め、７月 24
日に片側交互通行に移行した。

（2）県道玉野福田線（玉野市滝）
ア　被災直後
　斜面崩壊によりトンネル（早

はや

瀧
たき

由
ゆ

加
が

トンネル）

東口付近において県道が完全に埋塞し、法
面保護工などの既存施設も大きく破損した。

イ　応急復旧
　崩土の撤去を実施した後、ブルーシートに
よる法面被覆や法尻への大型土のう設置を行
い、被害拡大の防止に努めるとともに、仮設
道を設置することで、８月 10 日に片側交互
通行へと移行した。

第３章　応急対応
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道路兼用護岸の崩壊（井原市西江原町）

応急復旧の状況（井原市西江原町）

土砂堆積状況（倉敷市真備町）

関係機関による対策会議

道路兼用護岸の崩壊（井原市西江原町）

応急復旧の状況（井原市西江原町）

（3）国道 486 号（井原市西江原町）
ア　被災直後
　小田川の道路兼用護岸が崩壊し、全面通行
止めを余儀なくされた。被災延長も約 120 ｍ
と規模の大きな被災であった。

（4）国道 486 号（倉敷市真備町）
ア　被災直後
　小田川の堤防決壊等による地域一帯の浸水
について、国土交通省 TEC-FORCE の排水
ポンプ車による排水作業が７月 11 日までに
概ね完了し、大量の土砂や放置された車両、
漂流物等の障害物が道路を覆っている状況が
浮き彫りとなった。

イ　応急復旧
　被災規模が大きいことに加え、本復旧の工事
期間が非出水期に限定されるため、応急復旧
後もその状態が長期間継続することが想定され
た。再度災害防止のため、できる限り強靭に、
かつ早期の復旧を目指し、多くの建設会社の協
力により、８月３日に片側交互通行へと移行した。

イ　応急復旧
　災害対策基本法第 76 条の６第１項の規定
に基づき、災害時における車両の移動等に関
する区間指定を行うとともに、「中国地方に
おける災害時の支援に関する申し合わせ」に
より、中国地方整備局に TEC-FORCE の派
遣や作業可能企業のあっせんを依頼し、土砂
や放置車両等の障害物の撤去、散水車を用い
た粉じん対策を行い、７月 15 日に車道上の
作業を完了した。
　引き続き、歩道上や側溝の土砂撤去につい
ても実施し、通行機能の回復に努めた。

被災車両撤去状況（倉敷市真備町）

土砂撤去作業状況（倉敷市真備町）

第３章　応急対応
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　第５節　災害時のボランティア活動

１　災害時のボランティア活動に
　　係る体制

　7 月 6 日、県災害対策本部の設置と同時に県
民生活交通課内に「総合ボランティア班」を設
置し、災害ボランティア関係の情報収集及び県
ホームページや広報誌等による情報提供、関係
機関との連絡調整等を行った。
　県社会福祉協議会（県社協）では、7 月 9 日、

「岡山県災害福祉救援本部」を設置し、被災地
へ職員を派遣して、地元社会福祉協議会の支援
を行った。また、災害ボランティアセンター（VC）

の運営支援者や物資支援の受入れ等の調整を
行うとともに、ホームページや特設ウェブサイト
により、県内の災害 VC の設置状況や災害ボラ
ンティアの受入れ状況などの情報を発信した。

２　災害 VC の設置

　発災後、被災地の市町村社会福祉協議会を主
体として、岡山市、倉敷市等９市１町に災害
VC が設置された。
　各災害 VC では、被災者のニーズの受付、ニー
ズと災害ボランティアとのマッチング、活動資材の
提供、災害ボランティアの供給調整などを行った。
　被災地には県内外から多くの方が駆けつけ、
平成 30 年 7 月から平成 31 年 3 月までの間に、
災害 VC では、延べ 10 万 3 千人以上のボラン
ティアを受け入れた。
　ボランティアは、被災住居の泥出し、家財の
運び出し､ 屋内清掃や水に濡れた写真の洗浄な
ど、多様な活動を行った。
　災害 VC の運営に対しては、多くの機関、団
体が支援を行った。県内の市町村社会福祉協議
会は、岡山市、倉敷市、総社市、高梁市及び矢
掛町の災害 VC に応援職員を派遣し、日本赤十
字社岡山県支部は、猛暑対策資材を調達したほ

岡山市北区災害ボランティアセンター（７月）

倉敷市災害ボランティアセンター（７月）

被災住居の泥出しを行うボランティア（岡山市東区）

か、防災ボランティアや赤十字救急法指導員に
より災害 VC の運営を支援した。また、県外の
社会福祉協議会、災害ボランティア活動支援団
体、企業、学校等が、災害 VC の受付係や資材係、
ホームページ運用などの運営支援、災害 VC に
必要な情報の提供や物資支援などを行った。

災害ごみ等を撤去するボランティア（総社市） 水に濡れた写真を乾かすボランティア
（倉敷市、県民等からの提供写真）

災害ボランティアセンター設置状況

県内災害ボランティアセンターボランティア数（平成 31年３月31日時点）

第３章　応急対応

県社会福祉協議会資料による
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災害ボランティア活動環境の整備

情報共有会議（県域会議：岡山市）

情報共有会議（倉敷市）

３　災害 VC に対する県の支援

　県では、速やかに被災者支援を進めるため、
災害 VC に対して次の支援を行った。

（1）災害救援専門ボランティアへの活動要請
　被災者支援に役立つ専門的な知識・技術を有
する者として県の「災害救援専門ボランティア」
に登録している者のうち、災害ボランティア・
コーディネーターに対して、災害 VC の運営支
援に係る活動を要請した。
　要請に基づき、７月 12 日から 27 日までの間、
岡山市及び倉敷市の災害 VC で、延べ 107 人が
活動した。

（2）「災害時における被災者支援ボラン
　　ティアに関する協定」締結大学への要請
　協定を締結している県内の 16 大学に対して、
災害ボランティアの活動要請を行った。　　　
　要請に基づき、岡山市災害 VC では、7 月 14
日から 31 日までの間、延べ 149 人が活動した。

（3）災害 VC への資機材設置　
　災害 VC の円滑な活動を支援するため、災害
VC から要望のあった資機材を県で借り上げて
設置し、災害ボランティアの活動環境を整備
した。　

４　「災害支援ネットワークおかやま」の設立

　発災後、県内外から多くの NPO・ボランティア
団体等が、支援活動を行うため被災地に入った。
　こうした中、NPO 等の活動をより円滑に進
めるため、発災直後から、県と岡山 NPO セン
ター、県社協を中心に、情報共有会議開催につ
いて協議した結果、7 月 9 日に県域全体での第
1 回情報共有会議を岡山市内で開催し、約 70
団体が参加した。
　7 月 12 日の第 2 回会議以降は毎週 1 回の頻
度で開催するとともに（11 月以降、月 1 回、令

和２年１月現在隔月１回）、倉敷市での支援をテー
マとした会議も８月 10 日から開催を始め、9
月からは毎週 1 回開催した（平成 31 年４月以降

月２回、令和２年１月現在月１回）。
　会議では、各地の被害や避難所、災害 VC の
状況、必要な支援及び支援の調整等について、
情報の共有が図られた。
　県では、情報共有会議の開催を支援するため、
会議会場の確保や整備、把握している被害状況
や被災者支援の取組についての情報提供、会議

での疑義についての県関係課所への確認等を
行った。
　NPO 等は、物資支援、炊き出し、傾聴活動、
子どもの学習支援、イベント開催、避難所や災
害 VC の運営支援など、個々の特性を生かした
支援活動を行った。
　また、連携したネットワーク活動として、ホーム
ページや facebook での情報発信、被災者向け情
報サイトや物資支援マッチングサイト、クラウドファ
ンディングサイトの運営等を行った。倉敷市災害
VC においては、被災地のニーズと NPO 等の活
動とをマッチングする窓口を設け、運営を支援した。
　10 月18 日には、この NPO 等のネットワークを
基に、民官が連携する常設組織として「災害支援
ネットワークおかやま」を設立し、評議員として、
県と日本赤十字社岡山県支部が参画した。12 月
には岡山市が評議員に加わった。
　令和元年 5月7日には、災害支援ネットワーク

「災害支援ネットワークおかやま」設立

おかやまに参画する団体等の支援拠点として、倉
敷市真備町に、まび復興ボランティア・NPO シェ
アオフィス「まびシェア」を開所するなど、被災時
に「誰ひとり取り残さない」支援の実現を目指し、
被災地で継続的に活動している。

５　被災者等の移動手段の確保

　日本カーシェアリング協会（所在地：宮城県石巻
市）は、7月18 日から倉敷市で被災者等に無償
で自動車を貸し出す活動を行った。倉敷市、日本
自動車販売協会連合会岡山県支部及び県軽自動
車協会は、それぞれ活動場所や車両提供等で活
動を支援した。
　今後の災害発生時にも、こうした取組を各団体
が連携して行えるよう、平成 31年１月17日に、県
と関係３団体で「災害時における被災者等の移動
手段の確保に関する協定」を締結した。

ホームページURL　https://saigainetokayama.org/
組織イメージ図

第３章　応急対応
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漏電調査・電力量計取り替え

　第６節　ライフラインの応急復旧

１　電気

　中国電力では，岡山県内をはじめとする中国
エリア各地の浸水・土砂崩落災害に対し、中国
電力グループ、協力会社及び応援の４電力会社

（中部，北陸，関西，九州）が、総力をあげて復
旧作業及び高圧発電機車による応急送電を行っ
た。
　その結果、岡山県では、浸水等で送電できな
い家屋を除き 7 月 12 日には停電が解消された。
　また、倉敷市真備町においては浸水被害が
あった約 7,800 戸を個別訪問し、屋内線の漏電
調査及び電力量計の取り替えを行い送電対応を
行った。

２　通信

（1）避難者の安否情報
　ＮＴＴ西日本では、梅雨前線に伴う大雨等に
よって、避難された方々や被災地の方々の円滑
な安否確認手段を確保するために、災害用伝言
ダイヤル等が運用された。
　避難所においては、避難住民の安否確認用と
して災害対策用無線システム（小型ポータブル

衛星装置、衛星携帯電話等の災害対応機器）を設
置し、特設公衆電話等を開設した。

　また、倉敷市真備支所機能を代替場所で実施
するための通信を確保した。

（2）移動通信の応急復旧
　浸水被害が甚大であった地域を中心に、ＮＴ
Ｔドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクの３社全て
で携帯電話サービスの中断が発生し、設備の復
旧作業が続けられる中、臨時衛星回線の活用や
移動基地局車の配置などにより、応急的な対応
が図られた。
　この結果、携帯電話の利用に影響のあった
多くの地域にあっては、７月 18 日頃までには、
携帯電話サービスの中断が概ね解消されること
となった。

（3）被災者等への支援
　被災した地域において通信手段の確保を図るた
め、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフ
トバンクの４社により、様 な々支援が実施された。
　県内全域において、公衆無線 LAN の利用登
録手続きを不要とするなど、無料開放が実施され
たほか、避難所等に対しては、携帯電話や充電器、
Ｗｉ-Ｆｉルーターの貸し出しが行われた。
　また、ボランティアの活動拠点が設置された「真
備美しい森」では、もともと通信サービスエリア
でなかった事業者においても、移動基地局車が
設置され、通信環境の整備が図られた。

特設公衆Ｗｉ-Ｆｉの設置

３　水道

　断水期間中、応急給水活動が行われ、県内外
の水道事業体及び自衛隊から、延べ 433 台の給
水車及び 119 台の給水タンクの応援があった。
　懸命の復旧作業により、18 日後の 7 月 24 日
までに 19,665 戸（97％）の断水が解消し、22
日後の 7 月 28 日には全ての断水が解消した。
　また、県内各地で断水が発生する中で、特に
新見市では給水支援が緊急に必要な状況にあっ
たことから、西日本高速道路中国支社と県で締
結している、「大規模災害発生時等における相
互協力に関する協定書」に基づき、岡山高速道
路事務所により、新見市への給水車両及びオペ
レーター派遣が行われた。

県内の断水戸数及び断水期間

第３章　応急対応

４　ガス

　ＬＰガス協会では、倉敷市真備町での甚大な
被害を受け、７月７日に災害対策本部を立ち上
げ、情報収集体制を構築し、対応に当たった。
　まず、ＬＰガス設備の外回りを中心に、ガス
漏れ点検、転倒しているＬＰガス容器の引き起
こしや回収を実施し、作業は概ね７月 25 日に
終了した。
　また、浸水被害を受けたＬＰガス充填所・配
送センターの充填プラット等で保管されていた
ＬＰガス容器が多数、河川へ流出し、この回収
作業を行った。
　この回収作業は、小田川では概ね８月末に、
高梁川では 10 月２日までに終了した。
　さらに、海域まで流出したＬＰガス容器につ
いて、７月 10 日から船舶によるパトロールを
実施し、その後は相次ぐ容器流出の報告に対応
した。
　ＬＰガス容器の流出は、香川県、愛媛県、広
島県、兵庫県にも達しており、各県ＬＰガス協
会と連携しながら、回収を進めた。
　足場が悪い現場での人力による回収作業は困
難を極めたが、結果として、12 月末までに合
計 2,491 本のＬＰガス容器が回収された。

新見市役所への飲料水の搬入（７月９日）

川岸の竹林に漂着したＬＰガス容器の回収
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１　鉄道

（1）JR 西日本
　ＪＲ西日本では、県内全ての在来線で被害を
受けたため、７月５日から多くの線区で運転を
見合わせ、その後、順次再開していたが、発災
から約２か月後の８月 31 日に、県内全線で再
開した。

　第７節　公共交通機関の応急復旧等

（2）井原鉄道
　井原鉄道では、７月６日から運休し、その後、
一部区間では運転を再開していたが、発災から
約２か月後の９月３日に全線で再開した。

（3）智頭急行
　特急「スーパーはくと」・「スーパーいなば」は、
７月６日から運転を見合わせ、その後一部区間
では再開していたが、18 日から全線で再開し
た。

２　路線バス

　運行を見合わせていた路線のうち、多くは翌
日には運行が再開された。道路の復旧が遅れた
路線は、一部迂回しながら運行を行った。

各線区の運転再開日 

ＪＲ伯備線の全線運転再開に伴い新見駅に入る特急やくも
に向かって手を振る園児ら（８月１日）

運転を再開した井原鉄道

第３章　応急対応

　第８節　学校教育の再開

１　臨時休業の状況

　学校園の被災や通学路の安全確保等のため、
多くの学校園が臨時休業を余儀なくされたが、
このうち、幼稚園 3 園、小学校７校、中学校２
校、高等学校１校、特別支援学校１校について

２　教育活動の再開

　被災により長期間、校園舎が使用できなくなっ
た幼稚園２園、小学校３校、中学校２校、高等
学校１校、特別支援学校１校については、他校
園やプレハブ校舎での教育活動再開となった。

臨時休業したまま夏季休業に入った学校園

被災により長期間、校園舎が使用できなくなった学校園の対応

は、１学期中に学校園を再開できず、臨時休業
したまま夏季休業に入った。県内全ての公立学
校園が再開したのは、夏季休業が明けた９月３
日からとなった。

　なお、臨時休業した学校では、夏季休業や冬
季休業、考査日数を短縮したり、行事予定を見
直したりするなど、各学校がそれぞれの実態に
応じ、授業時間数の確保に努めた。
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倉敷市立真備東中学校のプレハブ校舎

県立玉島高等学校におけるありがとう会

（倉敷市立箭田小学校児童）

３　教科書の再給与・学用品の給与

　被災により、教科書や学用品を滅失又はき損
した児童生徒に対して、災害救助法に基づき教
科書や学用品を現物給与し、児童生徒の学習環
境の早期回復を図った。
　特に、広域に甚大な被害があった地域では、7
月 8 日に教科書供給会社に対し、被災した地域
に居住する小・中学生全員分の教科書の準備を
依頼し、7月19日から教科書の再給与を開始した。

４　児童生徒の心のケア

　被災した児童生徒の心のケアのため、被災直
後から児童生徒の実態把握を行い、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャルワーカーを学
校等に派遣した。
　また、被災した学校や避難所が設置された学
校を中心に教職員等を加配し、担任との複数体
制で授業を行ったり、心理検査の実施による一
人ひとりの状況に応じた心のケアや学習支援を
行ったりするなど、きめ細かな支援に取り組んだ。

５　子どもの居場所づくり

　被災後、保護者が自宅の片付け等の作業に追
われ、子どもの居場所や学習の場が失われるこ
とが危惧されたため、県教育委員会から指導主
事を派遣し、避難所となった学校や公民館等計
11 箇所に子どもの居場所となる学習スペース
を設け、延べ 870 人の児童生徒が学習に取り組
んだ。
　また、県教育委員会では、被害の大きかった
地域の小学生を対象とした科学体験ツアーを開
催し、50 人の児童や保護者が参加した。

第３章　応急対応

中国五県議会正副議長会議

被災現場での調査

国などへの緊急要望活動

　第９節　県議会の活動

１　常任委員会

　７月 13 日に常任委員会を開催し、執行部か
ら被害状況や応急対応状況の説明を受けるとと
もに、被災地や避難所に赴いた委員が、現地の
状況を報告した。
　委員からは、人的・物的被害状況の早急な把
握を行うこと、被災市町村に対して県が主体的
に関わること、被災企業に対する長期間の支援
を行うことなど、様々な意見具申がされた。
　その後、７月 24 日に災害対応補正予算額を
協議、８月 10 日に追加の補正予算額を協議、
８月 24 日に９月補正予算額に関する協議を立
て続けに行い、８月 30 日には復旧・復興ロー
ドマップについて議論した。
　また、10 月 16 日、17 日には、土木委員会が
次の被災現場に出向き、被災状況や復旧作業の
進捗状況等について調査した。
　岡山市北区御津国ケ原・宇垣旭川流域
　岡山市東区沼砂川流域
　玉野市滝県道玉野福田線
　総社市下倉高梁川流域
　倉敷市真備町有井末政川流域・箭田高馬川流
　域・服部真谷川流域
　矢掛町本堀小田川流域
　井原市西江原町国道 486 号
　笠岡市甲弩尾坂川流域

２　国などに対する緊急要望活動

　７月 26 日、東京で行われた「内閣総理大臣
と都道府県議会議長との懇談会」に出席した高
橋戒隆議長が、中国ブロックを代表し、被災地
域における住民生活や経済活動が速やかに回復
するよう国に支援を強く要請した。

　８月８日、岡山県で開催の中国五県議会正副
議長会議において、広域的な被害が発生した今
回の事態に対応するためには、引き続き政府の
緊急かつ重点的な支援が不可欠であるとし、被
災者支援や治水・土砂災害対策などを国へ要望
する決議を行うとともに、一日も早い復旧・復興
を目指して、中国五県が連携の下、努力していく
ことで一致した。
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４　その他

　７月 11 日の安倍首相の被災地視察に際し、
県議会を代表して高橋戒隆議長が知事らと同行
し、仮設住宅の速やかな整備や、氾濫を起こし
た河川の治水対策などについて速やかな対応を
求める被災者の意見を聞いた。

　９月 14 日、天皇皇后両陛下（当時）が倉敷
市真備町を訪問された。高橋戒隆議長は知事ら
とともにお迎えし、被災者一人ひとりに声をか
けて励まされる両陛下に同行した。

　８月 23 日に愛媛県で開催を予定していた中
国四国九県議会正副議長会議は、台風の接近に
伴い中止になったが、書面審議により、議案「平
成 30 年７月豪雨による災害への対応について」
を承認し、中国四国九県議会議長の連名で、要
望書を関係省庁等へ提出した。
　11 月２日、兵庫・鳥取・岡山三県議会正副
議長会議を岡山県で開催し、「防災・減災対策
の推進」と「広域観光及び平成 30 年７月豪雨
災害に係る観光復興に向けた取組」を議題とし
て、三県の取組状況等をそれぞれ報告した。そ
の後、災害時における情報伝達のあり方や風評
被害への対応等について意見交換を行った。

３　９月定例会

　９月定例会では 10 日の開会日に弔旗を掲げ、
冒頭、７月豪雨災害で亡くなった方々の冥福を
祈るため、黙とうをささげた。
　迅速な復旧・復興に向け、災害関連の補正予
算案を他の議案と分けて審理し、定例会３日目
の代表質問終了後に先行して議決した。
　代表質問、一般質問においては、多くの議
員が現場の生の声を伝え、豪雨災害に係る執
行部の取組について質問するとともに被災地
の早期復旧・復興に向けての一層の支援を働
きかけた。

９月定例会の様子

安倍首相の被災地視察

天皇皇后両陛下の被災地訪問

第３章　応急対応

天皇皇后両陛下倉敷市真備町ご訪問

　７月９日、天皇皇后両陛下（当時）には、この度
の西日本を中心とする大雨等により、多数の人々
が犠牲となり、また、依然として多くの人々の安否
が不明であることに心を痛めておられ、犠牲者に
対するお悼みと被害を被った人々に対するお見舞
いのお気持ちを、また、災害対策のために引き続
き努力している関係者に対するおねぎらいの思召
しを、侍従長を通じて知事にお伝えになりました。
また、８月２日には、御所において、知事から被
災状況の説明を受けられました。
　さらに、８月13 日には、甚大な被害を受けた
岡山県ほか３県に対し、両陛下からお見舞い金を
賜りました。
　そして、９月14日、両陛下は被災地をお見舞い
になりました。岡山桃太郎空港から自衛隊ヘリコ
プターで、甚大な被害を受けた倉敷市真備町へ入

　第 10 節　天皇皇后両陛下からのお見舞い

られ、知事から被災状況の説明を受けられるとと
もに、決壊した堤防や被災した住宅を視察されま
した。災害対応の拠点となっていた真備総合公園
体育館では、被災者や人命救助に当たった住民
に優しく声をお掛けになるとともに、警察、消防、
自衛隊関係者やボランティアの方 を々おねぎらいに
なりました。
　また、皇太子同妃両殿下（当時）には、７月11
日と12 日に岡山県で開かれる献血運動推進全国
大会への出席などのため岡山県訪問を予定されて
いましたが、同大会が中止となったこと及び、県
など関係機関が災害対応に専念できるようにとの
お考えからこれを取りやめられました。そして、10
月18 日、東宮御所において、知事から県勢概要
について御進講の折に、被災状況や復旧復興の
取組について詳しい説明を受けられました。
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被災者と言葉を交わす首相

自衛隊員を激励

献花の後、黙とう

知事から要望書を受け取る首相

　７月 11 日、安倍晋三首相が来県し、倉敷市
真備町の河川堤防の決壊箇所や浸水地域などを
ヘリコプターで上空から視察しながら、同乗し
た知事から被災箇所などの説明を受けた後、陸
路、倉敷市真備町に入り、避難所となっている
２小学校を訪問し、被災者を励ますとともに、
支援に万全を期す考えを伝え、続いて、浸水被
害現場の視察を行った。また、真備町では犠牲
者に献花し黙とうした。

　第 11 節　首相の被災地視察

　その後、首相は、岡山市内に移動し、知事か
ら早期の復旧・復興へ政府の支援を求める要望
書を受け取るとともに、意見交換を行った。
　視察後、首相は、プッシュ型で生活に必要な
物資の確保、クーラー設置など避難所生活の環
境改善、仮設住宅の確保等の生活支援や生活再
建に取り組み、そのために十分な予備費の活用、
普通交付税の前倒しなどしっかりとした財政措
置を講じることを表明するとともに、迅速に激
甚災害指定を行うよう作業を進めるので、被災
自治体は財政上躊躇することなく復旧・復興に
取り組んでいただきたい旨発言した。

第３章　応急対応

知事と政府調査団の協議

　第 12 節　国への要望等

１　政府調査団等による被災地の視察

　７月９日に、小此木内閣府特命担当大臣（防

災）を団長とし、23 人からなる政府調査団が岡
山県に派遣され、倉敷市真備町の堤防決壊現場
などの被災状況を上空から視察した後、県庁に
おいて、知事や被害の大きかった岡山市、倉敷
市及び総社市の市長と意見交換を行った。
　また、７月 11 日には、世耕経済産業大臣が
避難所や被災企業を視察、７月 15 日には、石
井国土交通大臣が国道や河川の被災箇所などを
視察、翌16日には、中川環境大臣が整備中であっ
た災害廃棄物の二次仮置場などを視察、17 日に
は、齋藤農林水産大臣が被災地の農家などを視
察、22 日には、小野寺防衛大臣が倉敷市真備町
における自衛隊の給水・入浴支援や廃棄物の処
理現場等を視察、23 日には、林文部科学大臣が
豪雨災害により浸水被害を受けた倉敷まきび支
援学校などを視察、８月８日には、渡嘉敷環境
副大臣が災害廃棄物の二次仮置場や避難所を視
察した。
　さらに、８月 29 日には、参議院農林水産委
員会が農業施設や農家の視察を行い、９月６日
には、参議院災害対策特別委員会の委員が倉敷
市や総社市の被災地の状況、避難所の実情など
について調査を行った。

　10 月 13 日には、𠮷川農林水産大臣が岡山市
内の農業生産法人を視察、21 日には、山本内
閣府特命担当大臣（防災）が被災地や避難所の
視察を行い、真備支所において県や倉敷市と意
見交換を行った。また、平成 31 年 1 月 15 日に
は、中根内閣府副大臣が、21 日には、衆議院
国土交通委員会が小田川の被災箇所や小田川合
流点付替え事業箇所の視察を行った。

２　国への要望

　県では、復旧・復興に向けた全面的な支援を
求めるため、政府調査団や安倍首相に対する緊
急要望をはじめ、様々な機会を捉えて関係省庁
の大臣などに提案、要望を行った。また、この
豪雨災害は、被害が複数の県にまたがり、その
影響も多岐にわたることなどから、８月２日に
は甚大な被害を受けた広島県、愛媛県とともに、
３県での要望活動も行った。
　このうち、政府調査団及び安倍首相に対して
行った要望内容は次のとおりである。

【要望項目】
１　激甚災害の早期指定について
２　被災者生活支援について
３　災害廃棄物の処理について
４　公共土木施設等の災害復旧事業の早期採択
　　等について
５　ＪＲ在来線及び第三セクター鉄道の早期復
　　旧に向けた支援について
６　病院、社会福祉施設、学校教育施設等の早
　　期復旧に向けた支援について
７　商工業や農林業等への支援について
８　地方交付税等による財源支援の実施について
　　　
○本県の要望活動の概要
・平成 30 年 7月豪雨の災害対策について（緊急要望）（このページの写真提供：首相官邸）
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石井国土交通大臣への要望

石田総務大臣への要望

世耕経済産業大臣への要望

中川環境大臣への要望

　　７月  9 日　内閣府特命担当大臣（防災）

　　７月 11 日　内閣総理大臣 
　　７月 15 日　国土交通大臣
　　７月 16 日　環境大臣
　　７月 17 日　農林水産大臣
　　７月 23 日　文部科学大臣
・平成 30 年 7 月豪雨に伴う災害に対する要望
　　８月 ８日　農林水産大臣、厚生労働副大臣、
　　　　　　  　国土交通省事務次官、警察庁
　　　　　　  　次長、総務省官房審議官他
・平成 30 年７月豪雨観光支援事業費補助金の　
　弾力的な運用について
　　８月 ９日　観光庁他
・平成 30 年７月豪雨に係る観光復興に向けた　
　更なる支援について
　　９月 11 日　内閣官房長官他
・平成 30 年７月豪雨に伴う災害に関する要望
　   10 月  ９日　環境省

　   10 月 10 日　農林水産省官房長他
　   10 月 12 日　厚生労働省
　   10 月 18 日　総務大臣、経済産業大臣、国土
　　　　　　　  交通大臣、文部科学省
　   10 月 21 日　内閣府特命担当大臣（防災）

○３県による要望活動の概要
・平成 30 年７月豪雨に伴う災害に対する緊急
　要望　
　　８月 ２日　内閣総理大臣他
・平成 30 年７月豪雨に係る産業復興に向けた
　支援について
　　８月  ２日　経済産業省他
・平成 30 年 7 月豪雨に係る観光復興に向けた
　支援について
　　８月  ２日　観光庁

第３章　応急対応

　第 13 節　国の対応

１　特定非常災害の指定

　平成 30 年７月豪雨災害が７月 14 日に特定非
常災害として指定・公布され、次の措置が適用
された。
・行政上の権利利益の満了日の延長
・期限内に履行されなかった行政上の義務の履
　行の免責
・法人の破産手続開始の決定の特例
・相続の承認又は放棄すべき期間の特例
・民事調停法による調停の申立ての手数料の特例

２　激甚災害（本激）の指定

　平成 30 年７月豪雨災害など５月 20 日から７
月 10 日までの間に甚大な被害をもたらした一
連の気象現象が７月 27 日に激甚災害として指
定・公布され、全国を対象地域として、次の措
置が適用された。
・公共土木災害復旧事業等に関する特別の財政
　援助
・農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置
・農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補
　助の特例
・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例
・公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助
・私立学校施設災害復旧事業に対する補助
・市町村が施行する感染症予防事業に関する負
　担の特例
・母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸
　付の特例
・罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例
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１　国からの支援・活動状況

（1）リエゾンの派遣
　今回の災害では、内閣府をはじめ、内閣官房、
総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省、環境省等から多数のリエゾンが本
県に入り、支援・調整等に当たった。

（2）各省庁の支援
　国土交通省からは、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊

急災害対策派遣隊）が派遣され、小田川や砂川
の決壊による浸水被害に対し、排水支援が実施
された。特に浸水被害が甚大であった倉敷市真
備町には、排水ポンプ車 23 台が派遣された。
　また、厚生労働省の調整により、被災者の健
康管理等のため、倉敷市、総社市へ各県の保健
師の応援派遣による支援が実施された。
　物資の支援としては、総務省から、倉敷市、
総社市に対して、ＭＣＡ無線機や簡易無線機な
どの移動通信機器や移動電源車が貸与されたほ
か、農林水産省からは食料や飲料水、経済産業
省からはクーラー、段ボールベッド、テレビ、
洗濯機、冷蔵庫等が供給されるなど、各省庁か
ら様々な支援があった。

　第 14 節　国・都道府県・市町村からの支援

２　他都道府県等からの支援

　県内各地で大規模な被害をもたらす河川氾濫
や土砂災害が発生し、被災した市町村単独では、
救助・救援活動、避難所の開設・運営、ライフ
ラインの復旧、被災者の生活支援等、多岐にわ
たる業務への対応が困難な状況にあった。
　本県においては、発災直後から、「全国都道
府県における災害時等の広域応援に関する協
定」、「中国５県災害等発生時の広域支援に関す
る協定」、「関西広域連合と中国地方知事会との
災害時の相互応援に関する協定」に基づき、全
国知事会や中国地方知事会、関西広域連合によ
る人的支援が行われるとともに、最も甚大な被
害が発生した倉敷市では、全国の中核市からも
人的支援が行われた。

リエゾンの活動状況

総務省からの移動電源車の貸与

排水活動をするTEC-FORCE のポンプ車（倉敷市真備町）

第３章　応急対応

区町村に割り当て、割り当てられた都道府県又
は指定都市が被災市区町村に応援職員を派遣す
ることとなる「対口支援方式」で支援が実施さ
れ、被災した県内５市町に対し、５都県（埼玉県・
千葉県・東京都・神奈川県・新潟県及び区域内の市

区町村）並びに５指定都市（仙台市・横浜市・新

潟市・福岡市・熊本市）から延べ 5,998 人の人的
支援が行われた。
　７月 21 日の 239 人（79 自治体）をピークに、
避難所運営、住家被害認定・罹災証明事務等、
災害対策本部運営などの業務への支援が行わ
れた。

（2）全国知事会による支援
　被災地において発生した膨大な量の災害廃
棄物については、迅速な処理ができなければ
早期復旧・復興の支障となるため、全国知事
会を通じて宮城県に処理支援を要請した。

　また、平成 30 年３月、大規模災害発生時に
被災市区町村を支援するための全国一元的な応
援職員派遣の仕組みとして「被災市区町村応援
職員確保システム」が構築されていたが、この
システムが初めて適用されることとなった。

地方公共団体等からの支援状況

被災市区町村応援職員確保システムによる支援状況

全国知事会による支援状況

（注 1）緊急消防援助隊、災害時健康危機管理支援チーム等
（注 2）自治体間相互応援協定、プッシュ型支援等
（注３）期間、延べ人数には移動日を含む自治体がある。		

（1）被災市区町村応援職員確保システムによる支援
　このシステムでは、都道府県又は指定都市を
カウンターパートとして、原則１対１で被災市
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中国地方知事会による支援状況

関西広域連合による支援状況

中核市市長会による支援状況

（3）中国地方知事会による支援
　中国地方では、本県及び広島県で甚大な被
害が発生したことから、本県に対する中国地
方知事会の第２順位の災害時カウンターパー
ト県である鳥取県及び鳥取県内市町村から、
延べ 478 人の人的支援が行われた。
　被災５市町に対し、７月 25 日の 25 人（10 自

治体）をピークに、避難所運営、情報連絡員派
遣、住家被害認定・罹災証明事務等の業務へ
の支援が行われた。

（4）関西広域連合による支援
　関西広域連合からは、兵庫県及び兵庫県内市
町村により、延べ 688 人の人的支援が行われた。
　７月 20 日の 35 人をピークに、避難所運営、
住家被害認定・罹災証明事務等、教育などの
業務への支援が行われた。

（5）中核市市長会による支援
　県内で最も甚大な被害が発生した倉敷市は
中核市であることから、全国 48 中核市からも
人的支援が行われた。
　避難所運営、支援物資拠点運営、災害廃棄
物処理をはじめ、みなし仮設住宅申請受付や
被災者生活再建支援金業務などの被災者生活
支援業務に係る支援も行われた。

（6）国の要請等・その他
　国の要請等による他都道府県からの人的支援と
しては、緊急消防援助隊、保健師、災害時健康
危機管理支援チーム（DHEAT）などの支援ととも
に、災害廃棄物の処理に係る人的支援もあった。
　また、被災市町が締結している県外自治体との
相互応援協定に基づく支援やプッシュ型の独自支
援による人的支援も行われた。

第３章　応急対応

倉敷市内避難所での活動状況

市町村別人的支援

県内市町村からの支援状況

支援活動別人的支援の推移

倉敷市内避難所での活動状況

３　県内市町村からの支援

　本県では、県内において災害が発生し、被災
した市町村単独では災害時の対策を十分に実施
できない場合、県及び市町村が相互に協力し、
被災市町村の応援を迅速かつ円滑に実施するた
め、「岡山県及び県内各市町村の災害時相互応
援協定」が締結されている。
　また、県内の市町村及び消防の一部事務組合
相互の消防力を活用して災害による被害を最小
限に防止するため、「岡山県下消防相互応援協
定」も締結されている。
　こうした協定に基づいた、県内市町村から被
災した市町への人的支援は、次のとおり、発災
後の７月７日から 10 月８日まで延べ 1,757 人
に上った。
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第４章

復旧・復興

第１節　復旧・復興推進本部
第２節　被災者の生活とくらしの再建
第３節　公共土木施設等の復旧・復興
第４節　医療・福祉施設の復旧
第５節　農地・農業用施設等の復旧
第６節　災害廃棄物処理
第７節　地域経済の再生
第８節　文教施設の復旧
第９節　救助・救援に対する知事感謝状の贈呈

災害廃棄物集積場となった倉敷市立真備東中学校（平成 30年７月19日、倉敷市真備町辻田）

仮設校舎が建設された倉敷市立真備東中学校。同校と真備中学校の生徒がスクールバス等で通
学。倉敷市外の仮設住宅から１時間以上かけて通学する生徒も少なくなかった（令和元年７月2日）

復興に向けて ③
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第 4章　復旧・復興

第４章　復旧・復興

　第１節　復旧・復興推進本部

１　復旧・復興推進本部の立ち上げ

　発災から１か月半が経過し、被災地では、
暮らしや地域経済などの復興段階に入ってお
り、豪雨災害の応急対策も概ね完了したこと
から、県は、８月 30 日に、災害対策本部を廃
止し、新たに「平成 30 年７月豪雨災害復旧・
復興推進本部」（以下「復旧・復興推進本部」と

いう。）を立ち上げた。
　復旧・復興推進本部は、同日、第 36 回災害
対策本部会議に引き続き、第１回復旧・復興推
進本部会議を開催し、「平成 30 年７月豪雨災害
からの復旧・復興ロードマップ」（以下「復旧・
復興ロードマップ」という。２参照）を決定した。
　これ以降、発災から１年となる令和元年７月ま
でに、４回の本部会議を開催し、復旧・復興ロー
ドマップに掲げる取組の着実な推進を図った。 ２　復旧・復興ロードマップ

　甚大な被害をもたらした豪雨災害を乗り越
え、復旧・復興を実現していくためには、被災
者や市町村等と、取組内容やスケジュールの見
通しを共有しながら、取組を着実に進めていく
必要がある。
　このため、８月 30 日に、復旧・復興推進本
部において、復旧・復興に向けた取組内容や、
スケジュールの見通しをまとめた復旧・復興
ロードマップを策定した。その後は、支援期間
の延長や新たな施策を反映させるなど、令和元
年７月までに４回の改訂（平成 30 年 11 月、平成

31 年２月、同年４月、令和元年７月）を行った。
　復旧・復興ロードマップに掲げる取組は、右
表のⅠ～Ⅳの四つの柱に分類し、62 項目の取
組についてスケジュールと直近の進捗状況を掲
げた。

【復旧・復興推進本部会議の開催状況】
　第１回：平成 30 年８月 30 日
　　　　　復旧・復興ロードマップの決定
　第２回：平成 30 年 11 月 21 日

復旧・復興推進本部の概要

復旧・復興推進本部会議（令和元年７月５日）

復旧・復興ロードマップに掲げる取組（令和元年７月改訂）

　　　　　復旧・復興ロードマップの改訂
　第３回：平成 31 年２月 15 日
　　　　　復旧・復興ロードマップの改訂
　第４回：令和 元 年７月５日
　　　　　黙とう、復旧・復興ロードマップの改訂
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復旧・復興ロードマップの例（令和元年７月改訂版）

建設型仮設住宅の提供 河川の改良復旧　小田川３支川（末政川、高馬川、真谷川）

河川の改良復旧　高梁川

第 4章　復旧・復興
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グループ補助金・持続化補助金等による支援 自助・共助の取組推進、おかやま「避難確保」プロジェクトの推進

第 4章　復旧・復興
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１　住まいの確保

（1）県営住宅等の提供
ア　県営住宅の一時使用許可
　被災者支援として、県営住宅の空き住戸を
倉敷市及び総社市に対し、無償で一時使用許
可を行った。
　提供に当たり、浴槽・風呂釜、エアコン、
冷蔵庫、洗濯機、照明器具、コンロ、カーテ
ン及び寝具一式を準備した。

　第２節　被災者の生活とくらしの再建

（2）借上型仮設住宅の提供
　「災害時における民間賃貸住宅の被災者への
提供に関する協定」に基づき、県宅地建物取引
業協会、県不動産協会、全国賃貸住宅経営者協
会連合会の協力を得て、民間賃貸住宅を借り上
げ、応急仮設住宅として提供した。
　申込の受付は平成30年７月14日から開始し、
平成 31 年３月 29 日に終了した。なお、個別の
事情により、期限までに申込のできない場合は、

（3）建設型仮設住宅の提供
　倉敷市からの要請により、「災害時における
応急仮設住宅の建設に関する協定」に基づき、
プレハブ建築協会及び全国木造建設事業協会
に要請し、倉敷市に５団地 215 戸を建設した。
　倉敷市は建設敷地を選定し、また、建物の
維持管理や入居者の管理を行っている。
　なお、これらとは別に、倉敷市が１団地 51
戸を、総社市が２団地 46 戸を、それぞれ県か
ら応急仮設住宅の提供について事務委任を受
けた上で建設した。

イ　県教職員住宅の一時使用許可
　県教職員住宅についても県営住宅と同様
に、総社市及び鏡野町に対し、無償で一時使
用許可を行った。

県営住宅への入居戸数

借上型仮設住宅の入居戸数

建設型仮設住宅の設置状況

応急仮設住宅の間取り

真備総仮設住宅（倉敷市真備町）

みその仮設住宅（倉敷市真備町）

県教職員住宅への入居戸数

令和元年５月 31 日まで申込を受け付けた。
　総数で 3,247 戸が入居し、令和元年 12 月 31
日時点では、1,740 戸が入居している。

※は、倉敷市又は総社市が建設

第 4章　復旧・復興
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（4）応急修理の実施
　災害救助法に基づき、被災した住宅の日常生活
に必要欠くことのできない部分の修理を市町村が
実施した。申込の受付は、平成 30 年７月20 日か
ら開始（総社市など）し、県全体の修理依頼書累
計数は 2,283 件となっている（令和元年 12 月31日
時点）。

【応急修理制度の概要】
基準額：584,000 円（一世帯当たりの限度額）

修理の範囲：屋根等の基本部分、ドア等の開口
　　　　　　部、上下水道等の配管・配線、ト
　　　　　　イレ等の衛生設備の日常生活に必
　　　　　　要欠くことのできない部分であっ
　　　　　　て、緊急に応急修理を行うことが
　　　　　　適当な場所

（5）応急仮設住宅入居者転居費用助成事業
　応急仮設住宅に入居されている方の生活再建を
図り、被災地の早期復興を後押しするため、自宅
の再建や民間賃貸住宅への転居が進むよう、賃
貸借契約の初期費用や再建先への引越に要する
費用を助成した（最大 30 万円）。

ア　民間賃貸住宅へ入居する際に締結す
　　る賃貸借契約に伴う初期費用
　　 対象世帯：民間賃貸住宅に転居した世
　　　　　　　 帯
　　 助成額：一世帯当たり 20 万円

イ　再建先への引越に要する費用
　　 対象世帯：自宅、民間賃貸住宅、公営
　　 　　　　　　　  住宅等へ転居した世帯
　　　　　　　　　　　　　　※入居している仮設住宅を個人名義の
　　　　　　　　　　　　　　　契約に切替える場合は対象外

　　 助成額：一世帯当たり 10 万円

（6）災害復興住宅建設資金等利子補給補助
　　金
　災害により被害を受けた住宅の居住者に対
し、県内における被災住宅の建替え、補修等に
必要な資金の借入れに対する利子補給を行う市
町村に対して補助金を交付することとした。

ア　主な補助対象融資限度額
　　建設資金　    　16,800 千円
　　土地購入資金      9,700 千円
　　整地資金　         4,500 千円
　　補修資金　　  　 7,400 千円

イ　補助対象利率等
　年 0.63％以内（リバースモーゲージの場合年

2.12％以内）を利率の上限とした利子補給金に
ついて、10 年間、２分の１を市町村に補助
する。
※リバースモーゲージとは、自宅を担保にして、そこに住み続けなが
　ら金融機関から融資を受ける、高齢者向けの融資制度のこと。

応急修理の状況（令和元年12月31日時点）

県災害見舞金等の支給状況（令和元年12月31日時点）

災害弔慰金及び災害障害見舞金支給状況（令和元年12月31日時点）

２　生活の支援

（1）県災害見舞金等
　災害によって死亡した方の遺族及び住家が全
壊した世帯主に対して、県死亡弔慰金、県災害
見舞金を支給した。８月３日から支給を開始し
たが、特に被害の大きかった倉敷市には支給事
務を委託し、他支援制度と併せて支給すること
で給付対象者の手続面での負担軽減を図った。
支給総件数は 5,354 件、支給総額は２億 7,190
万円であった（令和元年 12 月 31 日時点）。

（2）災害弔慰金及び災害障害見舞金
ア　支給状況
　市町村が災害弔慰金の支給等に関する法律
及び市町村条例に基づき、災害によって死亡し
た方の遺族及び行方不明者の親族に対して災
害弔慰金を、災害によって精神又は身体に重度
の障害を受けた方に対して災害障害見舞金を
支給した。費用は国が１／２、県が１／４、市
町村が１／４を負担する。支給件数は 79 件、
支給総額は２億 5,250 万円であった（令和元年

12 月 31日時点）。

イ　災害弔慰金等支給審査会
　災害による負傷や疾病の悪化等により死亡し
た方の遺族又は障害を受けた方本人からの申
請があった場合、災害関連死や災害と関連の
ある障害を市町村が認定する。認定に当たって、

市町村は医師や弁護士等の有識者
による審査会を設置するが、県は審
査基準案の作成及び審査員候補者
の推薦などの事務支援を行った。審
査会は 10 月31日から７回開催し、
25 人の災害関連死と１人の災害と
関連のある障害が認定された（令和

２年１月 31 日時点）。

※支給額　生計維持者が死亡又は行方不明となった場合
　　　　　500 万円、その他の者の場合 250 万円、生計維
　　　　　持者が障害を受けた場合 250 万円、その他の
　　　　　者の場合 125 万円    
 
※受給対象遺族がいない又は申請していない等の理由に
　より、実際の死者・行方不明者数とは異なる。

第 4章　復旧・復興
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（3）被災者生活再建支援制度
　県内全域に被災者生活再建支援法を適用し、
住宅が全壊するなど生活基盤に著しい被害を受
けた世帯に対して、被災者生活再建支援金を支
給した。

（4）子ども災害見舞金
　被災した子どもの生活の安定のため、住家が
全壊、大規模半壊、半壊、床上浸水のいずれか
の被害を受けた子どもを対象として、その養育
者等に対し、子ども一人当たり２万円を支給す
る「子ども災害見舞金」を支給した。令和元年
12 月 31 日時点の状況は次のとおりである。

（5）義援金
ア　義援金の募集・受付
　県では、日本赤十字社岡山県支部、県社会
福祉協議会、県共同募金会、NHK 岡山放送
局及び NHK 厚生文化事業団で構成する「平
成 30 年７月豪雨岡山県災害義援金」募金運
動推進本部を設置し、７月 10 日から義援金
の募集を開始した。
　当初は、受付期間を平成 30 年 12 月28 日ま
でとしていたが、多額の義援金が寄せられてい
たことから、令和元年６月28 日まで延長した。
その後も、多くの被災者が生活再建のための支
援を必要としていることから、令和２年６月30
日まで再延長することとした。
　その結果、義援金の受入金額は、令和元年
12 月31日時点で、約 142 億円となった。

イ　 義援金の配分
　県内外から寄せられた義援金を公平かつ効
率的に配分するため、県地域防災計画に基づ
き、「平成 30 年７月豪雨岡山県災害義援金配
分委員会」を設置した。

　早急に被災者の生活再建を支援するため、７
月 23 日に第１回配分委員会を開催し、７月 31
日に被災市町村に第１次配分を行った。また、
８月 23 日に開催した第３回配分委員会におい
て、深刻な住家被害及び被災者の住宅再建支
援の重要性を考慮し、全壊、半壊、床上浸水
被害に対する配分割合を引き上げる基準の変更
を行い、８月31日に第３次配分を行った。
　令和元年 12 月 31 日時点で第 16 次配分ま

被災者生活再建支援金支給決定状況（令和元年12月31日時点）

配分委員会の委員

支給状況（令和元年12月31日時点）

配分対象及び配分額

平成 30年７月豪雨

岡山県災害義援金
（第１6次配分までの総額）

※基礎支援金：住宅の被害程度に応じて支給する支援金 
※加算支援金：住宅の再建方法に応じて支給する支援金 

※配分額は、その時点における累計配分額を記載 

災害援護資金貸付金貸付実績（令和元年12月31日時点） （単位：千円）

第 4章　復旧・復興

（6）災害援護資金の利子補給
　災害援護資金は、災害弔慰金の支給等に関す
る法律及び市町村条例に基づき、災害により世
帯主が負傷又は住家・家財に被害を受けた世帯
に対し、市町村が貸付を行う制度である。貸付
原資は国が２／３、県・指定都市が１／３を負
担する。貸付件数は115件、貸付総額は2億8,604
万円となった（令和元年 12 月 31 日時点）。
　貸付を受けた被災者の負担軽減を図るため、市
町村が当該貸付金に係る利子補給を行う場合に要
する経費に対し、補助金を交付する制度を創設し
た。なお、３年間の据置期間があるため、制度が
適用されるのは貸付が行われてから３年後である。

で行い、約 135 億円を配分している。
　市町村に配分した義援金は、各市町村で配
分方法を決定し、被災者に配分している。
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（7）保険料、一部負担金等の減免等
　災害救助法適用の各保険者（市町村等）は、
国民健康保険、後期高齢者医療及び介護保険に
おいて、国の 10 割の財政支援により、一定基
準に該当する被保険者の保険料（税）の減免、
一部負担金（窓口負担）及び介護サービス利用
料の免除を令和元年６月まで実施した。国の
10 割の財政支援が終了した令和元年７月以降
については、各保険者がそれぞれの状況に応じ
て減免を継続するか否かを判断した。
　県は、厚生労働省から発出される通知を保険
者及び医師会等の関係団体に対して速やかに周
知するとともに、リーフレットの配布やホーム
ページへの掲載により広報した。

（8）県税の減免等
ア　県税
　被災された納税者が「減免（自動車税、自

動車取得税、不動産取得税、個人事業税）」、「申告・
納付等の期限延長」、「徴収猶予」等の措置を
受けられるよう速やかに対応した。
（ア）　減免
　次の税目について、納税者の申請に基づき、
減免措置を行った。
【自動車税】
・被災した自動車が使用不能となり廃車した場合
　は、被災の翌月分から月割りで減額還付
・修繕した場合（保険金等の補てん分を除いた修

　繕費が５万円以上）は、修繕費の額により平
　成 31 年度分の税額の１／４又は１／２を減免
【自動車取得税】
・被災により廃車にした自動車の代わりに自動
　車を取得した場合は、被災自動車の被災時
　における残存価格に税率を乗じて減免
・取得してから１か月以内の自動車が被災し
　たため廃車にした場合は、納めた自動車取
　得税全額を減免（還付）

【不動産取得税】
・ 取得してから１年以内の不動産が滅失等した場

　合は、罹災証明書等により認定した家屋の被
　害の程度に応じ、20％～100％相当分を減免
・滅失等した日から３年以内に代替不動産を取
　得した場合は、罹災証明書等により認定した
　家屋の被害の程度に応じ、20％～100％相当
　分を減免

【個人事業税】
・事業用資産の損害の程度（保険金等の補てん

　分を除く。）が総額の１／２以上であって、
　前年の事業所得が１千万円以下の場合は、
　事業所得の金額により、税額の１／４、１／２
　又は全額を減免

県税の減免実績（令和元年12月31日時点）

指定地域

減免措置の主なもの

研修会開催状況（令和元年12月31日時点）

私立学校への補助一覧

（イ）　申告・納付等の期限延長
　被災された納税者のうち下記の指定地域に
納税地のある方について、７月５日以後に到
来する県税の申告・納付等の期限を 11 月 27
日まで延長した（倉敷市真備町については、12

月 25 日まで延長）。
　また、当該地域以外の納税者についても、
申告・納付（納入）等を期限までに行うこと
ができない場合は、個別に対応を行った。

（ウ）　徴収猶予
　納税者からの申請に基づき、被災により県税を
一時に納税することができないと認められる額に
ついて、１年以内の期間に限り徴収を猶予した。

（エ）　納税証明書交付手数料の免除
　災害により損失を受けた方が、復旧に必要
となる資金の借入のために使用する納税証明
書の交付手数料を免除した。

イ　使用料・手数料の減免
　納税証明書交付手数料、運転免許証再交付
手数料、県立学校授業料、開発行為許可申請
手数料など、各種使用料・手数料の減免措置
を行った。

ウ　私立学校等への補助
　私立学校等について、被災した世帯の児童・
生徒の授業料等を軽減するため、県内に私立学
校等を設置する学校法人等に対し、平成 30 年
度に約 3,055 万円の補助を行った。また、令和
元年度は約 4,238万円の補助を行う予定である。

（9）被災者見守り・相談支援事業
　仮設住宅等に入居する被災者が、それぞれの
環境の中で安心した日常生活を営むことがで
きるよう、被害の大きかった倉敷市、総社市が
10 月１日に市町村センターを開設し、孤立防
止等のための見守りや、日常生活上の相談支援
などを実施している。
　また、県でも同日に、県センターを開設し、

（10）要配慮者等に対する支援
　　  （無料宿泊施設の提供）

　県と県旅館ホテル生活衛生同業組合（以下、

「旅館ホテル組合」という）とは、災害救助法の
適用をうける大規模災害時において、旅館ホテ
ル組合の組合員が所有する旅館・ホテル等の宿
泊施設を、被災した要配慮者等（高齢者、障害者、

市町村センターの相談員を対象とした研修会
や、連絡会議の開催、課題に応じたアドバイザー
の派遣などの後方支援を行っている。

連絡会議開催状況（令和元年 12 月 31 日時点）

　８回開催
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乳幼児、妊産婦、その他集団生活が困難な者等）の
避難場所として活用するための協定を締結して
おり、この災害で初めて、当協定に基づく支援
を実施した。

　豪雨災害発生後、４日目の７月９日から 11
月 10 日までの 125 日間、要配慮者等の受入れ
を実施し、延べ宿泊数 5,926 泊、利用者数 143
組 407 人が宿泊施設を利用した（利用施設数：

33 施設）。
　協定上、県は被災市町村に宿泊施設情報を
提供し、被災市町村が宿泊施設を利用する要
配慮者等の選定や宿泊施設との連絡調整等を
行うこととされているが、今回は、被災市町
村の事務負担を軽減するため、県が全ての業
務を代行した。

（11）被災ペット対応
ア　概要
　被災者が、ペットと一緒に避難する「ペッ
ト同行避難」により避難所を訪れたことで、
一部避難所において混乱が生じた。災害時の
同伴型避難所の開設状況は次のとおりである。

【総社市】（３箇所）

・市役所西庁舎：７月10日から９月９日（最大

対応状況

県における対応状況

　犬 17、猫５）

・北公園会議室：７月 11 日から 21 日（最大

　犬３、　猫０）

・西公民館：７月９日から９月 16 日（最大　

　犬４、　猫３）

【倉敷市】（１箇所）

・穂井田小学校：７月 21 日から 10 月１日
　（最大　犬 12、猫４）

イ　県における被災ペット対応
　災害時におけるペット対応については、平
成 30 年３月に整備した「県災害時動物対応
要綱」に基づき、対応を実施した。
　発災後の７月９日に県生活衛生課内に動物
救護本部を設置し、関係団体や被災自治体と
の連絡調整を行うとともに、環境省への対応
状況の報告や、ペット災害対策推進協会に対
して、避難所において不足しているペット用
資材の提供依頼を行った。
　また、要綱の規定内容や協定書に基づき、
関係団体と協力し、避難所における被災ペッ
トの受入れに係る衛生指導、放浪したり、飼
えなくなった被災ペットの保護や健康管理、
募金等を原資とした緊急災害時動物救済基金
の管理及びボランティアの調整等を行った。

１　河川の復旧

（1）復旧状況
　県では、堤防が決壊した 10 河川 16 箇所にお
いて、令和元年６月中旬の出水期までに決壊箇
所の原形復旧（被災前の堤防高までの復旧）を完
了させることを目標に工事を進め、令和元年６
月 15 日までに全ての決壊箇所の原形復旧が完
了した。
　その後、決壊箇所のうち、主に越水により決
壊した７河川 13 箇所においては、堤防嵩上げ
や堤防強化等の改良復旧工事を進めていたが、
令和元年９月６日までに全ての工事が完了し
た。
　決壊した河川のうち、高梁川水系末政川・高
馬川・真谷川（以下「末政川外２河川」という。）

では、河川激甚災害対策特別緊急事業（以下「激

特事業」という。）に、旭川水系砂川では、激特
事業及び災害関連事業に、高梁川水系高梁川で
は、河川災害復旧等関連緊急事業（以下「復緊

事業」という。）と災害関連事業に採択された。
本県において、復緊事業は平成 21 年災以来９
年ぶり、また、激特事業は平成 10 年災以来、
実に 20 年ぶりの申請・採択となった。
　末政川外２河川と国管理の小田川では、発災
から２か月後の９月７日に、「真備緊急治水対
策」として国・県が連携して緊急的に、小田川
合流点付替え、堤防嵩上げ、堤防強化対策等の
ハード対策を、概ね５年間で実施することを決
定した。また、平成 31 年２月８日には、防災・
減災のための「ハード」と「ソフト」が一体と
なった「真備緊急治水対策プロジェクト」とし
て、国・県・倉敷市が連携して取り組む方針を
発表し、これまでの「真備緊急治水対策 ( ハー
ド対策 )」と、新たにソフト対策が一体となり、
水防災意識社会の再構築に向け、関係機関が連
携・協力して取組を加速していくこととなった。

　第３節　公共土木施設等の復旧・復興

　ソフト事業は、住民が作成するマイ・ハザー
ドマップの普及、水害時に行政やライフライン
事業者などの対応を時系列で定めた「多機関連
携型タイムライン」の策定、排水ポンプ車の移
動ルートや配置を決める排水計画の作成と訓練
の実施、小中学生対象の防災教育推進などを行
う予定である。
　また、砂川及び高梁川においては、11 月 27
日に改良復旧事業に採択され、未被災区間を含
めた一連区間において、築堤、河道掘削などを
今後、概ね４年から５年で実施することが決定
している。
　県管理河川では、これら激特事業、復緊事業
をはじめとする改良復旧を、事業費約 300 億円
で、今回の豪雨と同程度の降雨があった場合で
も、再度災害の防止・軽減が図られるよう集中
的に推進していくこととしている。

第 4章　復旧・復興



171170

復旧状況写真（令和元年９月６日時点） 真備緊急治水対策の概要

第 4章　復旧・復興

凡例
●決壊箇所（主に越水）
●決壊箇所（主に越水以外）

■真備緊急治水対策

事業区間：末政川約 1.4km、高馬川約 0.8km、真谷川約 1.2km（倉敷市真備町）

事業内容：決壊箇所とそれに接続した区間について、激特事業として、決壊した堤防の復旧と堤防
　　　　　 嵩上げ、堤防強化を実施し、再度災害の防止を図る。
事業期間：平成 30 年度から令和５年度
事 業 費：約 89 億円（県）

電子地形図 25000（国土地理院）を加工して作成
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第 4章　復旧・復興

砂川激特事業及び災害関連事業の概要 高梁川復緊事業及び災害関連事業の概要

■砂川

事業区間：約 7.2 ｋｍ（岡山市東区）

事業内容：決壊箇所とそれに接続した同様のぜい弱な区間約 0.5 ｋｍについては、災害関連事業とし
　　　　　て、決壊した堤防の復旧と堤防強化を行い、災害関連事業箇所から下流の約 7.2 ｋｍ区間
　　　　　については、洪水時の水位を下げるために、激特事業として、引堤や河道掘削等を実施し、
　　　　　再度災害の防止を図る。
事業期間：平成 30 年度から令和５年度
事 業 費：約 144 億円

■高梁川

事業区間：約 6.7 ｋｍ（総社市福谷から下倉）

事業内容：決壊箇所とそれに接続した区間約 1.7 ｋｍについては、災害関連事業として、決壊した堤
　　　　　防の復旧と堤防嵩上げを行い、再度災害の防止を図る。災害関連事業区間の下流約 5.0ｋｍ
　　　　　については、復緊事業として、災害関連事業による流量増加に対応するため、堤防整備
　　　　　等を実施する。
事業期間：平成 30 年度から令和４年度
事 業 費：約 41 億円

電子地形図 25000（国土地理院）を加工して作成
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（2）水位計の増設
　被災直後に、豪雨災害で破堤した末政川、高
馬川、真谷川などの６河川６箇所に、新たに
水位計を設置し、８月に運用を開始した。また、
既設水位計が流失等した４河川４箇所を含む、
合計 48 箇所を平成 30 年度に設置し、令和元
年度は 30 箇所増設することとしている。

（3）河川監視カメラの増設
　平成 30 年７月豪雨による被災状況や沿川の
土地利用等を踏まえ、河川の様子をリアルタイ
ムに画像で確認でき、早期の水防活動や住民の
避難判断等を支援することを目的として、河川
監視カメラ（簡易型河川監視カメラ）を 24 河川
で 41 箇所増設し、既設と合わせ、25 河川で 51
箇所整備することとしている。

水位計設置例 河川監視カメラ設置状況

新成羽川ダムのハイドログラフ及びハイエトグラフ（ダムへの水の流入・放流量や貯水位などの時間的な変化を示したグラフ）

お知らせ（新成羽川ダムの治水協力（事前放流））

水位情報（専用サイト「川の水位情報」による）

（4）新成羽川ダムの治水協力
　新成羽川ダムでは、平成 30 年７月豪雨にお
ける流入量が昭和 47 年７月豪雨に続き既往２
番目であり、三山波形の厳しい出水であったが、
最大流入時 2,458㎥ /s に対し、402㎥ /s をダム
に貯留するとともに、操作規程に基づく遅らせ
操作を行った。
　一方で、高梁川水系全域で甚大な洪水被害が
発生し、地元自治体等から、高梁川水系最大
規模である新成羽川ダムの治水協力について強
い要請を受けたことを踏まえ、中国電力は、学
識経験者、河川管理者、下流利水者を委員とす
る「新成羽川ダム他の操作に関する技術検討会」
を立ち上げた。治水と利水のバランスに配慮し、
検討を重ねた結果、事前放流を中心とした治水
協力を令和元年の出水期から実施することとし
た。

（5）重要水防箇所の見直し
　堤防高が低い箇所など洪水時に注意が必要な
箇所について、水防団等が迅速かつ円滑に水防
活動を行えるよう重要水防箇所として指定してい
るが、平成 30 年７月豪雨による堤防の決壊等を
受けて、現行の評定基準に、「背水位の影響区間
に対する堤防高評価」と「決壊箇所と同様な築
堤構造を有し注意を要する区間」の暫定的な評定
基準を加え、重要水防箇所の見直しを行った。
　その結果、堤防が決壊した箇所及びその前後
の改修計画区間、漏水が認められた箇所や陸閘
などについて追加指定し、重要水防箇所を 829
箇所から2,037 箇所に見直した。
　また、市町村や消防機関などへ重要水防箇所
が掲載されている水防計画書を配付するとともに、
市町村と水防担当者連絡会を開催し、重要水防
箇所の評定基準や指定箇所に係る変更点などを
説明したほか、建設技術センター主催の水防担当
者講座の対象に消防団員を加え、重要水防箇所
の基本的な知識などの講義を実施し、周知を図っ
た。

出典：中国電力ホームページ

水位計設置状況

第 4章　復旧・復興
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イ　高梁川水害タイムラインの策定
　また、同協議会に防災行動計画検討部会を

第６回高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会（12月27日）

設置し、国、県、沿川市町、ダム管理者、公
共交通機関、報道機関等で検討を重ね、平成
31 年３月に国内初の県管理河川を含めた水系
全体の多機関連携型タイムラインである「高梁
川水害タイムライン」を策定した。

（6）高梁川水系大規模氾濫時の減災対策　
　   協議会

ア　国と県の減災対策協議会の統合
　県では、県管理河川が氾濫した場合の水災に
よる被害の軽減に資する取組を総合的かつ一
体的に推進するために必要な協議を行い、減災
のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を
一体的、計画的に推進することにより、社会全
体で常に洪水に備える水防災意識の再構築を
目指して、平成 29 年度に「岡山県大規模氾濫
減災協議会」を設立し、市町村等と連携して
取組を進めてきた。
　また、国では国管理河川を対象とした「吉井
川・旭川水系大規模氾濫時の減災対策協議会」
及び「高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協
議会」を平成28年度に設立し取組を進めてきた。
　平成 30 年７月豪雨では、それぞれの地域に
おける降雨や河川の水位、ダムの放流状況、避
難指示等の情報提供の仕方やタイミングなど新
たな課題が明らかとなり、広域的な視点に立っ
た防災体制の構築が必要となったため、平成
30 年 12 月、国と県がそれぞれの管理区間ごと
に設立していた減災対策協議会を高梁川水系
全体として統合するとともに、ダム管理者等を
新たな構成機関として加え、拡大再編した。

２　土砂災害からの復旧

　陰地川（高梁市落合町近似）では、土石流の
発生により、人家全壊１戸、一部損壊２戸な
ど大きな被害が発生した。土石流の再発を防
止するため、災害関連緊急砂防事業により、
砂防堰堤の整備を進めることとした。また、
土石流により渓岸浸食等の荒廃が進行してい
るため、渓流保全工を整備し、災害の防止を
図ることとした。

３　道路の復旧

（1）道路災害復旧
ア　県管理道路
　県管理道路については、８月７日から合計

高梁川水害タイムライン

施工中の陰地川

復旧前の国道430 号

復旧後の国道430 号

土石流が発生した陰地川

12 回の災害査定が実施され、平成 31 年２月
１日に全件終了し、被災箇所は、301 箇所（橋

梁災含む。）であった。

イ　市町村管理道路（岡山市除く）
　市町村管理道路では、県管理道路と同時に
災害査定が実施され、被災箇所は、1,032 箇
所（橋梁災含む。）であった。

ウ　県管理道路の復旧状況
（ア）国道 430 号（玉野市日比）

　国道 430 号において、道路が崩壊する被害
が発生し、全面通行止めとなった。ブロック
積擁壁等による復旧工事を進め、令和元年７
月に交通規制を解除した。

第 4章　復旧・復興
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復旧前の国道430 号

復旧前の県道鷲羽山公園線復旧後の国道430 号

復旧後の県道鷲羽山公園線

復旧後の県道鏡野久世線 復旧前の県道倉見斉の谷線

復旧前の県道鷲羽山公園線

復旧後の県道鷲羽山公園線 復旧前の県道鏡野久世線 復旧後の県道倉見斉の谷線

復旧後の県道倉見斉の谷線

復旧前の県道倉見斉の谷線

（イ）県道鷲羽山公園線（倉敷市児島宇野津）

　瀬戸内海や児島市街地、水島コンビナート
を展望できる県道鷲羽山公園線において、道
路が崩壊する被害が発生し、全面通行止めと
なった。補強土壁や盛土等による復旧工事を
進め、令和元年８月に交通規制を解除した。

（ウ）県道鏡野久世線（真庭市樫西）

　県道鏡野久世線において、余ノ川の出水に
より、河川道路兼用護岸が崩壊し、全面通行
止めとなった。護岸等の復旧工事を進め、令
和元年６月に交通規制を解除した。

 （エ）県道倉見斉の谷線（津山市加茂町黒木）

　県道倉見斉の谷線において、倉見川の出水
により、河川道路兼用護岸が崩壊し、片側交
互通行となった。護岸等の復旧工事を進め、
令和元年 10 月に交通規制を解除した。

（2）道路改良復旧
【県道備前柵原自転車道線】（和気町衣笠）

　県道備前柵原自転車道は、岡山県サイクリン
グ推奨ルート路線の１つ「片上ロマン街道」と
して地域の方々に親しまれている路線である。
　和気町衣笠の初瀬川に架かる橋梁（３径間単

第 4章　復旧・復興
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純鈑桁橋）において、橋脚の沈下・傾斜、それ
に伴う上部工の変位など、甚大な被害が発生し
た。そこで、被災原因となった河積阻害物を除
去するため、橋脚を取り除き、上部工を１径間
で架設する改良復旧を３か年で行う。

橋梁災害関連事業概要図

真備交番臨時事務所

サインカーによる交通整理
被災状況（橋脚の沈下・傾斜、上部工の変位）

被災直後のまび記念病院

復旧したまび記念病院

建物被害により補助金を活用した事業所数　２件

設備・備品等被害により補助金を活用した事業所数　14件

被災状況（全体図）

１　医療施設

　被害を受けた医療施設のうち、医療施設等災
害復旧費補助金で医療施設５施設、また、グルー
プ補助金で医療施設 15 事業者と薬局５事業者
が申請し、復旧を進めている。
　また、１階部分が完全に浸水したまび記念病
院では、７月 18 日に外来診療が再開されたの
に続き、12 月には入院患者の受入れが再開さ
れ、平成 31 年２月には、完全復旧した。

　第 4 節　医療・福祉施設の復旧

２　保育関係施設

　備前、備中地域を中心に、53 施設が浸水や
土砂流入等の被害を受けた。
　このうち特に被害が大きかった 12 施設につ

４　警察施設及び交通安全施設の復旧等

（1）警察施設
　警察施設については、玉島警察署川辺交番や
真備交番が床上浸水の被害を受けるなど、多く
の施設が被害を受けたが、全て復旧した。
　両交番では、使用不能となっている間、臨時
事務所を開設し、被災住民の要望等を幅広く聴
取するとともに、各種犯罪の未然防止及び被災
者の不安解消に努めた。

（2）交通安全施設
　交通安全施設については、信号機が 42 箇所、
道路標識が 78 箇所の被害を受けたが、サイン
カーを配置し、一般車両の迂回誘導や交通整
理を行うなど、被災地及び周辺道路の渋滞解
消と円滑な交通を確保しつつ、早期復旧を図っ
ている。

いては、社会福祉施設等復旧費補助金等により
復旧支援を行った。
　２施設を除いて、平成 30 年度中に順次、復
旧を完了した。
　残る２施設も、早期の復旧に向け、工事を進
めている。

３　障害者関係施設

　備前、備中地域を中心に、浸水や土砂流入等
の被害を受けた。
　このうち建物や設備・備品の被害が大きかっ
た 16 事業所について、社会福祉施設等設備災
害復旧費補助金等により支援を行った。
　被害（建物）の大きかった就労継続支援１事
業所を除いて、平成 30 年度中に順次、復旧を
完了し、事業を再開した。
　残る１事業所についても、早期の復旧に向け、
工事を進めている。

第 4章　復旧・復興
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４　高齢者関係施設

　備前、備中地域を中心に、60 施設が浸水や
土砂流入等の被害を受けた。
　このうち、特に被害が大きかった９施設につ
いては、社会福祉施設等災害復旧費補助金等に
より復旧支援を行うこととした。
　建物被害の大きかった４施設については、平
成 30 年度中に順次、復旧を完了し、事業を再
開した。残り３施設については、協議を継続し
ている。
　また、施設・備品に大きな被害を受けた２施
設について、地域医療介護総合確保基金事業費
補助金（施設開設準備経費等支援事業）による備
品整備を平成 30 年度中に完了した。今後、他
施設においても事業実施の予定である。

第 4章　復旧・復興

　第５節　農地・農業用施設等の復旧

１　農地・農業用施設

　近年、市町村職員の中に災害時の業務対応経
験者が非常に少なく、今回の大災害では、被災
箇所が多かったことから、市町村のみでは早急
に対応することができない状況であった。この
ため、県では、査定を受けるまでの支援として、
延べ 320 人の県職員が、被害調査、査定設計書
作成、ため池の緊急点検について約３か月間の
支援を行った。また、農林水産省査定官や栃木
県庁職員の備中県民局への支援もあった。
　農地・農業用施設災害復旧事業等の補助を受
けるため、平成 30 年８月 28 日から平成 31 年１
月 18 日（第 17 次）まで約５か月間かけて、延べ
44 班で中国四国農政局及び中国財務局による査
定が実施された。
　また、河川堤防決壊による農地や排水機場の
大規模な被災もあり、県では初の大規模災害
査定方針適用の査定の実施となり、1,645 箇所、
75 億 5,120 万円の事業費の決定を受けた。

　令和元年 12 月 31日時点の進捗状況は、農地
については、1,157 箇所のうち、897 箇所で工事
に着手し、560 箇所が完了している。農業用施
設（農道・水路等）については、488 箇所のうち、
420 箇所で工事に着手し、232 箇所が完了して

農地・農業用施設の査定状況

ふとんかごによる復旧（奈義町）

水田の畦畔崩壊（奈義町）

いる。
　そのほか、災害復旧事業の要件を満たさない
小規模な施設災害については、平成 30 年７月豪
雨農業用施設災害復旧緊急対策事業交付金を単
県事業として新設し、758 件の復旧を支援した。
また、小田川沿いの排水機の復旧は、高度な技
術が必要なため、市町からの要請を受け、県営
災害復旧事業として実施した。
　さらに、被災した場合に下流に影響のあるた
め池 7,330 箇所については、国、県、他県、市
町村の職員を総動員し、約１か月間の短期間で
緊急点検を行った。
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２　治山・林道施設

（1）治山
　大規模な山地災害に対する当年度復旧対策工
事として災害関連緊急治山事業を 22 箇所で実
施したほか、被災した治山施設復旧工事を 35
箇所で実施することとした。
　市町村が実施する山地災害の復旧対策 103 箇
所に対し、事業費補助するほか、技術的支援を
行った。
　被害の調査に当たっては、被災した市町村に
被害調査チームを派遣し、被害の把握を行うと
ともに、情報を市町村に提供した。現地では、
山腹崩壊地や被災状況の早急な把握と２次被害
防止のため、ドローン等による上空からの調査
を実施し、撮影した画像を市町村に提供した。

石張堰の崩壊・流出（矢掛町） 山腹工事着工前（矢掛町浅海） 

山腹工事竣工後（矢掛町浅海） 

治山ダム工着工前（倉敷市広江）

治山ダム工竣工後（倉敷市広江）

コンクリートによる復旧（矢掛町）

第 4章　復旧・復興

（2）林道施設
　林道施設災害復旧事業の災害査定にあたり、

「大規模災害時における農林水産業施設及び公
共土木施設災害復旧事業査定方針」の適用を受
け、航空機からのレーザー計測の活用などに
より、73 箇所の災害査定を迅速に完了させた。
　また、激甚災害の指定による高率の国庫補助
が適用されるとともに、市町村の協力を得なが
ら施越工事による早期復旧に努めた。

３　その他農林水産施設等

（1）農業用共同利用施設
　選果場や農産物倉庫などの施設については、
営農活動への影響が最小限となるよう速やかな
復旧に取り組み、被災後２週間で仮復旧が完了
した。その他の施設も順次復旧に取り組み、被

林道鳶ヶ巣線着工前（新見市新見）

林道鳶ヶ巣線竣工後（新見市新見）

復旧した木材加工施設（西粟倉村）

被災した木材加工施設（西粟倉村）

災した 24 施設は令和元年５月末までに復旧が
完了した。復旧には、被災農業者向け経営体育
成支援事業やグループ補助金が活用された。

（2）畜産関係
　畜産関係の復旧状況については、畜舎等が被
災した 15 農場のうち、要望のあった６農場は、
被災農業者向け経営体育成支援事業により復旧
に着手し、令和元年 10 月末時点で５農場が完
了している。また、被害を受けた飼料作物につ
いては利用不能となり、不足分を粗飼料確保緊
急対策事業補助金の活用により対応した。

（3）林産関係
　被災した 22 箇所の林産施設については、国
の補助事業の活用などにより復旧し、被災前の
生産能力を回復している。
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（４）水産関係
　高梁川漁業協同組合のアユ種苗生産施設は被
害が甚大であったため、岡山県中小企業等グ
ループ施設等復旧整備補助事業の活用により復
旧を図り、令和２年１月に復旧工事が完了し、
アユの育成を再開した。
　また、沿岸域の漁港施設への土砂の流入等に
ついても、撤去作業等を行い、漁港環境の改善
を図った。

被災したアユ種苗生産施設（総社市下原）

復旧したアユ種苗生産施設（総社市下原）

第 4章　復旧・復興

　第６節　災害廃棄物処理

　発災直後から、災害廃棄物を所管する循環型
社会推進課が、各県民局と連携して市町村の廃
棄物処理施設の被災状況などの情報収集を開始
し、大量の災害廃棄物の発生が見込まれた７月
７日以降、課内職員への業務の割振りや他課か
らの応援職員により順次体制を強化した。
　また、被害が甚大であった倉敷市及び総社市
から災害廃棄物の処理に関する事務を地方自治
法に基づき受託したことを受け、８月 29 日に
循環型社会推進課内に「災害廃棄物対策室」を
設置し、情報収集や災害廃棄物の広域処理調整
などの被災市町村への支援を専門的、一体的に
行うこととした。

県内の災害廃棄物発生推計量等

真備町内の道路沿道に積み上げられた災害廃棄物

真備町内に設置された一次仮置場

（注）※数値は令和元年 12 月 31 日時点

（1）倉敷市真備町の災害廃棄物撤去
　発災初期の最大の課題となったのが真備町内
の至る所に排出された片付けごみの撤去であっ
た。今回の豪雨災害で、特に甚大な被害を受け
た倉敷市真備町では、発災後から比較的天候
に恵まれたこと、１週間後には３連休があった
こと等から被災家屋の片付けが急速に進んだ結
果、仮置場等に搬入しきれなかった片付けごみ
が、国道 486 号沿道等に分別されることなく混
合状態で排出され、さらにそれらが道路上にせ
り出したことで、大渋滞を引き起こし、一時、
緊急車両の通行をはじめ、被災地の各復旧作業
に多大な支障を来す状況になった。
　これらの大量の片付けごみの撤去について
は、自衛隊、環境省、県産業廃棄物協会、全国
一般廃棄物環境整備協同組合連合会などが支援
したほか、県自らも道路管理者として積極的に

（2）市町村の仮置場
　市町村が設置した仮置場は、延べ 59 箇所に
上った。
　真備町以外でも、発災後に開設した仮置場が
すぐに満杯となり、新たな仮置場開設を余儀な
くされた市町村もあったが、発災直後から実施
した県や環境省（D.Waste-net）、支援県による
現地での分別指導の助言のほか、県が備蓄して
いた分別用看板の提供等により、仮置場に搬入
された災害廃棄物は概ね混合状態になることな
く、その後の処理も円滑に行われた。
　また、市町村の仮置場の管理運営に当たり、
県では火災対策、環境モニタリング、台風接近
時の留意事項等を随時情報提供した。

支援し、８月 25 日までに真備町内の住宅地等
身近な場所からの撤去は概ね完了した。
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災害廃棄物処理基本方針（抜粋）

県が事務受託する災害廃棄物量

（3）県災害廃棄物処理実行計画の策定
　浸水被害を受けた地域を中心に大量の災害廃
棄物の発生が見込まれたため、県が、処理の主
体となる市町村への技術的援助や広域的な支援
調整を行い、県全体で計画的に処理を進める必
要があった。
　そのため「岡山県災害廃棄物処理計画」（処

理計画）に基づき、「岡山県災害廃棄物処理実
行計画」（実行計画）を策定することとした。
　実行計画の策定に先立ち、発災後２年間での
処理完了を目指すことと、市町村による処理が
困難であると認められる場合には、地方自治法
に基づき、県が事務受託し、処理を代行するこ
とを明記した「平成 30 年７月豪雨災害により
発生した災害廃棄物処理基本方針」（基本方針）

を８月 21 日に策定した。

　また、この基本方針に基づき、災害廃棄物を
適正かつ円滑・迅速に処理するための必要な事
項を定めた実行計画を 10 月１日に策定し、そ

　事務受託後、８月 29 日から直ちに本県が担
う一次仮置場（フラワーフィールド）及び二次仮
置場の管理運営業務は、当面の措置として、発
災時から両市が災害時協力協定に基づき委託し
ていた県産業廃棄物協会に引き続き委託し、途
切れることなく災害廃棄物の処理を円滑に継続
できるよう体制を整えた。
　同時に、中間処理（破砕・選別）を行う仮設の
中間処理施設の整備を含む災害廃棄物処理業務
の委託手続を公募型プロポーザル方式により進
めた結果、岡山県災害廃棄物処理業務共同企業
体（構成員 14 社）に委託することを決定し、県
産業廃棄物協会からの引き継ぎを経て、11 月 29
日から共同企業体による処理業務を開始した。

（5）仮置場の管理運営
ア　一次仮置場（玉島 E 地区フラワーフィールド）
　一次仮置場は、倉敷市の公費解体（費用償還

の対象になる自費解体を含む）により発生した家

の際、災害廃棄物の発生推計量を家屋解体の想
定棟数や過去の他災害での実績等を踏まえ、約
30 万トンと推計した。
　その後、発災後約１年となる令和元年７月
16 日に実行計画を改訂し、県受託事業の詳細
を盛り込むとともに、災害廃棄物の処理や公費
解体等の進捗や実績を踏まえ、発生推計量を約
44 万トンに見直した。
　

（4）県による処理事務の受託
　平成 30 年７月豪雨災害では、倉敷市と総社
市から県に事務委託したい意向が示されたた
め、本県では、両市の被災状況等を勘案し、速
やかな復旧・復興のため、８月 28 日に、両市
の災害廃棄物処理事務の一部を受託した。

第 4章　復旧・復興

屋解体廃棄物専用の一次仮置場であり、廃棄
物の受入業務や搬入物の管理、計画的な処分
先への搬出業務を中心に管理運営した。
　搬入物は、できる限り再生利用を行ってい
る処分先を選定の上、種類ごとに計画的に処
分先に搬出するよう努めた。
　ピーク時には400 台以上もの搬入車両が来場
し大量の廃棄物がたまっていくため、県内外に
複数の処分先を確保し100 台以上の大型車両
で効率的に搬出作業を行うことにより、わずか
な搬入制限もすることなく円滑な受入業務を確
保し、被災地の速やかな復旧・復興を支えた。
　なお、倉敷市の公費解体申請の受付終了に
伴い、令和元年末で受入業務を終了し、令和
２年１月 28 日には全ての廃棄物の搬出を終え
ており、令和２年４月頃の閉鎖を目指し計量器
等の設備の撤去、整地などの現状回復に取り
組んでいる。

イ　二次仮置場（水島処分場）
　県環境保全事業団の最終処分場跡地に設け
られた二次仮置場では、発災当初に真備町内
に山積みされた片付けごみや、倉敷市及び総社
市内の一次仮置場に搬入された災害廃棄物のう
ち、混合廃棄物など中間処理（破砕・選別）が
必要な災害廃棄物を受入れている。
　搬入物は、場内に新たに整備した中間処理施
設（平成 31年２月15日本格稼働開始）を基軸として
県内外の廃棄物処理施設等を活用し、発災後２
年間で処理完了できるよう取組を進めている。

ウ　仮置場における各種の取組
　各仮置場の管理運営に当たっては、廃棄物の
保管に伴い懸念される火災発生防止のための温
度管理や、環境モニタリングのほか、ハエ等の
発生を防止するための薬剤散布など各種の取り
組みを行い周辺生活環境の保全に努めている。

（6）災害廃棄物の中間処理
　二次仮置場で受け入れた災害廃棄物は、様々
な廃棄物が混在した混合廃棄物で、そのままで
はリサイクルができないばかりか、焼却処理や
埋立処分もできない。
　このため、破砕処理や選別処理を行う中間処
理施設を新たに整備し、各処分先の受入基準に
確実に適合させ、処理を進めている。

倉敷市・総社市からの事務委託の範囲

一次仮置場への解体廃棄物搬入車両
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中間処理施設の概要

①前処理施設（トロンメル）
　回転式のふるい（トロンメル）で付着土砂などを除去

②一次選別処理施設（破砕機、バリオセパレーター）
　破砕施設で破砕し、傾斜した振動エレメントと風力の組み合わ
　せにより軽量物、細粒物、重量物等に選別

④細粒物選別処理施設
　各選別工程から選別された細粒物を10〜20mmウレタン
　ふるい機や風力選別機で軽量物や重量物に選別

③二次選別処理施設
　一次選別で選別した重量物を手選別により可燃物と不燃物に
　確実に選別

基本処理フロー

　中間処理後の廃棄物のうち、再生利用が可能
なものについては県内外の再生利用を行っている
処分先に搬出し最終処分量の低減を図っている。

　なお、事務受託分の廃棄物処理済量は令和元
年 12 月31日時点で 27 万 9 千トン（進捗率 87.5％）

である。
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　第７節　地域経済の再生

１　被災事業者への支援と復興

　発災直後には、県、関係市町、経済産業省、
関係支援機関で支援チームを編成し、情報把握
のための個別訪問を行うとともに、国・金融機
関等が実施する支援策等の情報を共有するため
の被災企業対策会議を開催した。被災された中
小企業等に対し、早期の事業再開等に向け、施
設・設備の復旧支援や金融支援、相談体制の強
化に取り組んだ。

岡山県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の流れ（概要）

　商工会・商工会議所・中小企業団体中央会を
通じて調査・把握している被災事業者のうち、
倉敷市真備町以外においては、ほぼ事業を再開
しているものの、被災事業者の多い倉敷市真備
町においては、通常営業が約５割、縮小営業を
含めて約８割の事業再開となっている（令和元

年 12 月 31 日時点）。

被災事業者の復興状況

（1）中小企業相談窓口の設置
　岡山県中小企業支援センター（県産業振興財

団内）に豪雨災害に関する中小企業相談窓口を
設置し、発災直後から相談対応を行った（令和

元年 12 月 31 日時点　201 件）。

（2）岡山県中小企業等グループ施設等
 　  復旧整備補助事業（グループ補助金）

ア　事業概要
　中小企業等のグループが復興事業計画を作

成し、県の認定を受けた場合に、グループ構
成員（事業者）が行う施設や設備等の復旧等
の費用の一部を補助した。
・補助対象者：中小企業者、中堅企業等
・補助対象経費：施設・設備の復旧等に要する経費
・補助率：中小企業者 
　　　　  ３／４（国：２／４、　県：１／４）

　　　 　  中小企業者以外 
　　　　  １／２（国：２／６、　県：１／６）

・補助上限額：15 億円／者
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ウ　復興事業計画の認定
　　 （令和元年 12 月 31 日時点）　

　県内の経済や雇用に重要な役割を果たして

イ　取組状況
　これまでの取組状況は次のとおりとなっている。

被災事業者向け制度説明会（真備会場）

県グループ補助金受付センター

営業を再開した美容院

約８か月ぶりに生産を再開した事業所

取組状況（令和元年 12月31日時点）

いる中小企業等グループが被災地域の復興等
を目的として実施する共同事業の効果等を評
価し、「復興事業計画」として認定した。
・認定グループ数　38 グループ
　772 事業者（うち補助予定者数　537 事業者）

エ　補助金の交付状況
　　 （令和元年 12 月 31 日時点）

　復興事業計画の認定を受けたグループの構
成員（事業者）から、個別に補助金の交付申
請を受け、交付決定を行い、復旧事業完了後、
交付した。
・補助金の交付決定  537 事業者、9,557 百万円
・補助金の支払 　 　212 事業者、3,157 百万円
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（3）中小企業等グループ施設等復旧整備　
　   資金貸付金
　中小企業基盤整備機構とともに県産業振興財
団への協調融資を行い、グループ補助金の自己
負担分について、支援を必要とする事業者に長
期・無利子の資金貸付を行った（令和元年 12 月

31 日時点貸付決定　10 事業者）。

（4）被災小規模事業者の事業持続化に
　   向けた支援
　国の小規模事業者持続化補助金に県独自で上
乗せ補助を行う岡山県被災小規模事業者持続化
支援補助金により、被災事業者の販路開拓等の
支援を行った（令和元年 12 月 31 日時点交付決定

　685 事業者）。

（5）専門家の派遣
　支援機関の要請をもとに、被災事業者との個
別相談を行う中小企業診断士、税理士等の専門
家を派遣した（令和元年 12 月 31 日時点　173 件）。

（6）特別経営相談員の設置
　経営相談にあたる特別経営相談員１人を県商
工会連合会に設置し、真備船穂商工会に派遣し
た（令和元年 12 月 31 日時点相談件数　1,091 件）。

（7）制度融資による金融支援
　危機対策資金において、セーフティネット保

証４号に対応した「危機関連」と県内全域を対
象とした「知事特認」を適用した融資を実施し
た（令和元年 12 月 31 日時点　492 件）。

（8）雇用関係の相談支援
　被災事業主・労働者が社会保険労務士に無料
で雇用や労働関係の相談ができる制度を設け、
被災により事業活動が縮小した事業主や雇用環
境が悪化した労働者の支援に取り組んだ（平成

31 年３月終了　170 件）。

２　営農の再開支援

（1）水稲等
　水稲等は、土砂流入等による被害が中心のた
め、各農業普及指導センターによる土壌診断を
行ったほか、営農再開に向けた経営、技術支援
を実施した。水稲の収穫ができなかった地域で
は、後作への影響が懸念されたが、大麦は順調
に生育し、無事に収穫を行うことができた。
　なお、令和元年 12 月 31 日時点で、水稲等の
営農を再開した面積は約 95％となった。
　また、冠水により被害が発生したトラクター
等の農業用機械は、「被災農業者向け経営体育
成支援事業」により、改修、更新を支援した。

水田への冠水被害（倉敷市真備町）
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　農業保険法に基づき、自然災害等による収穫
量の減少等の損失を補填する制度である農業共
済制度により、農業共済組合から、水稲被害に
対しては、約１億 5,700 万円（514 件）、大豆被
害に対しては、約 100 万円（４件）の共済金が
支払われ、減収の補填に充当された。
　特に被害の大きかった倉敷地区農業共済事務
組合の管内（倉敷市、総社市、早島町）において
は、水稲被害面積 212ha で、共済金の支払額は
約１億 3,900 万円（県全体の 88.6％）となった。
　融資制度による支援では、国の特例措置等に
加え、水稲、果樹、野菜等の被災施設・機械
等の早期復旧を進めるため、県・市町村・農林
中央金庫等が連携して農業災害対策資金（ＪＡ

トータルプラン）を創設し、債務保証料の助成
及び利子補給により早期の経営再開を支援した

（令和元年 12 月 31 日時点：46 件、約３億 4,300 万円）。

（2）果樹・野菜等
　果樹、野菜等は、冠水、土砂流入、園地崩落
等による被害があり、水稲等と同様に各農業普
及指導センターによる土壌診断等、営農再開に
向けた支援を実施した。
　また、果樹産地の継続、再生支援のため、「果
樹・茶産地再生支援対策」、被災産地の営農再
開に向け、「梅雨期豪雨対応産地緊急支援事業」
の要望を取りまとめた。

倒壊した農業用ハウス（ぶどう）（倉敷市真備町）冠水の影響なく順調に生育（大麦）（倉敷市真備町）
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農業用ハウスの更新が完了（倉敷市真備町）

　農業共済組合から、果樹（ぶどう）被害に対
しては、約 400 万円（５件）、園芸施設被害に
対しては、約 2,300 万円（31 棟）の共済金が支
払われ、減収の補填や施設の再建に充当・活用
された。また、被害を受けた農業用ハウスにつ
いては、「被災農業者向け経営体育成支援事業」
により修繕、再建を支援した。

（3）被災農業者向け経営体育成支援事業
　本災害による甚大な農業被害により、農産物
の生産・加工に必要な施設・機械が損壊し、農
業経営の安定化に支障を来す事態となったこと
から、甚大な被害を受けた農業者の早期の営農
再開を図るため、被災農業者向け経営体育成支
援事業により、損壊した施設・機械の修繕や取
得に対して緊急的に支援した。

　本事業は、特に被害の大きかった倉敷市真備
町を中心に総社市、岡山市等16市町で実施され、
トラクターやコンバイン、農業用倉庫、パイプ
ハウスなど 7,100 件（1,596 経営体）を修繕・取得
することにより、被災農業者が早期に営農を再
開することができた（令和元年 12 月 31 日時点）。
　なお、県では本災害の被害の甚大さに鑑み、
市町とも連携して、国の補助に加えて県及び市
町の補助金の上乗せ措置を講じることで、農業
者の営農再開を強力に支援した。

被災した農業用機械

新たに取得した農業用機械

被災農業者向け経営体育成支援事業
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ＰＲイベント

キャラバンカー「映え号（ＧＯ）」

（2）宿泊クーポンの発行　
　国の復興対策に先立って、当面の８月及び９
月の観光需要を喚起するため、県独自で、民

第 4章　復旧・復興

間の宿泊予約サイト２社（楽天トラベル・じゃら

ん net）で使用できる「宿泊クーポン（第１弾）」
を 2,000 枚発行した。先駆けとなる取組であ
り、多くのメディアにも取り上げられたことで、
クーポンは約１時間で完売し、風評被害を払拭
するカンフル剤ともなった。

【宿泊クーポン（第１弾）の概要】
・発行及び宿泊可能期間
　楽天トラベル　８月３日から９月 29 日
　じゃらん net 　８月９日から９月 29 日
・利用条件
　大人２人以上の利用で、利用者の宿泊費合計
　が 10,000 円以上
・割引額　　　5,000 円／回
・利用実績　　1,984 枚
　国の支援パッケージに基づく風評被害対策は、
周遊旅行の促進に重点が置かれ、県内のみで
の宿泊は対象外とされたことから、ニーズの高
い県内のみでの宿泊にもインセンティブを付与

宿泊クーポン
懸垂幕掲出

宿泊クーポン

出典：楽天トラベル「西日本を旅行で応援しよう！割引クーポン」

出典：「13 府県ふっこう周遊割」お知らせサイト

（3）ふっこう周遊割　
　国の観光支援事業費補助金を活用し、旅行者
の宿泊料金を割り引く「ふっこう周遊割」を運用（平

成 30 年８月31日から平成 31年１月31日）した。
・「ふっこう周遊割 」販売実績　103,839 人泊

４　復興気運の醸成

　平成 30 年７月豪雨災害から復興する姿や感
謝の気持ちを、懸垂幕や関連動画、イベント等
で全国に発信した。　　　　

（1）復興する岡山の姿の発信　
ア　懸垂幕掲出
　平成 30 年７月豪雨災害から１か月が過ぎ、
復興に向けた気運を盛り上げるため、８月７
日から、県庁舎北側壁面に「県民総参加で　
一日も早い復興を！」と記した懸垂幕を掲出
した。その後も、順次、岡山駅前電停横の啓
発塔と備中県民局にも掲出した。

し、観光需要をさらに喚起するため、民間の宿
泊予約サイト５社（楽天トラベル、じゃらん net、る

るぶトラベル、近畿日本ツーリスト、日本旅行）で使
用できる「宿泊クーポン（第２弾）」10,000 枚を新
たに発行した。また、県の宿泊クーポンと併用
できるクーポンを発行する市町もあるなど、観光
需要の早期回復につながる取組が広がった。

【宿泊クーポン（第２弾）の概要】
・発行及び宿泊可能期間
　８月20 日から９月29 日
・利用条件　
　２人以上の利用で、利用者の宿泊費合計が　
　10,000 円以上
・割引額　　4,000 円／回
・利用実績   6,816 枚

３　観光産業の早期回復と情報発信

　平成 30 年７月豪雨災害に伴う旅館・ホテル
のキャンセルの観光消費への影響額は約 24 億
円に上り、直接的な被害のなかった倉敷美観地
区や岡山後楽園の観光客も大幅に減少するな
ど、県内の観光産業は大変厳しい状況に直面し
た。観光は裾野が広く地域経済に好循環をもた
らすことから、復興を後押しするため、「観光
で岡山を元気に ! !」を合い言葉に、観光誘客と
復興気運の盛り上げに取り組んだ。　　　　

（1）情報発信の強化　
　観光産業に対する風評被害を払拭するため、
県公式観光サイト「岡山観光ＷＥＢ」内に岡山
観光復興ポータルサイトを開設するとともに、
観光庁ホームページや県公式ツイッター、多言
語サイトや現地ＰＲデスクのＳＮＳ等を通じ
て、国内外に向け、県内の観光地やアクセス等
の正確な状況を積極的に発信した。
　さらに、「晴れの国は、映

ば

えの国でした。」を
キャッチコピーに、岡山県にはフォトジェニック
な場所が多く存在するという新たな切り口で魅
力を発信する「岡山県魅力発信プロジェクト」
を実施した。プロジェクトでは、12 月 19 日、
東京都内で県出身のお笑い芸人「千鳥」ととも
にＰＲイベントを開催したのを手始めに、特設
ＷＥＢサイトの開設や首都圏、関西圏での交通
広告掲出、ＳＮＳ投稿キャンペーンと連動させ
た「映えＭＡＰ」作成、キャラバンカー「映え号（Ｇ

Ｏ）」でのキャラバン（東京－岡山間）などを戦
略的に展開することにより、テレビや新聞、Ｗ
ＥＢなど多くのメディアで取り上げられた。
・映えの国ハッシュタグキャンペーン（平成 30 年 12  

　月19 日から平成 31年３月８日）　投稿数 4,686 件
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イ　復興メッセージ動画の公開
　全国からの支援に対する感謝の気持ちを表
すとともに、復興気運を盛り上げ、岡山への
誘客を促進するための復興メッセージ動画を、
11 月７日から公開した。

ウ　ハレウッド動画の公開
　豪雨災害後、高校生たちが力を合わせ、岡
山を盛り上げるＰＲ動画を作る熱い青春ストー
リーで、平成 31 年１月 30 日から公開した。

復興メッセージ動画

　動画には、「おかやま晴れの国大使」の「千
鳥」、「ブルゾンちえみ」が出演し、知事とと
もに、県内外へ復興に向けたメッセージを発
信した。

第 4章　復旧・復興

　第８節　文教施設の復旧

１　学校施設

　令和元年 12 月 31日時点、被害を受けた学校
施設のうち、県立学校施設 17 件については復旧
修繕が完了し、元の校舎で授業を再開している。
　また、市町村立学校施設 58 件については 49
件の復旧修繕が完了し、残る 9 件についても早
期の復旧に向け工事を進めている。なお、倉敷
市真備町内の５校園を除き元の校園舎で授業を
再開している。

県立笠岡商業高等学校（復旧前）

矢掛町立中川小学校（復旧前）

矢掛町立中川小学校（復旧後）

県立笠岡商業高等学校（復旧後）
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２　社会教育施設

　令和元年 12 月 31 日時点、被害を受けた社会
教育施設 11 件のうち、10 件の復旧修繕が完了
しており、残る 1 件についても早期の復旧に向
け工事を進めている。

３　文化財

　令和元年 12 月 31 日時点、被害を受けた文化
財 29 件のうち、13 件の復旧修繕及び撤去が完
了している。文化財の復旧は、原状復旧が基本
になることなどから、復旧計画の手続き及び復
旧工事に時間を要しているものの、着実に復旧
は進んでいる。

旧苅田家住宅（津山市、復旧前）

旧苅田家住宅（津山市、復旧後）

矢掛町立中川公民館（復旧前）

矢掛町立中川公民館（復旧後）
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贈呈者一覧（56人１団体：令和元年 12月31日時点）

知事感謝状贈呈式（８月６日）１　知事感謝状の贈呈

　平成 30 年７月豪雨災害において、人命救助
活動を行った方に対し、知事感謝状を贈呈した。

２　贈呈者一覧

　第９節　救助・救援に対する知事感謝状の贈呈
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第５章

防災・減災に向けて

第１節　災害検証委員会による検証
第２節　提言等を踏まえた対応

倉敷市真備町に並ぶ仮設住宅。令和２年３月、未だ仮設住宅で生活する住民は4千人を超えている

鋼矢板を川底に打ち込む工事が進む小田川の堤防工事現場（令和元年12月24日、倉敷市真備町有井）

復興に向けて ④
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第５章　防災・減災に向けて

　第１節　災害検証委員会による検証

１　検証委員会の立ち上げ

　平成 30 年７月豪雨災害における県の対応な
どについて、初動・応急期を中心に検証し、今
後の防災・減災対策に生かすため、６人の専門
家による、岡山県「平成 30 年７月豪雨」災害
検証委員会を設置した。

　検証委員会は、平成 30 年８月から平成 31 年
２月にかけ、５回開催された。委員の提案によ
り、被災市町村の住民を対象としたアンケート
が実施され、その内容を踏まえた検証が行われ
るなど、積極的に被災者の声を聴きながら、精
力的な議論が行われた。
　検証内容をまとめた報告書については、平成
31 年３月に知事に提出された。

第１回検証委員会

検証報告書の提出

検証委員会委員名簿

２　提言内容

　報告書では、以下の項目が提言として挙げら
れている。

【県災害対策本部の機能充実】

・戦略的な災害対応を実施するための体制強化
・災害対応に向けた部局ごとの行動計画等の明
　確化
・水防本部の対応力強化
・避難情報と連動した県警や消防本部等との連
　携強化
・災害発生情報を迅速に収集するための関係機
　関との連携強化
・迅速に被災者支援を行うための組織の必要性

・マスコミを活用した県から住民への情報発信

【市町村との連携強化】

・災害発生前からの市町村へのリエゾン（情報

　連絡員）派遣
・災害時における県と市町村とのリアルタイム
　情報共有体制の構築
・市町村が行う避難情報の発令への支援
・知事と首長との防災をテーマにした意見交換
　の実施
・防災行動計画（タイムライン）やハザードマッ
　プを活用した共同訓練の実施
・河川巡視や避難誘導のための水防団（消防団）

　の育成と強化

【河川管理等の取組強化】

・重要水防箇所の総点検と河川の巡視体制の強
　化
・水位計や監視カメラの充実
・ダムの放流等に伴う水位の上昇予測と浸水地
　域の予測
・ダム事前放流の効果的な運用のための関係機
　関の連携
・異常洪水時防災操作に関する住民への説明
・陸閘、水門等の管理主体と操作基準の明確化
・河川堤防の被災原因を踏まえた今後の河川整
　備等のあり方
・災害を風化させない地域の取組など水防災意
　識社会の再構築の実施

【自助・共助の取組促進】

・統一した作成基準によるハザードマップの策
　定と活用
・住民の避難行動につなげるための地域の災害
　リスク等の普及啓発
・高齢者や障害のある方など要支援者の避難を
　支援するための共助の取組
・豪雨災害の教訓を生かした南海トラフ地震等
　への備え

第５章　防災・減災に向けて
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　第 2 節　提言等を踏まえた対応

１　各種計画等の見直し

（1）県地域防災計画の修正　
　検証委員会の提言等を踏まえた防災対策の見
直しを中心に、県地域防災計画の修正を行った。

【主な修正内容】
＜県災害対策本部の機能充実＞
・災害情報を迅速に収集するには関係機関との
　連携が必要なことから、市町村、警察、消防
　などの関係機関を明記
・避難情報等の災害広報の強化に向けた、県や
　市町村等と報道機関との関係づくり
＜市町村との連携強化＞
・市町村へのリエゾン派遣を通じた情報収集や、
　災害時における Web 会議システム等を活用
　した県と市町村等との情報共有体制の強化
＜河川管理等の取組強化＞
・出水期前の重要水防箇所の見直しや浸水実績
　等を踏まえた河川整備等
＜自助・共助の取組促進＞
・高齢者など要配慮者の避難行動に繋がる地域
　での直接的な声かけ等の実施　　
・ハザードマップ等の活用による地域の災害リ
　スクや避難の必要性の周知徹底　など

（2）業務継続計画、災害時広域受援・市　
　   町村支援計画の見直し

ア　業務継続計画（岡山県庁ＢＣＰ）
　業務継続計画は、南海トラフ地震等の大規
模災害が発生した場合でも、行政機関として
適切に業務遂行できるよう、非常時に実施す
べき業務や必要な職員、庁舎、資機材等の資
源に係る課題を整理し、対策を検討しておく
ことにより、災害発生後の業務立ち上げ時間
の短縮や発災直後の業務レベルの向上を図る
ことを目的として定めるものである。

　検証委員会の提言等を踏まえ、見直しを
行った。

【主な見直し内容】
・非常時優先業務の見直し
・非常時優先業務に必要な人数の見直し
・指揮命令系統の確立

イ　災害時広域受援・市町村支援計画
　災害時広域受援・市町村支援計画は、大規
模災害時においても県が最大限に機能を発揮
し、県民に期待される役割を果たすため、県
の通常業務の枠組みにとらわれない機動的な
災害応急業務実施体制を確保するとともに、
国や知事会、協定団体等外部からの応援を円
滑に受け入れ、効果的に活用して、県の災害
応急業務や被災市町村の支援ができるよう、
受援を想定した体制を整備し、早期復旧・復
興を図ることを目的として定めるものである。
　検証委員会の提言等を踏まえ、見直しを
行った。

【主な見直し内容】
・県災害対策本部体制の見直し
①総合統制グループの設置
②受援調整部の組織・業務見直し等による充実
・他自治体の職員等の応援が想定される業務
　の明確化
・市町村支援体制の強化
①市町村へ派遣するリエゾンの役割の明確化
② Web 会議システム導入による情報共有

２　防災体制の整備

（1）総合統制グループの編成
　県災害対策本部内に、先を見通した戦略的な
対応を検討、判断できるよう重要事象に対して

県民局での研修会

第５章　防災・減災に向けて

（3）リエゾン派遣体制の確立
　平成 30 年７月豪雨災害において、市町村へ
派遣するリエゾン（情報連絡員）の役割や業務
内容を明確化していなかったことを踏まえ、県
民局・地域事務所職員をリエゾンとして派遣す
るための要領を平成 31 年４月に制定した。
　業務内容については、市町村防災担当課長会
議の場などで周知するとともに、派遣予定職員
に対しては６月以降、各県民局で研修会を開催
し、制度の説明を行うとともに、持参する機器
の操作説明を行った。

高いレベルで即時的に情報共有し、対応策を検
討するための課長レベルのグループを編成した。

水害特別防災訓練時の Web 会議システム活用の様子

（2）Web 会議システムの導入
　災害時における県と市町村のリアルタイム
情報共有体制を構築するための Web 会議シス
テムを導入した。

　また、派遣予定職員は、担当する市町村を訪
問し、防災担当者と顔合わせを行うなど、スムー
ズな業務運営ができるよう準備を行った。

防災航空物資センター

（4）防災航空物資センターの開設
　平成 31 年４月より、岡山桃太郎空港内にあ
る貨物ターミナル第２棟の一部（662㎡）を借り上
げ、防災航空物資センターとして開設し、平時
には県の救援物資備蓄倉庫として、災害時には
国からのプッシュ型支援物資が空輸された場合
の県の広域物資拠点として、活用することとし
ている。この防災航空物資センターは、エプロ
ンに隣接しているため、航空機等からの積み卸
しの時間短縮が図られ、併せて、トラックの待
機や展開のための広いスペースも有している。
　また、南海トラフ地震等の大規模災害時には、
広域での運用も想定されることから、中国各県
防災担当者や県内物資物流関係者による視察を
行うなど、円滑な災害時物資物流体制の強化を
図っている。
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イ　県庁非常参集訓練【実動】
　人事異動後の４月に、配備主要職員を対象
とした非常参集訓練を実施し、連絡体制を含
む非常参集要領を確認。

ウ　水害特別防災訓練【図上】【実動】
　出水期を前に梅雨前線や台風を想定して、
県と各市町村・防災関係機関との情報収集・
伝達や災害対策本部の運営訓練等を実施。
　また、県民局から被災市町村へのリエゾン
を実際に派遣するとともに、住民参加の避難
訓練（実動）と連携。

エ　総合防災訓練【実動】
　県と各市町村・防災関係機関及び地域住民
が一体となって、大規模地震発生時における
避難、人命救助を主体とした応急対処等の訓
練を行うとともに、新たに防災航空物資セン
ターで物資輸送訓練を実施。

漕艇訓練

総合防災訓練での人命救助訓練

３　県民の防災意識の向上

（1）自助・共助の取組促進
　平成 30 年７月豪雨災害の教訓を風化させる
ことなく、県民誰もが、平常時からハザード
マップ等を通じ、地域の災害リスクを把握す
るとともに、災害時にとるべき具体的な行動
等を認識し、いざという時に行動を起こすこ
とができるよう、様々な手法を活用し、県民
の防災意識の向上に努めている。

ア　自助の取組促進
　身近な災害危険箇所や避難場所の確認、家
庭備蓄の推進や家具の転倒防止等の、日頃の
備えの重要性など防災に関する知識や意識が
深まるよう、県民に広く普及啓発し、自助の
取組の浸透を図っている。

（ア）防災に関する講演会・セミナーの開催
　検証委員会の検証結果や過去の災害を振り
返りながら、災害情報の収集・伝達に関連
する課題等について学ぶ防災講演会や、平
成 30 年７月豪雨災害から１年を迎え、自助・
共助・公助を学ぶ「防災セミナー in 岡山」
を開催した。

防災に関する講演会・セミナー

防災講演会

防災セミナーin 岡山

第５章　防災・減災に向けて

オ　図上防災訓練【図上】
　南海トラフ地震等の大規模災害を想定し、
県と各市町村・防災関係機関との情報収集・
伝達や災害対策本部の運営訓練等を行うとと
もに、県民局から被災市町村へのリエゾンを
実際に派遣した訓練を実施。

カ　物資オペレーション訓練【実動】
　大規模災害時等において、県内の被災地に

必要な支援物資を確実に届けるため、県の一
次拠点から被災市町村の二次拠点及び避難所
までの訓練を段階的に実施。

キ　消防団員等水難救助訓練
　７月豪雨災害では、県内各地で大規模な浸
水害が発生し、多くの人がボートにより救助
された。この経験を踏まえ、消防団員が地域
の浸水害に迅速に対応できる知識と技術を身
につけるための水難救助訓練を実施。

（5）新総合防災情報システムの開発
　総合防災情報システムは、県民の自助、共助
による地域防災力の向上と県域の防災力強化を
目的とし、防災関係機関間での気象・観測情報
や被害情報の共有、Ｌアラートなど多様な手段
による防災情報の提供、被害情報収集の効率化
など、災害対策業務に必要不可欠なツールとし
て安全・安心なまちづくりに寄与してきた。
　平成 27 年度から運用する現行システムは、
メーカーによるハードウェアの延長保守の終了
等に伴い、再整備が必要となっており、検証委
員会の提言等を踏まえながら、信頼性や操作性
を向上させた新システムについて、令和３年４
月の稼働開始を目指し、システム設計・整備に
取り組んでいる。

システム体験会

（6）各種訓練による対応力の向上
　ロールプレイング方式等による図上訓練や実
践的な実動訓練の充実・強化を行い、職員の防
災対応力の向上を図っており、平成 30 年７月
豪雨災害の教訓に基づく新たな取組等を訓練に
反映させている。

ア　地域防災力強化演習 
　県民局・市町村の防災担当職員を対象に、
防災対応力の向上を図るため、防災知識の習
得や図上訓練などによる演習を実施。
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（イ）防災ワークシート作成
　幼少期からの防災・減災知識の習得のた
め、県教育委員会と連携し、小学１年生が学
校の学活等の時間で活用する「防災ワーク
シート」を作成した。このワークシートは、
家庭でも防災・減災について話し合うことが
できるよう、解説に大人向けの防災知識を盛
り込んでいる。

イ　共助の取組促進
　都市部でのコミュニティの衰退や中山間部
での過疎・高齢化の進展等による自治組織の
弱体化などにより、自主防災組織の組織率や
活動が低迷している。　
　一方、平成 30 年７月豪雨災害においては、
声かけによる避難で、命が救われた事例も
あったことから、県民の防災意識が高まって
いるこの機会を逸することなく、地域住民が
協力して防災活動を行う共助の取組を促進す
る必要があり、市町村等と連携し、様々な取
組を実施している。

（ア）自主防災リーダーの育成支援
　豪雨災害時には、活動が活発な自主防災組
織において、積極的な事前避難行動がみられ、
住民の命を守った。
　そこで、これらの教訓を踏まえ、自主防災
組織のリーダー等を対象に、防災知識の習得
やスキルアップのための研修会を引き続き実
施するとともに、令和元年度からは、新た
に、自主防災組織の立ち上げを考える地域の
リーダー等の初任者を対象に、自主防災活動
の事例発表や実践的なワークショップの実施
など、近隣地域のリーダーが相互に活動を学
び合い、より効果的な自主防災活動に生かす
ことができるよう、県民局単位での研修会を
開催した。

（イ）地区防災計画等の作成支援
　平成 30 年 7 月豪雨災害では、高齢者や障
害のある方など要支援者が多く被災したが、
その要因として、避難行動を支援する体制が
整っていないことや、個人情報保護の観点か
ら要支援者名簿の共有が進んでいないことが
考えられる。
　そこで、地区防災計画又は要支援者の個別
計画の作成を促進するため、県と県内全市町
村で「岡山県地区防災計画等作成推進協議会」
を設置して、河川氾濫や津波等で浸水が想定
される区域や、土砂災害警戒区域がある地区
において、計画作成を支援するモデル事業を
実施し、協議会において、作成過程等を共有し
ながら、横展開を図っている。

【モデル事業実施地区】
・津山市城西地区（地区防災計画）　
・備前市片上地区（地区防災計画）　
・和気町田ヶ原地区（避難支援個別計画）

【地区防災計画】
　地域コミュニティにおける共助による防災
活動推進の観点から、市町村内の一定の地区
の居住者及び事業者（地区居住者等）が行
う自発的な防災活動に関する計画

【避難支援個別計画】
　避難する時に、周囲の支援を必要とする方
一人ひとりに対して、その方の避難の支援を
誰が担当するか、どこの避難場所に避難する
かなどを事前に定めておく計画

防災ワークシート（表）

防災ワークシート（裏）

ワークショップの様子

避難所運営等についての協議（津山市城西）

専門家による地区防災計画についての講演（備前市片上）

要支援者とその支援者による避難訓練（和気町田ヶ原）

（2）避難確保プロジェクト
　平成 29 年の水防法及び土砂災害警戒区域等
における土砂災害防災対策の推進に関する法律
の改正により、浸水想定区域や土砂災害警戒区
域内の社会福祉・医療・教育施設など市町村地
域防災計画に定められた要配慮者利用施設の管
理者等に、避難確保計画の作成及び避難訓練の
実施が義務付けられた。
　県では、施設ごとの浸水深や土石堆積厚など
災害リスクの基礎データを市町村に提供すると
ともに、避難確保計画の作成を支援するための
タイムライン作成に関するモデル事業や、要配
慮者利用施設の管理者等を対象とした県民局単
位での説明会を実施した。

第５章　防災・減災に向けて
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第６章

復興を願い、倉敷市真備町で灯されたキャンドル（平成 30年９月６日、倉敷市真備支所）

復興を願って高梁市立図書館に掲示された巨大な貼り
絵（平成 30年９月22日）

１年半ぶりに元の校舎に登校する倉敷市立川辺小学校の児童
（令和２年１月８日）

インタビュー

復興に向けて ⑤
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第６章　インタビュー

　平成 30 年７月豪雨で面積の約３割が水没した倉
敷市真備町は、亡くなった 51 人のうち14 人が障害者
だった。足が不自由だったり、寝たきりだったりして２
階や屋外に避難できず、多くは自宅の１階で発見され
た。
　　　　　　　　　　　◆
　私は約 20 年前の自転車事故による頸椎損傷で、
下半身が不自由になり、外出時には車いすが欠かせ
ません。もし「あの時」、一人きりだったら助かっ
ていなかったかもしれません……。
　平成 30 年７月豪雨に襲われた７月７日の朝。「水
が来とる！」という夫（満さん＝令和元年６月死去）
のがなり声で、１階にいた私は、はっと目を覚まし
ました。約1.4km西を南北に流れる末政川が決壊し、
自宅でも浸水が始まっていました。
　次男（龍比等さん）に促され、位牌などを２階に
移す準備をしている間にも水位はみるみる上昇し、

すぐに膝まで来まし
た。私は外へ逃げよう
と壁を伝って何とか玄
関まで行きましたが、
水圧でドアが開きませ
ん。やむなく寝室に戻
ると、重さ 100kg 以上もある電動ベッドが畳ごと
浮き上がり、恐ろしさに体が震えました。
　逃げ場はもう、２階しかありません。転倒して再
び頸椎を損傷すれば命に関わる恐れがあるため、階
段を使うのは医師から禁じられていましたが、次男
の先導でそろりそろりと上がりました。振り返ると、
後ろで体を支えてくれている夫の首近くまで泥水が
迫っていました。
　ようやく２階に避難した私たち一家は数時間後、
近所の人にボートで助けられました。
　あの日は夜中の１時半に倉敷市から避難指示が出

ていました。しかし、夫は仕
事で疲れて寝てしまい、私は
滝のように降る雨や近所の様
子を見ながら避難のタイミン
グをうかがっていて、すぐに
は動けませんでした。今にし
て私が思い出すのは、次男が
幼稚園の時、地元の昔話を題
材にして子どもたちや保護者
で作った「川辺宿むかしかる
た」の一節です。
　「ものすごい　みずになが
され　きえたむら」
　それは明治 26 年の大水害で
地区の 200 人ほどが亡くなっ
たことを伝える内容でした。
　歴史を知りハザードマップ
を確認していても生かせませ
んでした。足が不自由なだけ
に、なおさら早く避難してお
けば良かったと思いました。

岩崎美佳子さん ＝ 倉敷市真備町川辺兵庫県立大学教授  木村玲欧さん ＝ 防災心理学

岩崎さんは、自宅（後方）の２階窓からボートに乗り移る際、全身を抱えられて手すりを越えた＝平成 30年 11月、
倉敷市真備町川辺

迫る泥水、
紙一重での避難に

「わがこと意識」を持ち
「自助」「共助」「公助」で災害に備えよう

　三つ目は地域力の問題。独居や夫婦のみで暮らす
高齢者に、地域を挙げての安否確認や避難誘導がど
こまでできたのでしょうか。避難情報を流すだけで
なく、対面で避難を呼び掛ければより効果的です。
声掛けで多くの住民が救われた一方、地域のセーフ
ティーネットから漏れた人がいたのかもしれません。
　三つの問題は災害後にも関係します。高齢者は身
体的な問題から災害関連死のリスクが他の年代より
高く、情報に疎いと行政支援がタイミングよく受け
られません。
　災害時は、たとえ迫っていてもまだ大丈夫という

「楽観主義バイアス」が強く働きます。高齢者ほど
その傾向が強い可能性があります。しかし、災害の
前では、誰もが無防備だという気持ちで臨まなけれ
ばなりません。
　「自助」の面では、まず警報に関する意識を改め
るべきです。大雨警報が発表された時点で非日常に
なったと頭を切り替えます。徒競走の「よーい、どん」
と同じで、警報が出た段階で「よーい」と身構えます。
テレビをつけたり、懐中電灯や防災袋を玄関に置い
たり。そして避難情報などを「どん」の合図にして
避難などの安全確保行動をします。こうした行動を
ひとまとめにした警報発令時のルールを、災害前の
防災訓練などに自分で決めてほしいと思います。
　「共助」では地域力の底上げが不可欠。自治会や
自主防災組織などで計画を立て、安否確認や避難誘
導などの体制を築くべきです。例えば上の階に垂直
避難をするにも支援が必要な高齢者がいることを理
解し、事前にその実数を把握しておきます。支援が
必要な人の名簿を作り更新しながら、それを基に訓
練する必要があります。
　私たちは他のエリアの災害を自らに置き換えて考
える「わがこと意識」を持ち、今回の教訓を家族ぐ
るみ、地域ぐるみで防災につなげなければなりませ
ん。行政は高齢者が犠牲となった原因を真摯に検証
するべきです。災害対応の中核であるとの自覚を持
ち、リーダーシップを発揮しながら「自助」「共助」

「公助」の力を高めていく責務があります。

きむら・れお　名古屋大助教などを経て、平成 23 年から兵庫県立大准教
授、平成 31年から現職。岡山県が平成 30 年７月豪雨での初動対応など
を検証するため設置した「災害検証委員会」メンバー。京都大大学院修了。
博士（情報学）。東京都出身。

　平成 30 年７月豪雨により甚大な浸水被害が出た
倉敷市真備町では、犠牲者の約９割を高齢者が占め
ました。高齢者に被害が集中した理由は三つあると
考えられます。一つは身体的な問題。足腰が不自由
だと避難が困難で、犠牲者には要介護者が多かった
ようです。身体的なハンディから迷惑を掛けたくな
いと考え、避難に消極的になった可能性もあります。
　二つ目は情報活用の問題。現在はインターネット
でもテレビのデータ放送でもリアルタイムに災害情
報を入手できますが、高齢者には情報にアクセスで
きない人が少なくありません。仮に受け取れても、
警報や避難に関する情報は多様化しており、適切に
理解できないまま災害に巻き込まれてしまいます。
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黄ニラ、パクチー生産者  植田輝義さん ＝ 岡山市北区牟佐 ブドウ生産者  木村恭介さん ＝ 倉敷市真備町下二万

豪雨を耐えた「希望のパクチー」
復興進めて安定供給へ

ハウス３棟被害、
前向き栽培再開

れていた岡山市内の飲食店２店に、感謝の気持ちと
ともに取れたてのパクチーを届けることもできまし
た。待っていてくれた人たちに、直接この手で作物
を渡すことができて、非常にうれしい思いでした。
　その後も大切に育てて種を採り、同年 11 月にま
いたパクチーが順調に育つなど、黄ニラも含めて安
定供給できるようになりました。今後も着実に復興
を進めていくつもりです。
　平成 31 年４月からは初の新入社員２人を迎え、
技術指導も行っています。豪雨を耐えた希望のパク
チー。社員とともに大切に受け継いでいきます。

入減は覚悟しています。流されたハウス２棟では年
間 2.5t の収穫がありました。他にもハウスと露地で
ブドウを栽培していますが、新しいハウスが軌道に
乗るまで、あと３から４年。その間、毎年 400 万円
以上は減収となるでしょう。
　残されたハウスで水に浸かった木は樹皮には泥が
こびりついていましたが、剪定作業で落とした枝の
切り口は鮮やかな緑色でした。「枯れずに頑張って
くれている」と、生命力を感じました。まだ、将来
的に影響が出る恐れや今後の雨に対する不安はあり
ます。ただ心配しても仕方ないので、とにかく良い
物を育てる努力をするだけです。

植田さん（右）の畑で白い花を咲かせたパクチー＝令和元年５月 新しいハウスに植えられたブドウの苗木を確認する木村さん＝令和元年６月

豪雨や河川の氾濫による被害を受けた、植田さんのパクチー畑＝平成 30 年７月

水が引いた直後のハ
ウスの内部。天井ま
で泥水に覆われた＝
平成 30 年７月12
日、木村さん撮影

　県の特産物では、黄ニラやパクチーも大きな被害
を受けた。産地の岡山市北区牟佐、玉柏地区では、
両地区を流れる地蔵川が氾濫して川沿いの土地に泥
水が流入。壊滅的打撃を被った農地も多かった。平
成 30 年の一時期、両地区のパクチー収穫量は、例
年の約１割に減った。
　　　　　　　　　　　◆
　私が黄ニラとパクチーを栽培する畑では約 2.5ha
が冠水し、いずれもほぼ全滅しました。
　収穫間近の作物が全滅状態となり、19 年間にわ
たり歩んできた日々が一変しました。水が引いた作
業場もごみだらけ。絶望でした。経営規模の拡大を
見据え、農業法人アーチファームを設立した直後の
被災でもあり、出はなをくじかれた思いもありました。
また、何よりも、待ってくれている人たちに作物が
届けられず、申し訳ない気持ちでいっぱいでした。
　しかし被災から数日後、パクチーの畑で復旧作業
を進める中で、緑色に輝く二つの芽を見つけました。
周りを探すと、被災前にまいた種が所々で芽吹いて
いました。
　一筋の光のような芽に農作物の生きる強さを感じ
ました。生きているよ、と語り掛けられているよう
にも思え、私たちにとっては

「希望のパクチー」となりま
した。「復興に向けてできる
ことをやっていきたい」と、
前を向くことができるように
なりました。
　そして土の状態、水やり、
草抜きなどに一層気を配って
育てました。その結果、平
成 30 年８月 29 日、30cm ほ
どに成長したパクチー約３
kg を収穫。「希望の岡山パク
チー」として出荷することが
できました。
　そのなかで、被災後の産地
復興の手伝いに駆け付けてく

　平成 30 年７月豪雨で自宅は無事だったものの、
ピオーネとシャインマスカットを育てていたハウス
３棟、計 40a が被災しました。ハウス２棟は流され、
残った 25a の１棟も高さ約３m の天井まで冠水。収
穫直前の 3000 房が台無しになりました。
　残ったハウスに植えていた約 80 本は辛うじて枯
れませんでしたが、根が長時間泥水に浸かってしま
い、生育にどう影響するか不安でいっぱいでした。
　倉敷市真備町は、岡山県を代表するブドウ品種・
ピオーネの伝統的産地です。地区では昭和 58 年ご
ろから、県内で先駆的にピオーネの種なし栽培に取
り組んできました。
　私の父（賢二さん＝令和元年 11 月死去）は、農協の
営農指導員として長年、技術開発やその普及に努め
ました。自らのハウスに県内各地の農家を招き、種
をなくすジベレリン処理や房の整え方などを説明す
ることもありました。
　天候が穏やかで温暖な県南部では、毎年６月中旬
のハウスの加温物に始まり、露地物が出回る９月
いっぱいまでピオーネを出荷できます。他の地域よ
り出荷期間が長いのが一番の強みです。
　私たち約 90 軒の農家でつくる真備ぶどう生産組
合では、平成 27 年から首都圏で
のブランド化にも力を入れてい
ました。しかし、それが軌道に
乗り始めたさなかの被災であり、
手痛い打撃でした。
　私は、流されたハウス２棟の
跡に、降り積もるように埋まっ
た汚泥を取り除き、土作りもや
り直しました。その後、新たに
ハウス２棟、計９a を建て、平成
31 年３月にようやく、ピオーネ
とシャインマスカットの苗木を
植えました。
　再建に 1000 万円以上必要でし
たが、大半は国や自治体の補助
で賄えました。ただ、今後の収

第６章　インタビュー
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　それまで早かったような、しんどい思いをして長
かったような気がします。店舗も徐々に営業を再開
し、客足も次第に戻って翌年には被災前の８割程度
まで回復しました。「大変だけど頑張って」の言葉
が背中を押してくれます。
　一帯の浸水対策についても、新見市と協議を進めてい
ます。少し時間がかかりますが、安心して楽しめる環
境を整えて、昔のようなにぎわいを取り戻したいと思っ
ています。

週間ほどかかりました。
　さらに１年ほど過ぎても全国的な機械の在庫不足
や資金不足のため、一部企業では設備の買い替えが
進みませんでした。豪雨前の売り上げを取り戻すこ
とは難しく、大半が７割程度。その後もほぼ横ばい
で、被災から１年半たった今（令和２年１月）も７、
８割程度だと思います。
　センターがある笹ケ瀬川西側地域は排水ポンプ場
の整備が他の地域に比べて進んでいませんでした。
豪雨による被害を受け、岡山市はポンプ場の新設を
２年前倒しして令和４年度に完成させる予定と聞い

ています。一刻も早い対策
の完了をお願いしたいで
す。また同じような災害が
起これば廃業するところ
が出てくるのではないか
と心配しています。
　完全復旧はまだ道半ば
です。中小企業はこれま
で経済の停滞を経験する
たびに製品の付加価値を
上げて対応し、日本の「も
のづくり」を支えてきまし
た。今回の災害を乗り越え
て役割を果たし続けるた
めに、未来が明るく感じら
れるような長期的支援を
お願いしたいです。

　全長 1200m の鍾乳洞・井倉洞は岡山県天然記念
物で、年間６万人を集める観光地です。無数の鍾乳
石が幻想的な雰囲気を醸し出します。この一帯は平
成 30 年、２度の災害に見舞われました。
　７月の豪雨の時は高梁川の増水で洞窟入り口の屋
根が見えなくなりました。洞内は泥と水に覆われ、
照明などの電気設備が故障。発券所は流され、駐車
場の舗装はめくれ上がりました。洞の対岸で飲食や
土産物を扱っていた５店舗も１階天井近くまで水が
押し寄せました。水位の上がり方が非常に急で、逃
げるのがやっとでした。
　被災直後は何から手を付けて良いのか分からない
状態でした。ただ壊滅的な打撃を受けながらも、洞
内の鍾乳石は無傷でした。重機を入れられないため
ボランティアの方や業者とともに手作業で土砂を撤
去しました。約１か月後に入洞を再開し、平常に向
けた歩みが始まりつつありました。
　しかし９月末、再び悪夢に襲われました。片付け
を半分以上終えていた店内が、台風第 24 号により、
またも泥水に覆われたのです。入洞を再開し、何と
かなるのではと思い始めた矢先だったので、ショッ
クが大きく、もう駄目だ
と思いました。
　井倉洞は昭和 32 年に
地元住民が偶然見つけ、
新見市と開発を進めて同
34 年にオープンした歴
史を持ちます。先人が掘
り起こし、磨き上げて築
いた地域の宝物です。「昔
より減ったとはいえ、訪
れる観光客がいるのに、
やめていいのか」と自問
自答しました。周囲の励
ましもあり、もう一度気
持ちを奮い立たせて１週
間後、入洞再開にこぎ着
けました。

　岡山市北区久米、今保の中小の金属加工会社でつ
くる協同組合岡山鉄工センターでは、平成 30 年７
月豪雨の影響で近くの用水路の水があふれる内水氾
濫が発生しました。敷地約 13 万㎡の大半が浸水し、
20 社以上の工場や事務所が冠水しました。
　７月７日の朝から水位がどんどん上がり、手の打
ちようがありませんでした。製造設備の多くが水に
浸かり、各社の経営者や社員が被害状況の確認に追
われました。あれほど大規模な浸水は初めてでした。
　水が引いた９日ごろから各社で協力し、汚れた床
の清掃など後処理と並行しながら再稼働に着手しま
した。
　各社納品の遅れを挽回しようと懸命に作業しまし
た。約１週間でようやく動かせる機械もでてきて、
鉄を削る機械やトラックが行き交う音が響き、徐々
に活気を取り戻してきました。
　しかし団地内はまだ濡れた段ボールや机、ソファ
などが至る所に山積みになったままでした。電気系
統が濡れた機械は専門業者の点検が必要で、動かす
ためにさらに時間がかかりました。各社が操業を再
開したとはいえ、団地全体の本格稼働にはさらに２

井倉洞社長  杉　一夫さん ＝ 新見市井倉 協同組合岡山鉄工センター理事長  桑原正弘さん ＝ 桑原鉄工所社長

地域の宝、２度の被害
励まし受けて入洞再開

ものづくり中小企業
完全復旧道半ば

被災から間もない時の井倉洞入り口付近の駐車場。河川の氾濫で路面がめくれ上がっていた＝平成 30 年７月20
日

被災から約１週間後、濡れたソファなどが残る中で操業する桑原鉄工所＝平成 30 年７月

「お客さんや地元の方が励ましてくれます」と話す杉さん

「完全復旧して日本の
ものづくりを支えた
い」と話す桑原さん

第６章　インタビュー



221220

被災後の初登校となった当日は児童を非日常から日常
に向かわせる大事な機会と捉え、担任が一人ひとりに
声を掛けて向き合いました。避難所生活と片付けに追
われる子どもたちが多い中、久しぶりに友達と再会し、
表面的には明るく元気そうに見えました。
　９月３日から玉島小学校（同市玉島阿賀崎）と県立
玉島高等学校（同）を借りて授業を再開。通学には、
往復２、３時間かかる子もいたため、２週目に入ると、
欠席が多くなり、表情が乏しくなったり口数が少な
くなったりした児童もいました。
　スクールカウンセラーを２人に増員してもらい、
児童の話にはしっかり耳を傾けました。気になる児
童にはカウンセリングを受けてもらい、医療機関に
つなげることもありました。
　規則正しい生活リズム、充実感ある学校生活で、
早期に日常を取り戻すことが子どもの安心感につな
がるという思いがずっとありました。10 月９日に
二万小学校（同市真備町上二万）のグラウンドにプレ
ハブ校舎ができて移転し、「やっと自分の居場所がで
きた」と児童も落ち着けたようでした。
　令和２年２月 18 日には箭田小学校に戻ります。
被災以来、大きなゴールの一つにしていた元の校
舎での授業再開。同 22 日には復旧をお祝いする会
を開催します。これから新たな気持ちで、自分た
ちの学校をつくっていくという節目の機会にした
いと考えています。
　多くの人に支えられて今日を迎えることができま
した。感謝の気持ちを忘れず、真備のために、自分
たちができることを頑張っていける子どもたちを育
てていきたいと思います。

電線が垂れ下がっている場所もあったため、船外機
は付けず、オールでボートを漕ぐことにしました」。
機動隊は７日だけで住民ら 150 人以上を救助した。
装備品を積んだ車両が水没し、飲み水もないまま活
動を続けた。そのさなかに末政川の堤防が決壊し、
濁流にのみこまれそうになった。「我々がいた地区
も、本当に、あっと言う間に膝上ぐらいまで水が来
て、濁流に足元をすくわれそうになった隊員もおり
ました」。救助された住民と隊員は急きょ、近くの

タクシー会社の２階
建て社屋に避難した。
　７月９日、池田さ
んら機動隊が自衛隊、
消防とともに二万橋
を拠点に活動してい
ると、中学３年か高
校１年ぐらいの生徒
３人が自転車でやっ
て来た。前かごにペッ
トボトルの飲料水、
軍手、長靴を積んで
いた。「『お手伝いで
きませんか』と彼ら
は言うのです。『水が
引いたらボランティ
アに来てください』
と返事をしましたが、
そのことを今も覚え
ています」

　７月７日の早朝、近隣中学校の校長からの電話で、
学校が浸水していると聞きました。学校、地域の状
況を確認しようと、何とか近くまで行くと、水に浸
かった校舎を目の当たりにしてぼうぜんとしました。
　箭田小学校（倉敷市真備町箭田）は、堤防が決壊した
小田川支流・高馬川に面しています。校舎２階の床上
80㎝まで浸水し、児童 286 人（当時）の約８割に当た
る 232 人、教職員６人の自宅が被災しました。
　何より気がかりだったのが、子どもたちの安否。
保護者の携帯電話番号を記した緊急連絡カードは
水没した校舎にあったので、倉敷市教委のメール
配信システムで、避難しているかどうかなどの情
報を集めました。校舎に入れたのは災害発生から
数日たった 11 日。職員室は物が散乱し、体育館は
水を吸った床板が反り上がっていました。すぐに
緊急連絡カードを取り出して水洗いし、連絡が取
れない家庭に個別連絡をとって、児童全員が無事
だと判明しました。
　片付けは 18 日に始めました。引き取り可能な児童
の持ち物について保護者に連絡すると、次々と取り
に訪れました。習字セット一つでもきれいに残って
いると、喜んでもらえました。小さなことのようで
すが児童にとっては思い出の詰まった大切な物。丁
寧な対応を心掛けました。
　８月 28 日の登校日を前に、教員は気を付けることに
ついてスクールカウンセラーから研修を受けました。

　倉敷市真備町を流れる小田川が決壊したとの連絡
を受け、池田さんが率いる機動隊員は７月７日未明、
真備町を目指した。数時間前、総社市の JR 日羽駅
周辺で住民が孤立しているとの情報があり、そちら
へ救助に向かった後、いったん岡山市北区の機動隊
庁舎に戻り、車両の装備品を積み替えて来た。降り
しきる雨の中で徹夜の任務だった。
　高梁川に架かる川辺橋を渡り、幹線道を西へ進ん
だ。６時半か７時までには末政川（小田川支流）の
直近に到着した。「ここには水（氾濫水）が全くあり
ませんでした。道路上も対向車が何台か走っていた
のを記憶しています」。ところが末政川を渡った向
こう側の光景は違い、広大な池のように目に映っ
た。水深５m、民家は屋根しか見えなかった。取り
残された住民が屋根の上やベランダで救助を求めて
いた。
　このとき現場にいた隊員は十数人だった。ボート
を３艇下ろし、救助活動を開始した。「浮遊物があり、

倉敷市立箭田小学校校長  大﨑卓己さん 岡山県警察本部機動隊長  池田辰夫さん ＝ 現・岡山県警察本部警備課長

箭田小再開
感謝忘れず、真備のために

濁流の中、救助活動
７日だけで150人以上

「早くもとの生活にもどりますように」など願いを込めた短冊を飾り付ける
児童＝令和元年６月28日（箭田小学校提供） 面積の約３割が水没した倉敷市真備町＝平成 30 年７月９日

「新たな気持ちで、自
分たちの学校をつ
くっていきたい」と
話す大﨑さん 「真備町が広大な池

のように見えた」と
話す池田さん
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避難するのは難しかったので、一般民家の２階に避
難させてもらおうと決めました。何軒も頼みました
が、人数も多く、受け入れてもらえませんでした。
諦めかけていたところ、ようやく１組のご夫婦が受
け入れてくれました。助かったわけではありません
が、正直ほっとしました。この家で約 10 時間過ご
すことになります。
　自分が何をすべきか考えました。全員を助け出す装
備はありません。救助がすぐに来ないのも分かって
いました。諦めず、避難者と部下の精神的な支えに
なるのが大事と思って行動しました。水が見えるた
びにパニック状態になる方が多かったので、余計な
体力を消耗しないよう声を掛け、休んでもらいました。
　しかし、水位は２階の足元まできました。避難者
の疲れもピークに達し、悲鳴を上げる人、窓から外
へ向けて大声で助けを求める人……。私に対して「救
助はまだか」と詰め寄る人もいました。
　辺りが暗くなる前に、より高い場所へ避難しなけ
ればなりませんでした。（避難した）ご夫婦の家は屋
根に上れない構造。土手まで 200m から 300m 泳ぐ
ことを考えましたが、高齢者、女性は無理と判断し
ました。５mほど先の家は、屋根に上がれる構造だっ
たので、室内の衣装ケースを空にして、浮輪代わり
にしようと準備しました。持っていたライフジャ
ケットを交代で着けてもらい、10 人ぐらいを避難

させた時、自衛隊のボートが救助に来てく
れました。
　救助がいつ来るか分からない、先の見えな
い状況は精神的につらいものがありました。
しかし、警察官の私が不安そうな表情を浮
かべてはいけないと、終始冷静になるよう
心掛けました。そうできたのは、日頃の現
場経験が生きたと実感しています。警察官
は、事件事故、さまざまな現場で冷静な対
応を求められる―。それは災害現場でも共
通しています。今後も与えられた状況の中、
自分の力を最大限発揮できるよう、精神力、
体力を鍛えていきたいと思っています。

動を余儀なくされた。避難所の平島小学校が浸水し、
施設を変更しなければならなかった。浸水した地域
は平島地区、南古都地区を中心に広がり、その範囲
750ha、床上浸水 1569 棟、床下浸水 661 棟に上った。
　「広範囲の浸水でしたが、倉敷市真備町に比べて、
一部を除き深くはなりませんでした。垂直避難（１
階から２階への避難）を呼び掛けながら、まずは平
屋のご家庭を目指して救助活動を行いました」。消

防団・自衛隊の応援
を得て、７月８日朝
から約 300 人体制で
浸水地域のローラー
作戦を展開した。被
災住宅の片付け中に
体調を崩した、熱中
症の疑いのある人の
救急搬送にも当たっ
た。
　岡山市東区は自主
防災組織の組織率が
高い地域といわれて
いる。平成 30 年７月
豪雨災害による死者
は東区では１人もい
なかった。「住民の皆
さんの自助・共助の
力が働いたことが大
きいと思います」

　災害の危険が迫っているとして７月６日夜、岡山
市内の機動隊で待機していました。警察無線が鳴り
響き、ひっきりなしに寄せられる 110 番通報に「今
までとは違う」と感じました。日付が変わるころ、
倉敷市真備町に出動しました。
　現地では、何が起きているか分かりませんでした。
足元は浸水し、用水路は増水して冠水が始まってい
ました。徹夜で交通規制と避難誘導に当たりました。
　翌７日８時ごろ、コンビニで交通規制をしている
と、濁流から逃げてきたという人が四方から避難し
てきました。「孤立した」と気づきました。
　ここで決断しました。車両を残して歩いて避難す
るしかないと。増水のスピードは速く、車で移動し
ても、どこかで使えなくなってしまう可能性があっ
たからです。部下２人と避難者の計二十数人を連れ、
濁流の中、安全な場所を探して避難を始めました。
　付近は田と畑しかなく、完全に安全な高い場所へ

　異変に気付いたのは７月７日２時ごろだったと、
杉本さんは記憶している。管内を北から南へ流れる
砂川の水位は、豪雨により氾濫危険水位（5.7m）を
超え、6.8m に達していた。「その水位が一気に下がっ
たのです」。県内に６日、大雨特別警報が発令され、
杉本さんは東消防署（岡山市東区西大寺南）でパソコ
ン画面に表示される水位データを監視していた。「な
ぜか」と思う間もなく、現場にいる分団長から消防
署に緊急連絡が入った。砂川左岸（東側）破堤の一
報だった。
　消防車両とバスで東消防署をたち、砂川右岸（西
側）で土のう積みを行っていた隊員約 20 人は作業
を止め、決壊した左岸へ向かった。破堤箇所は長さ
120m に及んでいた。「水害の急性期は、隊員の身の
危険もありますし、現場に近づくことが困難でした。
状況がさらに悪化することも考えられ、われわれ消
防でできることは限られました」。道路冠水で消防
車両が動けなくなり、現場指揮所は小高い場所へ移

岡山南警察署  板谷大輝さん　＝ 中国四国管区機動隊 岡山市東消防署副署長  杉本博房さん

濁流の中誘導
民家２階で耐えた10時間

避難所の平島小浸水
垂直避難呼び掛け

「一帯は海のようになっていた」と話す板谷さん＝倉敷市真備町川辺 120mにわたって破堤した砂川＝平成 30 年７月７日、岡山市東区沼

「警察官としての現
場経験が生きた」
と話す板谷さん

「自助・共助の力が大きかった」と話す杉本さん
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け、７月７、８の両日、７機で真備町を中心に活動
した。出動件数 73 件、ホイスト装置を使用し 46 人
を救助した。浸水地域の民家２階から救助を求めて
いた住民を機内に収容し、まび記念病院では入院患
者らを搬送した。総社市日羽で高梁川の濁流に流さ
れ、約 16km 下流の中州で発見された人も助け出
した。
　県消防防災航空隊は平成 21 年に発足した。林野
火災での空中消火、傷病者発生地への医師・医療資
機材搬送、水難や山岳遭難事故での捜索・救助、災
害に関する情報の伝達広報といった活動も行う。運
航時間は８時半から 17 時 15 分まで（緊急時は日の
出から日没まで）。県内各消防本部から派遣された８
人が隊員になっている。
　名越さんは倉敷市消防局から派遣され、平成 31
年４月、航空隊長の任に就いた。東日本大震災では
現地入りし、宮城県多賀城市を中心に行方不明者の
捜索に当たった経験を持つ。「消防防災航空隊の活
動について、より多くの人に知ってもらいたいです」

濁流の中は立つのもやっとで、玄関に行くのも難し
かった」と振り返る。
　渡邊さんと署員１人は家を囲むブロック塀を頼り
に大回りしながら、玄関に近づいた。家の中からは

「助けて」「お願いします」という救助を求める声が
響いていた。「『早く行かないと』という気持ちばか
りが焦った」と渡邊さん。江見さんともう１人の署
員は、渡邊さんらが助け出した住民の手を取って高
台へと誘導した。最後に脚の不自由な高齢女性を渡
邊さんが背負って助け出し、避難させた。
　身の危険を顧みず、全員無事に救出した渡邊さん

と江見さん。今回の活動か
ら、水害の危険性について
改めて考えさせられたとい
う。渡邊さんは「救助の知
識がない中、とっさにとっ
た行動が正しかったか今で
も疑問を感じることがあ
る。地元のことを一番よく
知っている消防団だからこ
そ、団員として、災害に直
面したらどうすべきか皆で
共有して考えていきたい」
とし、江見さんは「何が起
こるか分からない時代。ハ
ザードマップや自分の目で
見て危険だと思うところを
洗い出し、自分たちの地域
は自分たちで守る意識が必
要だ」と話していた。

　「ハザードマップそのままだと思いました」。それ
が第一印象だった。７月７日、名越さんは県消防防
災ヘリコプター「きび」に乗り、浸水した倉敷市真
備町の上空にいた。民家は２階の屋根まで冠水、コ
ンビニエンスストアは水没、水上には大きな建物し
か見えなかった。「ああこれが現実かと思い、どこ
から救助するか、そちらへ意識を集中しました」
　「きび」には、隊長（運航指揮者）、ホイスト（要救
助者を吊り上げる装置）を操作するオペレーター、救
助に下りる隊員２人、操縦士、整備士の計６人が乗
務していた。６都県の消防防災ヘリ６機の応援を受

　平成 30 年７月豪雨が発生した７月７
日未明、美作市消防団吉野分団の渡邊さ
んと江見さんは、吉野川の増水や土手の
一部決壊による洪水で山際にある民家が
床上浸水する中、美作署員２人と協力し
て濁流に腰辺りまで浸かりながら高齢女
性らを助けた。
　現場は県道沿いにあり、近くを吉野川
が通っている。７日０時半ごろ、渡邊さんは大雨に
伴う県道の通行止め作業に当たっていた。その時、
川に架かる石原橋西側が水没して通れなくなってい
るのを発見。橋に近い民家から救助要請があったと、
消防団から携帯電話に連絡が入った。近くに住む江
見さんを呼び、ちょうどパトロール中だった美作署
員２人と共に現場に急行した。
　街灯もなく、暗闇での活動。既に県道は冠水して
おり、民家はより低い土地にあった。民家の裏山か
らも水が出て、敷地は川のように激しく水が流れて
いた。渡邊さんは「水位が腰下くらいまであった。

岡山県消防防災航空隊副隊長  名越康雄さん ＝ 現・同隊長　 美作市消防団  渡邊宏樹さん ＝ 美作市豆田、江見耕志さん  ＝ 美作市小ノ谷

６都県の消防ヘリ応援
ホイストで救助

水害の怖さ
認識あらたに

水害の発生した民家近くで状況を説明する２人
【写真左】全国から駆け付けた緊急消防援助隊航空小隊＝平成 30 年 7月 8日、岡山桃太郎空港【同右上】まび記念病院での救助活動の様子＝７月８日【同
右下】高梁川で救助する様子＝７月７日、倉敷市酒津（県消防防災航空隊提供）

「きび」に乗り込み、消防防災ヘリでの救助を行った名越さん 当時の様子を振り返る渡邊さん（写真右）と江見さん

第６章　インタビュー



227226

災者との交流も生まれました。住民からの感謝の言
葉は常に隊員の力になりました。被災して大変な状
況なのに、隊員に飲み物を差し入れしようとしてく
れたり、日陰を休憩場所として貸していただいたり
……。差し入れを受け取ることはできませんでした
が、住民の温かさを受け取りました。また、被災し
た保育園児が陸上自衛隊日本原駐屯地を訪れ、寄せ
書きをプレゼントしてくれました。つらい経験をし
た子どもたちですが、日本原で再会でき、元気に遊
ぶ姿を見ることができ安心しました。
　県民や関係機関の理解や支援、協力を得られたこ
とで、完遂できたと感じています。過酷な環境の中、
隊員もよく頑張ってくれました。

瀬地区で４家族を無事救助した。高梁川の水があ
ふれ、川沿いの道路は寸断されていた。ボートを
使ったが、あまりの激流でコントロールが利かず、
５km 離れた現場へ到着できるかどうか、現場か
ら帰って来られるか否かも見通せない状況だった。

「そのとき、案内していただいた地元の消防団員さ
んが言われました。『救助できなくても、帰れなく
ても、寄り添いたい』。その言葉を聞いて、私たち
は前進しました」

　発生直後から倉敷市真備町を中心とした被災地に
入り、人命救助や行方不明者捜索、災害廃棄物の撤
去などの支援に尽力しました。
　県から災害派遣要請があったのは７月６日深夜。
日本原の主力部隊は６月下旬から北海道で実施され
た演習に参加していたため、残っていた隊員 15 人
程度を、まず高梁市や倉敷市真備町に派遣しまし
た。主力部隊も演習を中止し、フェリーで帰隊、７
月 10 日から被災地入りしました。真備町では８月
11 日の撤退まで毎日 100 人以上、多いときは約 200
人の隊員が活動しました。高梁、新見市では給水支
援も行いました。
　特に被害が甚大だった倉敷市真備町では、７月７
日朝から三軒屋駐屯地（岡山市北区宿）の隊員と協力
し、人命救助に尽力しました。井原線川辺宿駅近く
の小田川の土手を拠点に、救出活動に取り組みました。
浸水の深さは最大で５m ほどにもなり、活動は困難
を極めました。それでも民家の２階や屋上などに取り
残された住民をボート７隻で何往復もして約 1000 人
を助け出すことができました。隊員は県内だけでは
足りないため、愛知県の部隊の応援を受けて対応し
ました。中には取り残された家族がいると住民から
連絡を受けて救出に向かったケー
スもありました。
　９日には水が引き、活動は行方
不明者の捜索、災害廃棄物の撤
去になりました。今回の豪雨の
特徴でもありますが、災害発生
当初（７月６日から７日）は特別
警報が出るほどの大雨でしたが、
８日以降、一転して猛暑日が続
きました。隊員たちは、大型機
械が入れない路地や住宅街の道
路上に背丈より高く積まれてい
る廃棄物を、手作業で回収車へ
載せました。避難所での給水や
救援物資の輸送も担当しました。
　活動は１か月以上にわたり、被

　平成 30 年８月 20 日、倉敷市が、平成 30 年７月
豪雨に伴う市内の災害ごみの総量は真備町を中心に
推計で約 20 万 t に上ると明らかにした。
平成 29 年度の同市のごみ排出量（17 万
t）を上回る推計量だった。陸上自衛隊三
軒屋駐屯地（岡山市北区宿）の第 305 施設
隊は、７月 10 日から８月１日まで真備
町で道路啓開（緊急車両などを通すための
早急な瓦礫処理）や災害ごみ撤去に当たっ
た。同隊の活動人員延べ 1992 人。油圧
ショベルや、グレーダと呼ばれる道路
啓開用車両を使っての作業だった。災
害ごみ２万 8020㎥を撤去した。
　「最大限貢献するというのが自衛隊の
任務です。被災した町の方々にいかに貢
献するかが勝負だと、隊員に言い続け
てきました」。岡田さんは、東日本大震
災で津波被害を受けた岩手県に派遣され
た。大地震災害が起きた中米ハイチへの
国際救援隊に参加した経験もある。７月
豪雨では、７月８日午前中から真備町に
入り、救助活動を行った。８日夜のこと、
警察が来るまでの治安維持任務で、水が
引いた後の道路上で見張りをした。「逐
次車がやって来ました。地元の方もおら
れましたが、そうではない車もいました。
10 台はいたと思います。私の姿を見て急
に引き返すのです。泥棒だと直感しまし
た」
　７月７日、岡田さんら第 305 施設隊
の 21 人の部隊は、水没した高梁市の広

陸上自衛隊日本原駐屯地司令 1 等陸佐 増田健吾さん ＝ 現・陸上自衛隊第６師団司令部火力調整部長 陸上自衛隊第 305 施設隊１等陸尉 岡田輝彦さん

ボートで往復1000人救助
住民からの感謝を力に

被災者に貢献したい
災害ごみ、道路啓開に尽力

災害廃棄物を撤去する陸上自衛隊日本原駐屯地の隊員たち＝平成30年７月23日、倉敷市真備町（同駐屯地提供） 災害ごみ処理活動が進む倉敷市真備町＝平成 30 年７月19日

「発災当初、最大５
mほど浸水箇所があ
る中での人命救助に
苦労した」と振り返
る増田さん

激流の中、ボートで救助活動を行ったことを振り返る岡田さん
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ほしい」とのことだった。ところが８日朝の段階で
は状況が大きく変わっていた。真備町で救助された
住民らも同病院に収容されており、三百数十人が同
病院にいたのだった。「アセスメント（災害現場の評
価）は時々刻々としなければならないと、改めて思
いました」

間の機動力を生かして迅速に判断し、被災者の細か
いニーズに対応しました。
　これからも災害は多発します。７月豪雨では災害
時対応の根本を見直す必要を感じました。まずは、
避難所の多くが学校の「体育館」である現状を改め
なくてはいけません。人が暮らすには忍耐を強いら
れ、授業再開と同時に退去を命じられます。和室の
ある公民館、借り上げが可能な民間宿泊施設との連
携なども進めておくべきです。
　「根性論」を脱し、最新の正しい知識を獲得し、
前例踏襲をよしとしない意識が必要ではないでしょ
うか。災害は忍耐で乗り越えるものではなく、起こ
るたびに同じことを繰り返していては意味がありま
せん。ＳＮＳで世界中の人とつながることができる
時代です。一人ひとりが災害発生を想定し、避難、
支援の在り方を考えていきましょう。

　７月７日から 16 日まで、石井さんは県庁に詰め、
県災害医療本部内に設けられた DMAT 県調整本部
の本部長を務めた。DMAT は、大規模災害や多傷
病者が発生した事故などの現場で、急性期（おおむ
ね 48 時間以内）から活動できる機動性を持つ、専門
的な訓練を受けた医療チームである。基本的に医師
１人、看護師２人、業務調整員２人の計５人でチー
ムを構成する。
　「DMAT 県調整本部を立ち上げたのは７日 11 時
でした」。厚生労働省の広域災害救急医療情報シス
テム（EMIS）を使い、県内医療機関の被災状況や医
療ニーズの把握に努めた。15 時 10 分、県南西部保
健医療圏の基幹である倉敷中央病院が受け入れ能力
を超えたのではないか、との情報が入った。「結果
的には大丈夫だったのですが、倉敷中央病院がその
ような状態に追い込まれると本当に困ると、その場
では思いました」。15 時半、DMAT の活動拠点本
部を２次保健医療圏ごと、県内５箇所に置くことを
決めた。19 時、倉敷市真備町の、まび記念病院以
外に医療ニーズは
ないと分かった。
　翌８日９時、県
内 DMAT に 派 遣
を要請、各チーム
は水没し孤立して
いた、まび記念病
院を目指した。７
日夜、石井さんが
聞いた同病院の患
者 数 は 76 人 だ っ
た。その時点で病
院 側 の ニ ー ズ は

「緊急度の高い患
者さんは、とりあ
えずいない。明日

（８日）朝一番で透
析患者さんだけで
も搬送を開始して

　平成 30 年７月豪雨発生直後、被災地を支援する
民官の連携組織「災害支援ネットワークおかやま」
を立ち上げました。県内外の支援者と被災地をつな
げる調整役として活動しました。
　組織設立のきっかけは平成 28 年の熊本地震。被
災 1 週間後に現地入りし、混乱した現場を目の当た
りにしました。さまざまな機関から支援が入ります
が、社会福祉協議会や民間団体、行政がばらばらに
活動してしまったら被災者にうまく届きません。連
携し、支援をより効率よくするためには枠組み作り
が必要だと感じたので、平成 30 年春には県職員と
熊本地震の被災地を視察し、連携を始めていました。
　そんな折に７月豪雨が発生しました。支援者を組
織化するイメージがあったので、迅速な対応につ
ながったと感じています。発生直後の 7 月７日、支
援団体にＳＮＳ（会員制交流サイト）で呼び掛け、９
日に１回目の会議を開きました。災害経験の少ない
岡山県では、無関心な人が多いのではと思っていま
したが、会議では定員 60 人に対し、県内を中心に
ＮＰＯ、企業、労働組合などの団体から 100 人を超
える人が集まり、関心の高さがうかがえました。ま
ずは情報共有が重要と考え、会議では、避難所やボ
ランティアセンターの現状を話してもらったり、不
足している支援を具体的に伝えてもらったりしまし
た。開催後にはＳＮＳの facebook でも共有しまし
た。
　７月豪雨では、指定避難所が人であふれ、
指定された場所以外に逃げ込む人が大勢い
ました。指定外には行政の支援が届きにく
かったため、物資を仲間で届け、そこで聞
いたニーズをリアルタイムで共有し、看護
師が支援に行くなどの連携をしました。７
月 8 日には、支援金の寄付を募る「ももた
ろう基金」を「みんなでつくる財団おかやま」
で立ち上げました。集まった資金は、支援
団体だけでなく避難所や医療機関にも助成
しました。お金を分配する場合、行政だと
時間がかかってしまいますが、私たちは民

岡山赤十字病院医療社会事業部医師  石井史子さん 災害支援ネットワークおかやま 世話人 石原達也さん  ＝ 岡山 NPO センター代表理事

300人以上が収容
現場は時々刻 と々変化

民官組織で支援
災害対応の根本見直しを

被災直後から定期的に開催された「災害支援ネットワークおかやま」の情報共有会議＝
平成 30 年 8月28日、倉敷市（同ネットワークおかやま提供）倉敷市真備町、二万橋救護所で活動する岡山赤十字病院 DMATチーム＝平成 30 年７月８日（岡山赤十字病院提供）

7月豪雨発生時の様子を話す石井さん

「災害時対応の根本
を見直す必要がある」
と訴える石原さん
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た。JR や各地の私鉄から予備部品を借り、応急修
理をすることができました。
　三谷駅以西の運行は再開させたものの、不通区間
があるため、“ 井原線離れ ” に歯止めがかかりませ
んでした。また、総社から矢掛方面に通っている学
生も多く、住民有志がバスを用意して総社から矢掛
町の高校へ送っていくケースもありました。一日も
早く復旧しなければと思い、地元のバス会社の協力
で、不通区間に代替バスを走らせることができまし
た。
　９月３日、全線での運行再開にこぎつけました。
被災地ではまだまだ復旧工事も進んでいない時期
だったので、井原線の再開は、被災地を元気づける
と感じていました。
　これからも災害は避けられません。真備町に高い
建物はほとんどないため、平成 30 年７月豪雨では、
高架の線路に逃げ込む様子も見られました。想定外
でしたが、避難ルートになる可能性もあると知りま
した。災害時に井原鉄道として、何ができるかこれ
から考えていきたいと思います。

た。地域のタクシー業者に送迎バスの運行をお願い
すると「このような事態なので、何とかしましょう」
と、無料運行してくださいました。８月には学習支
援をお願いした企業が東京からプロの先生を派遣し
てくださり、子どもたちに大人気の場となりました。
　岡山市が被災地で子どもの日中預かりを始めるこ
とになると、私たちは「ひろば」を続けるかどうか
悩みました。しかし、活動を支えてくださる地域の
方々が「市と支援の内容が全く同じではないので、
ここはここで継続してはどうか」と言ってくださり、
継続を決めました。
　夏休みの終わりまで、多い日には 100 人を超す子
どもたちが集まりました。被災者のことを一番に考

え、地域は地域でできるこ
とを、行政は行政でできる
ことをするという、共助と
公助の連携の大切さを学び
ました。
　夏休み後も親子の交流を
不定期で行い、翌年４月か
らは毎週水曜に江尻レスト
パークに集まって外遊びの
イベントなどについて情報
交換しています。メンバーは
80 人以上になりました。地
域の人が普段から気軽に声
を掛け合って、いざという
ときにも助け合えるコミュ
ニティーを、みんなで育て
ていきたいと思っています。

　台風や大雨の影響で１日だけ運休することはあり
ましたが、平成 11 年の開業以来、約２か月間の部
分運休は初めてでした。通勤、通学での利用者が多
いので、一日でも早く復旧させたいとの思いで取り
組んできました。
　総社（総社市）―神辺（福山市神辺町）を結ぶ井原
鉄道の井原線は、倉敷市真備町内にある備中呉妹、
吉備真備、川辺宿の３駅が被災し、総社―三谷（矢
掛町）間が不通となりました。
　豪雨が発生した７月６日は全線で運休していまし
た。水が引くのを待ち、現地確認後、真備町の区
間は高架のため線路自体に被害はありませんでした
が、信号制御などの機械室や無線
基地局を地上に置いていたため、
信号や通信機器が使えなくなって
いました。また、被災した３駅は
待合室やトイレも泥で埋まってい
ました。
　７月 10 日、被害を免れた三谷
駅以西の運行を再開させると同時
に、真備町内の復旧を急ぎました。
まず、運行再開に必要な部品を調
達しようと、メーカーとの調整を
始めました。鉄道部品のほとんど
が井原鉄道に合わせて作られてい
るので、作業をスピードアップす
るため、メーカーの社員が被災現
場を実際に見て必要な部品をリス
トアップし、取引先に予備品の在
庫がないか問い合わせてくれまし

　わが家は岡山市東区の瀬戸町地区にありますが、
息子たちは隣接学区の平島幼稚園に通った時期があ
り、平島地区にはたくさんの友達がいます。
　その平島地区が平成 30 年７月豪雨で大規模な浸水
被害に遭いました。豪雨の夜が明けると、私は携帯
電話の充電器や飲料を買って友達の家へと急ぎまし
た。ところが、想像を絶する泥水の海が広がり、ほ
とんどの友達の家には近づくこともできませんでした。
　あまりに無力な自分を悔しく思い、平島地区の親
子を支援しようと立ち上げたのが「助け合うお母さ
んの会」です。メンバーは瀬戸町地区の子育て世代、
約 60 人です。
　平島地区の子どもたちと過ごす広い場所として思
いついたのが、瀬戸町地区の南端で平島地区に近い
江尻レストパークでした。大きなドーム屋根のある
広場にグラウンド、広いエントランスや駐車場もあ
ります。ここで子どもの一時預かりと、親子の居場
所づくりをすることにしました。活動を「自由あそ
びのひろば」と名付け、平島小学校に一斉配信のメー
ルを使って告知していただきました。
　間もなく持ち上がったのは、交通手段の問題でし

井原鉄道井原駅長  鳥越　肇さん 助け合うお母さんの会代表  枝広真祐子さん ＝ 岡山市東区瀬戸町旭ヶ丘

一日も早い復旧を
２か月で全線再開

子ども一時預かり
共助、公助の連携大切に

親子の交流の場となった「自由あそびのひろば」＝平成 30 年７月、江尻レストパーク被災直後の吉備真備駅＝平成 30 年７月８日（井原鉄道提供）

「部分運休で離れてし
まった利用客に、再
度井原線の良さをPR
していきたい」と話す
鳥越さん 「多くの人の支えのおかげで活動が継続できました」と話す枝広さん
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を数えた。力仕事は無理だが、託児のお手伝いなら
できるという方がたくさんいた。夏休み期間中だっ
たことから、小学校の教師も参加した。「開設期間
を過ごすにつれて、子どもたちの間には年長の子が
年下の子を構ってくれる姿やチームワークも生ま
れ、笑顔もたくさん見えだしました」
　福光さんが代表を務める「子育て応援こっこ」は、
保育士、助産師、栄養士、看護師の 15 人がスタッ
フの、子育て支援グループだ。平成 14 年６月に発
足し、主に０歳から３歳児までの親子、妊婦が気軽
に集える場を、総社市から受託して県立大学など市
内３箇所で開設している。
　７月６日夜、自宅にいた福光さんは「横から、も
のすごい力で押されたような衝撃」を体感した。高
梁川の対岸、アルミ工場の爆発だった。翌朝、倉敷
市真備町と総社市下原の惨状を知る。清音小学校に
避難所が設けられた。「真備の方が大勢、体育館に
避難されていたのを覚えています」。生後４か月の
子どもを連れた母親もいた。総社市の担当課に連絡
し、こっこの仲間と体育館の一角に子どもの居場所
を設けた。県立大学での居場所事業より前に、福光
さんらの支援活動は始まっていた。

を占め、多くの方は自力避難が困難な要支援者でし
た。災害時に人的被害を減らすには、要支援者の指
定避難所への早期避難が必須。災害情報だけでは早
期避難は難しく、住民は日常的な避難訓練に参加し、
危機意識を持ち、避難するという災害文化を育てる
ことが必要です。
　被災地の復興に関しては、住民同士で徹底的に話
し合うワークショップを繰り返し開き、まちづくり
の目標を共有することが大事。市町村は全職員がそ
れぞれ地区を担当し、住民と共通の価値観を持つよ
うにすべきでしょう。災害が起こってから考えるの
ではなく、起こる前に準備をすることが被害を小さ
くすることにつながることを知っておいていただき
たい。

　豪雨で被災した子育て家庭を対象に、県が７月
18 日から８月 31 日まで 35 日間、県立大学（総社市
窪木）の遊戯室で子どもを一時的に預かる無料の「居
場所」を開設した。災害ごみなどが散乱し、けがを
する恐れもあるため、家屋を片付ける際に子どもの
預け場所がほしい、といった声が被災者から出てい
た。９時半から 16 時まで開き、期間中、０歳から
小学６年生までの子どもと保護者延べ 787 人が利用
した。県に請われ、居場所の総括を担ったのが保育
士の福光さんである。
　「たくさんの方々が関わってくださり、よかった
と思います」。居場所事業を支えたボランティアは、
東京、埼玉、四国など全国から集まり、延べ 397 人

　平成は災害が相次いだ時代で、日本の歴史の中で
も特異です。世界的にも非常に大きな災害が発生し
ており、私たちは災害多発時代に生きています。
　集中豪雨で岡山県に大きな犠牲が出ましたが、も
し南海トラフ巨大地震がマグニチュード９で起これ
ば、岡山には３m から４m の津波が来るほか、液
状化も起き、もっと大きな被害が生じます。今回の
災害を単なる無慈悲な災難と考えるのではなく、今
後さらに大きな災害が起ころうとしていることへの
警鐘ととらえ、教訓を生かしていかなければなりま
せん。
　これからの災害対応の基本は、災害が必ず起きる
ことを前提にすることです。何か起きてからしか対
策を講じることができない災害対策基本法を抜本的
に見直さなければなりません。さらに、事前の減災
対策で被害を小さくし、復旧・復興期間を短縮する

「縮災」という考え方を提案しています。鉄道や高
速道路の復旧が遅れれば、社会経済の被害はどんど
ん大きくなります。被害を抑えるだけでなく、早く
社会の流れを動かすことが重要です。
　平成 30 年７月豪雨では、岡山を含む１府 10 県に
大雨特別警報が発表され、全国で 824 億 t の降水量
がありました。これは琵琶湖の貯水量の３倍に相当
し、比較できる統計が残る昭和 57 年以降で最大で
す。これに伴い、土石流や砂防ダムの決壊、バック
ウオーター（背水）現象など複数の氾濫災害が起き
ました。ただ、これらの災害は過去にわが国で起き
ており、その経験を我がこととしていなかったため
被害を大きくしました。
　浸水被害が大きかった倉敷市真備町では、河川の
氾濫は西側から始まり、徐々に東方向に洪水が広
がっていきました。1200ha 4600 世帯が浸水するの
に約７時間かかったことが分かってきており、逃げ
る時間はあったはずです。行政は単に避難指示（緊
急）や避難勧告を出すだけでなく、西側から洪水が
押し寄せているという現場の状況をどうやって住民
に伝えるかという課題もあります。
　真備町で犠牲となった 51 人のうち高齢者が９割

NPO 法人きよね夢てらす子育て応援こっこ代表  福光節子さん ＝ 総社市清音柿木 関西大学社会安全研究センター長  河田惠昭さん

子どもたちの「居場所」づくり
被災した子育て家庭支援

災害が起こる前に準備を

【写真左】県立大の「居場所」で企画した「新聞じゃんけん」では、子どもたちの笑顔があふれた＝平成 30 年 8月 9日【同右】熱心に絵本の読み聞かせに聞
き入る子どもたち＝同11日（NPO 法人きよね夢てらす子育て応援こっこ提供）

避難所での子どもの
居場所づくりに取り
組んだことを振り返る
福光さん

かわた・よしあき　京都大大学院博士課程修了。同大防災研究所長、関西大教授
などを経て平成24年から現職。日本自然災害学会と日本災害情報学会の会長を
歴任し、神戸市の人と防災未来センター長や、平成30年７月豪雨を受けて県が
設けた災害検証委員会委員長も務める。専門は防災・減災・縮災。大阪府出身。
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から「真備に帰るか迷っていたが、会に参加して戻
ろうと思った」という声も聞けました。
　平成 31 年４月には地区住民の活動拠点となる公
民館が復旧しました。運動会や夏祭りなど被災前と
変わらない年間行事を計画し、誰もが気軽に集える
地域コミュニティーの再生を目指しています。
　ただ、防災面では気がかりもあります。服部地区
には洪水に対応した市の避難所がなく、小学校や高
い場所もないため、今回の豪雨では、逃げ場所に戸
惑った住民もいました。安心して暮らせるよう地区
内への避難所の設置を根気強く求めていきたいと考
えています。
　今回の災害を経験し、一人ひとりが危機意識を持
つことと、空振りでもいいので、避難勧告が出たら

必ず避難することが大切
だと実感しました。「危険
だ」と察知したら、近所の
方に声掛けができるよう、
日頃からの、コミュニケー
ションの在り方を見直す
ことも不可欠です。また、
地区として、災害時、高齢
者や障害のある方の避難
手順を明確にし、実効性の
あるものにしていきたい
です。誰もが支え合って、
安心して暮らすことがで
きるコミュニティーの再
興に力を入れていきます。

　平成 30 年７月豪雨では倉敷市真備町服部地区の
約 240 世帯のうち約 170 世帯が被災し、農地も９割
以上が水没しました。現在も約 50 世帯が町外で避
難生活を送っています。
　服部地区はまとまりの良い地域です。平成 24 年に
は、推進協議会や社協、民生委員など各種団体で組
織する「小地域ケア会議」を立ち上げ、高齢者や障
害者らの孤立化を防ごうと、住民が手分けして戸別
訪問しています。７月豪雨発生直前の平成 30 年４
月には、災害時に要援護者を地域で支援する体制づ
くりに取り組もうと、具体的に話し始めた矢先でし
た。もう少し早めに計画が打ち出せていたらと悔し
さもあります。
　私自身も家が全壊しました。避難所生活を送り、
炊き出しで服部地区の住民と顔を合わせると、「み
なし仮設住宅は、隣の人と顔を合わせることもなく、
寂しい」「みんなに会うのが楽しみ」という声を聞
きました。何とか集まる機会をつくりたいと思い、
服部地区の工場跡地を貸してもらい９月、「服部地
区集いの会」を開催しました。散り散りになった住
民が、多いときは 150 人も集まり、情報交換をした
り、励まし合ったりしました。11 月までは毎週開
催し、12 月以降は月１回になりましたが、参加者

川辺復興プロジェクトあるく代表  槙原聡美さん ＝ 倉敷市真備町川辺 倉敷市真備町服部地区まちづくり推進協議会会長  中尾研一さん ＝倉敷市真備町服部

安心して暮らせる故郷に
コミュニティー再興に尽力

被災後、定期的に開かれた「服部地区集いの会」＝平成 31年1月20日、倉敷市真備町服部

「日頃からご近所さんと話ができる場所をつくっていきたいで
す」と話す槙原さん

　私は「あの時、友達や近所の人にも声を掛けて一
緒に避難していたら怖い思いをする人が一人でも
減っていたのでは」と後悔しています。逃げ遅れの
ない町にするためには「つながり」が大切だと強く
感じました。
　ＬＩＮＥグループの参加者は 550 人を超えまし
た。いざというときの避難の呼び掛けにも役立て、
避難スイッチのひとつとして活用したいと考えてい
ます。ただし、情報を伝えるだけでは十分ではなく、

「顔が見える関係の中での口コミ」が欠かせません。
日頃からご近所付き合いがあるからこそ、災害時に
支え合い、ともに復興に向けて歩むことができるの
だと思います。今後も関わる人を増やしながら活動
を続けていきたいです。

　平成 30 年７月豪雨から３か月後、混乱の続くさ
なかで私たち「川辺復興プロジェクトあるく」は活
動を始めました。「共に災害を乗り越え、つながり
を感じ、安心して生活できる真備町」を目指し、住
民の居場所や生きがいづくりにつながるようなイベ
ントや講座を開いています。拠点は川辺小学校の近
くに設置したユニットハウス２棟、運営スタッフは
被災した住民約 20 人です。
　発災直後の 7 月９日、届きにくかった被災状況や
支援の情報や川辺地区に特化した情報を共有するた
めに、無料通信アプリＬＩＮＥ（ライン）で「川辺
地区みんなの会」と名付けたグループをつくりまし
た。はじめは川辺地区の子育て世代が中心に参加し、
通行止めの道路、災害ごみの捨て方などの情報交換
が始まり、助け合いのコミュニティーができてくる
と幅広い世代がグループラインに参加するようにな
りました。
　一方、浸水した川辺地区には避難所が開設されず
支援拠点がないという問題がありました。「ここ（川
辺）にも物資を届けてほしい！炊き出しが必要なん
だ！」。会員制交流サイト（ＳＮＳ）などで声を上げ、
友人や知人にも伝え続けました。すると、８月末か
らほぼ毎日、支援団体や企業が炊
き出しをしてくれるようになり、
300 人以上が集まりました。
　10 月中旬、近所のスーパーが再
開するタイミングで炊き出しの終
了が決まると、多くの人が「寂し
くなる」と口をそろえました。「や
はり住民が集う場所が必要」と感
じた仲間と共に「あるく」を立ち
上げました。支援物資を配布した
ほか、いろいろな方の協力でハン
ドトリートメント、薬膳、お抹茶
のふるまい、ヨガ教室、防災につ
いて話し合うカフェなどの会を開
催しています。翌年には夏休みに
子どもの学習支援をしました。

「つながり」つくり
安心して生活できる町に

川辺小学校で支援物資を配るスタッフら＝平成 30 年10月

「日頃からのご近所さんとの
コミュニケーションが大切」
と話す中尾さん

第６章　インタビュー
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総社市下原・砂古地区自主防災組織副本部長  川田一馬さん ＝ 総社市下原

意識が高いのです。先人たちが、農作業やお祭り
などを通して人のつながりを強め「地域力」を高
めてきたことが災害への対応に生きたと思います。
　災害を経験し住民のつながりはより強固になりま
した。仮設住宅からも住民が駆け付けて避難訓練を
行いました。避難場所や経路の見直しに加え、移動
をスムーズにするための道路拡幅に住民が協力して
います。
　復興は途上ですが、地域力に加え、家族のつなが
り、行政との連携も大切にしながら安心して暮らせ
る地域づくりを進めたいです。

　平成 30 年７月豪雨で、総社市下原地区は大雨に
よる洪水と地元のアルミ工場爆発という二つの非常
事態に直面しました。しかし 300 人余りの住民が迅
速に避難し、一人の犠牲者も出さなかったことは不
幸中の幸いでした。
　７月６日、下原地区の約 110 世帯が加入する自主
防災組織は夕方から水害に備え動き始めました。車
で地区を回るなどして、家の２階へ上がるよう呼び
掛ける活動を 22 時過ぎに終えました。組織の主だっ
たメンバーでその後の避難の流れを話し合っていた
23 時半過ぎ、突然、爆音と地響きが一帯を襲いま
した。アルミ工場が爆発し、爆風で民家や店の窓ガ
ラスが割れ、けが人も出て地区は混乱に陥りました。
　二次爆発の恐れがあり、総社市の災害対策本部か
ら下原地区は全戸全員避難するよう連絡がありまし
た。平成 24 年に自主防災組織を立ち上げてから水
害などを想定した避難訓練を重ね、時には暗さを体
感するため夜間にも行ってきました。どんな事態で
も迅速に避難する基本は同じです。訓練どおりに手
順を踏みました。
　地区はあらかじめ七つの班（１班は６から 21 世帯）
に分けられており、班ごとにリーダーがくまなく
回って避難を呼び掛けました。１
人では逃げられない高齢者らが地
区に約 30 人いることを普段から把
握しており、これらの人を含め残っ
た人がいないかをチェックしまし
た。
　避難先は約３km 東にある地区
外のスポーツセンターに設定さ
れ、可能な人はマイカーで、そう
でない人は総社市が用意した車で
移動しました。下原地区は７日に
は 1.5m を超す浸水被害がありまし
た。
　下原地区は明治 26 年の洪水で
32 人が亡くなるなど過去に何度も
浸水被害に遭ってきたため、防災

生きた訓練　工場爆発、
水害に迅速避難

「先人が築いてくれた地域力が防災に役立ったと思います」
と話す川田さん

浸水被害に遭った総社市下原地区の民家。川田さんが指さす辺りまで浸かったという

資料編

新聞記事
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平成30年７月８日（日）山陽新聞朝刊紙面平成30年７月７日（土）山陽新聞夕刊紙面
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平成30年７月10日（火）山陽新聞朝刊紙面平成30年７月９日（月）山陽新聞夕刊紙面
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平成30年７月12日（木）山陽新聞朝刊紙面平成30年７月11日（水）山陽新聞朝刊紙面
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平成30年７月13日（金）山陽新聞朝刊紙面 平成30年７月 13日（金）山陽新聞朝刊特集紙面
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平成30年７月13日（金）山陽新聞朝刊特集紙面平成30年７月13日（金）山陽新聞朝刊特集紙面
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平成30年７月20日（金）山陽新聞朝刊特集紙面平成30年７月20日（金）山陽新聞朝刊紙面
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平成30年９月６日（木）山陽新聞朝刊紙面平成30年８月６日（月）山陽新聞朝刊紙面
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平成30年９月15日（土）山陽新聞朝刊紙面 平成31年１月６日（日）山陽新聞朝刊紙面
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令和元年７月６日（土）山陽新聞朝刊紙面
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